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様式２－２－１ 見込評価 評価の概要 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 国立研究開発法人物質・材料研究機構 
評価対象中長期

目標期間 
見込評価（中長期目標期間実績

評価） 
第３期中長期目標期間 

中長期目標期間 平成２３～２７年度 
 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 文部科学大臣 下村博文 
 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）、西條正明 
 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、村上尚久 
 
３．評価の実施に関する事項 
平成 27 年 6 月 16 日・平成 27 年 7 月 7 日 物質・材料研究機構部会委員による実地調査を行った。 

平成27年7月8日 文部科学省国立研究開発法人審議会物質・材料研究機構部会（第１回）において、法人による自己評価の結果について、理事長・監事による説明を含むヒアリングを実施するとともに、

委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

平成27年7月27日 文部科学省国立研究開発法人審議会物質・材料研究機構部会（第２回）において、法人による自己評価の結果について追加ヒアリングを実施するとともに、委員から、主務大臣によ

る評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

平成27年8月21日 文部科学省国立研究開発法人審議会総会（第２回）において、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
平成 27 年 5 月 15 日 国立研究開発法人の業務実績の評価等に当たって、科学的知見等に即して主務大臣に助言するための組織として、文部科学省国立研究開発法人審議会が発足するとともに、同審議

会の下に、物質・材料研究機構に係る事項を審議するための部会（物質・材料研究機構部会）が発足した。 
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様式２－２－２ 見込評価 総合評定 

 
１．全体の評定 
評定※１ 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，Ｄ） 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総

合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が認められる。 

（参考：見込評価） 
 

評定に至った理由 項目別評定について、業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項がすべてＢ以上であり、かつ、研究開発成果の最大化

その他業務の質の向上に関する事項の大部分がＡ以上であることから、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的

な成果の創出の期待等が認められるため、文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準に基づきＡとした。 
 
２．法人全体に対する評価 
○我が国の社会のあらゆる分野を支える基盤である物質・材料分野における基礎・基盤研究の中核機関として顕著な研究成果が得られており、研究領域の重点化、成果の実用化、国際化、人材育成の強

化、内部統制の充実・強化等にも継続的に取り組んでいる。 

○運営費交付金が減少傾向にある中、業務の効率的な運営と外部資金の獲得に一層取り組むとともに、次期中長期目標・計画期間において、理事長の強力なリーダーシップの下、これまでの年度評価等

を通じて指摘された課題や改善事項の解決を図りつつ、社会に求められる役割を果たすべく、長期ビジョンを踏まえた戦略的かつ効果的な事業の実施が求められる。 

○物質・材料研究を担う国立研究開発法人として、社会ニーズを見据えた基礎基盤研究を行うハブ機能としての役割を一層強化し、知的基盤の充実、人材育成の推進、先端研究設備の集積と共用化を図

るとともに、内部統制・マネジメント体制を強化することが求められる。 
 
３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
○研究活動のマネジメントに当たり、個々の研究者の着想・発案・研究目的等から社会への価値提供の方向付けを行い、成果の最大化に向けて研究の創造性を大きく展開することが求められる。 

○各研究者の自主性を尊重しつつも、個人の能力に依存し過ぎず、技術が組織として確実に継承されるシステムの構築が求められる。 

 
４．その他事項 
国立研究開発法人審議

会の主な意見 
○研究開発成果の最大化に向け、機構の研究活動に相応しい計画や視点を検討し、中長期目標・計画期間中の運営に活かすべき。また、中長期目標・計画の内容について、情勢

変化を踏まえて妥当であるかどうかを常に意識し、必要に応じて大胆な見直しを検討すべき。 

○他の大学等研究機関との連携、人材交流を通じて、最強の研究チームが常に構成できるようネットワークの構築を図るべき。 

○中核的機関としての機能を最大化する施策を評価。最先端の実験・解析機器を広く共用できる環境の維持が求められる。 

○物質・材料データベース、クリープデータ等の知的基盤は高度に戦略的な位置づけの資産であり、諸外国の動向を注視し、産業界からの視点も取り入れつつ、我が国の国際競

争力に資する形で充実・整備を進めていく必要がある。 

○高齢化社会等の社会変化を念頭に置きつつ、女性・若手研究者の雇用や中途採用を含む雇用の在り方について柔軟に検討すべき。 
監事の主な意見 ○NIMS事務事業の執行に関し、通則法及び機構法等に違反する重大な事実は認められない。  

○今後の監査について、新しい法令に基づく独立行政法人改革の趣旨を踏まえ、かつ近年の NIMS への国家的要請の高まりと社会的責任の増大、拠点事業等、事業規模の拡大に

鑑みて、ガバナンス強化・リスクマネジメントの励行を重視し、外部連携活動を含めた業務全般について有効性のある監査を行うよう努めたい。 

 
※１ Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。  

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 
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様式２－２－３ 見込評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標（中長期計画） 
年度評価※ 中長期目標 

期間評価※ 

項目別

調書№ 
備考 

 
 中長期目標（中長期計画） 

年度評価※ 中長期目標 

期間評価※ 

項目別

調書№ 
備考 

 
H23 

年度 
H24 

年度 
H25 

年度 
H26 

年度 
H27 

年度 

見込 
評価 

期間 
実績 
評価 

  H23 

年度 
H24 

年度 
H25 

年度 
H26 

年度 
H27 

年度 
見込 
評価 

期間

実績

評価 
Ⅰ．国民に対して提供するサー

ビスその他の業務の質の向上に

関する目標を達成するためにと

るべき措置 

Ａ Ａ Ａ Ａ 

 

Ａ 

 

－ 
 

 Ⅱ．業務運営の効率化に関する

目標を達成するためにとるべき

措置 Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 

Ｂ 

 

－ 
 

 １．物質・材料科学技術に関

する基礎研究及び基盤的研

究開発 
－ － － －  － 

 
－ 

   １．組織編成の基本方針 
Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 
Ｂ 

 
Ⅱ-1 

 

１．１ 重点研究開発領域に

おける基礎研究及び基盤的

研究開発 
－ － － －  － 

 
－ 

   ２．業務運営の基本方針 
－ － － － 

 
－ 

 
－ 

 

１．１．１ 新物質・新材料

創製に向けたブレークスル

ーを目指す横断的先端研究

開発の推進 

－ － － －  － 

 

－ 

   （１）内部統制の充実・

強化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 

Ｂ 

 

Ⅱ-2-(1) 

 

１）先端的共通技術領域 
Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ  Ｓ  Ⅰ .1.1.

1 
   （２）機構の業務運営等

に係る第三者評価 Ａ Ａ Ａ Ｂ 
 

Ｂ 
 

Ⅱ-2-(2)  

２）ナノスケール材料領域 
Ｓ Ｓ Ｓ Ａ  Ａ  Ⅰ .1.1.

1 
   （３）効果的な職員の業

務実績評価の実施 Ａ Ａ Ａ Ｂ 
 

Ｂ 
 

Ⅱ-2-(3)  

 １．１．２ 社会的ニーズに

応える材料の高度化のため

の研究開発の推進 
－ － － －  － 

 
－ 

   （４）業務全体での効率

化 － － － － 
 

－ 
 

－ 
 

１）環境・エネルギー・資源

材料領域 Ａ Ａ Ａ Ｓ  Ｓ  Ⅰ .1.1.
2 

   ①経費の合理化・効率化 
Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 
Ｂ 

 Ⅱ-2-(4)-
① 

 

１．２ シーズ育成研究の推

進 Ａ Ａ Ｓ Ａ  Ａ  
Ⅰ.1.2    ②人件費の合理化・効率

化 Ａ Ａ Ａ Ｂ 
 

Ｂ 
 Ⅱ-2-(4)-

② 
 

１．３ 公募型研究への提

案・応募等 Ａ Ａ Ａ Ａ  Ａ  
Ⅰ.1.3    ③契約の適正化 

Ａ Ａ Ａ Ｂ 
 

Ｂ 
 Ⅱ-2-(4)-

③ 
 

２．研究成果の情報発信及び

活用促進 － － － －  －  
－    ④保有資産の見直し等  

Ａ Ａ Ａ Ｂ 
 

Ｂ 
 Ⅱ-2-(4)-

④ 
 

２．１ 広報・アウトリーチ

活動及び情報推進 － － － －  －  
－    （５）その他の業務運営

面での対応  Ａ Ａ Ａ Ｂ 
 

Ｂ 
 

Ⅱ-2-(5)  

 ① 広報・アウトリーチ活動

の推進 Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ  Ｓ  Ⅰ .2.1.
① 

  Ⅲ．予算（人件費の見積もりを

含む）、収支計画及び資金計画  Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ｂ  Ⅲ  
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 ② 研究成果等の情報発信 
Ａ Ａ Ａ Ａ  

Ａ  Ⅰ .2.1.
② 

  Ⅳ 短期借入金の限度額 
－ － － － 

 
－ 

 
Ⅳ 

 

 ２．２ 知的財産の活用促進 

Ａ Ａ Ａ Ａ 

 

Ａ 

 

Ⅰ.2.2 

  Ⅴ 不要財産又は不要財産とな

ることが見込まれる財産がある

場合には、その処分に関する計

画 

Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 

Ｂ 

 

Ⅴ 

 

 ３．中核的機関としての活動 

－ － － － 

 

－ 

 

－ 

  Ⅵ 前号に規定する財産以外の

重要な財産を譲渡し、又は担保

に供しようとするときは、その

計画 

－ － － － 

 

－ 

 

Ⅵ 

 

 ３．１ 施設及び設備の共用 Ｓ Ｓ Ｓ Ｓ  Ｓ  Ⅰ.3.1   Ⅶ 剰余金の使途 Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ｂ  Ⅶ  

 ３．２ 研究者・技術者の養

成と資質の向上 Ａ Ａ Ａ Ｂ  
Ｂ  

Ⅰ.3.2   Ⅷ その他主務省令で定める業

務運営に関する事項 
－ － － － 

 
－ 

 
－ 

 

 ３．３ 知的基盤の充実・整

備 Ａ Ｓ Ｓ Ａ  
Ａ  

Ⅰ.3.3    １．施設・設備に関する

計画 Ａ Ａ Ａ Ｂ 
 

Ｂ 
 

Ⅷ-1  

３．４ 物質・材料研究に係

る国際的ネットワークと国

際的な研究拠点の構築 
Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 
Ｂ 

 
Ⅰ.3.4 

   ２．人事に関する計画 
Ａ Ａ Ａ Ａ 

 
Ａ 

 
Ⅷ-2 

 

３．５ 物質・材料研究に係

る産学独連携の構築 Ｓ Ｓ Ｓ Ａ  
Ａ  

Ⅰ.3.5    ３．中期目標期間を超え

る債務負担 Ａ Ａ Ａ Ｂ 
 

Ｂ 
 

Ⅷ-3  

３．６ 物質・材料研究に係

る分析・戦略企画及び情報発

信 
Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 
Ｂ 

 
Ⅰ.3.6 

   ４．積立金の使途 
Ａ Ａ Ａ Ｂ 

 
Ｂ 

 
Ⅷ-4 

 

４．その他 － － － －  －  －   
 ４．１ 事故等調査への協力 Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ｂ  Ⅰ.4.1   
※重要度を「高」と設定している項目については各評語の横に「○」を付す 

難易度を「高」と設定している項目については各評語に下線 
 

※平成２５年度評価までの評定は、「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成１４年３月２２日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また、平成２６年度以降の評定は、「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず、法人の業務の特性に応じて評定を付す。） 

Ａ：中期計画通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標に向かって順調に、または中期目標を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべき中期計画

の達成度が１００％以上） 

Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目標を達成し得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％以

上１００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設けず、業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を付す。） 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発

成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発

成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来

的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率

的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率

的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 
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Ｓ：中期目標管理法人の活動により、中期目標における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期目標値の 120％以上で、かつ質的

に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：中期目標管理法人の活動により、中期目標における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期目標値の 120％以上）。 

Ｂ：中期目標における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期目標値の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期目標における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期目標値の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期目標における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた、抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期目標値の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措

置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．１．１ 新物質・新材料創製に向けたブレークスルーを目指す横断的先端研究開発の推進 １）先端的共通技術領域 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略的重点化 

施策目標９－４ ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的

推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ① 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

論文（件） ― 299.40 287.62 299.23 295.89   予算額（百万円） ― ― ― ―  
論文 
（件/人） 

― 2.6 2.74 2.67 2.71   決算額（百万円） 
838 

6，518 
の内数 

6，279 
の内数 

6，186 
の内数 

 

口 頭 発 表

（件） 
― 838.32 817.54 887.54 823.51   経常費用（百万円） ― ― ― ―  

特 許 出 願

（件） 
― 74.50 75.50 68.50 61.87   経常利益（百万円） ― ― ― ―  

実 施 許 諾

（件） 
― 18.00 19.00 21.50 24.30   行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 121 121 117 115  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 我が国、そして世界

をリードする物質・

材料研究を推進する

ためには、先進材料

の研究開発におい

て、共通的に必要と

なる技術の水準を世

界トップレベルに高

めていく必要があ

る。その際には、先

端的な共通技術基盤

の構築を進めるとい

う観点に加え、この

ような先端的共通技

本領域では、物質・

材料研究において共

通的に必要となる先

端技術の研究開発を

行う。表面から内部

に至る包括的な材料

計測を行うための世

界最先端の計測技術

（例：走査透過電子

顕微鏡）、物性を高精

度に解析・予測する

ためのシミュレーシ

ョン技術（例：第一

原理シミュレーショ

１．着実かつ効率的な運営

により、各プロジェクトに

おいて、顕著な成果が得ら

れたか。 

（科学的･技術的観点，社会

的･経済的観点，国際的観

点，時間的観点，妥当性の

観点，科学技術イノベーシ

ョン創出・課題解決のため

のシステムの推進の観点） 

 

 

 

 

 

 

 

１．先端的共通技術領域のマネジメント 

領域会議を活用し、迅速な情報共有と PDS

サイクルによる効率的な運営を行った。シ

ーズ育成連携研究制度、公募型研究の促進、

先端計測設備の共用化、国際連携の推進、

成果普及とアウトリーチ、地域社会への貢

献、高度研究人材育成などの産学官連携に

よる諸活動を推進し、材料イノベーション

を加速する“最先端キーテクノロジー”の

共通基盤を構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

１．先端的共通技術領域のマネジメント 

S：領域シーズ育成連携、領域共通設備整備制度、

緊急対応可能な研究加速制度などの充実によるボ

トムアップ型の効率的な領域運営により、世界最

高水準の研究成果を数多く創出した。さらに先端

計測設備群の国際的共用化、高度ナノテク研究人

材の育成等を推進して、ハブ機能を拡充した。 

世界初、世界最高といえる科学的・技術的観点、

科学技術イノベーション創出・課題解決のための

システムの推進の観点、および国際的観点から見

て特に優れた顕著な実績が数多く上がっており、

さらに限外濾過膜や吸着材の製造・開発などの社

会的・経済的観点からも特に顕著な成果があり、

かつ技術目標に関しても目標を大幅に超える進捗

状況といえることから、S 評定に相当するものと

認識している。 

 

評定 Ｓ 評定  

物質・材料研究を進める上で共通

的に必要となる計測技術等の分野

において、世界初・世界最高水準

の特に顕著な成果が数多く得られ

ており、国内外の物質・材料研究

における課題解決や科学技術イノ

ベーションの創出に資する世界最

高水準の先端的共通技術基盤を確

立している。これまでに得られた

成果を活用した新規技術展開の可

能性の明確化とその発信・投稿に

よって、更なる成果の最大化に向

けた取組を期待する。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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術が新たな研究分野

を切り拓くという観

点も重要である。 

そのため、機構は、

将来のブレークスル

ーの原動力となる計

測・分析手法等の先

端的共通技術のさら

なる高度化を目指

す。 

具体的には、機能・

特性を発現させるメ

カニズムの精緻な理

解を可能とする包括

的な先端材料計測技

術、機能・特性の変

化を予測するシミュ

レーション技術、材

料の構成要素から材

料へと組み上げるた

めの設計・制御手法

や新規な作製プロセ

スの開拓など、物

質・材料研究に共通

的に必要となる先端

技術について、既存

技術では不可能な高

精度化、可視化、対

象とする物質・領

域・物性の拡大等を

実現する。 

また、機構は、先端

的共通技術により機

構全体の材料研究を

牽引するとともに、

我が国の研究者コミ

ュニティ等への最先

端技術の普及に取り

組む。さらに、普及

の過程において、先

端的共通技術の高度

ン）、材料の構成要素

（粒子、有機分子な

ど）から材料へと組

み上げるための設計

手法や新規な作製プ

ロセスの開拓など、

共通的に必要となる

先端技術を開発す

る。 

 研究開発の実施に

当たっては、多様な

研究課題の解決に対

する先端的共通技術

の貢献の可能性を常

に追求するととも

に、技術の普及の過

程において、先端的

共通技術の高度化に

向けた技術的ニーズ

の抽出、新たな目標

へのフィードバック

を行い、先端的共通

技術の発展へとつな

げていく。 

具体的なプロジェク

トとしては、  

・先端材料計測技術

の開発と応用  

・新物質設計シミュ

レーション手法の研

究開発  

・革新的光材料技術

の開発と応用  

・新材料創出を可能

にする粒子プロセス

の開発と応用  

・有機分子ネットワ

ークによる材料創製

技術  

等に取り組む。  

これらのプロジェク

 

・先端材料計測技術の開発

と応用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新物質設計シミュレーシ

ョン手法の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・先端材料計測技術の開発と応用 

最表面敏感スピン計測と状態制御分子線

による表面反応の基礎的課題の世界初の解

明、非弾性平均自由行程の世界初の統一的

計算法の開発、単原子分析感度電子顕微鏡

法による先進材料の世界初の新規解明、世

界最高磁場 NMR 開発の達成と応用、多重極

限環境中性子計測による新規物性解明、

時々刻々変化を追跡可能な蛍光Ｘ線イメー

ジング・Ｘ線反射率技術の開発など先端計

測技術の開発と応用を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新物質設計シミュレーション手法の研究

開発 

本プロジェクトでは、第一原理手法から

古典・統計熱力学手法等を基礎として、ナ

ノ材料の物性等の解析・予測を行いつつ計

算科学手法を開発し、第一原理理論への有

限温度効果の導入、新しい核生成機構の発

見、トポロジカル絶縁体の判別法に関する

理論的提案、凝固から固相中の相変態まで

シミュレーションできるフェーズフィール

ド法の実現を行うことができ、また新奇ナ

ノ物質の予測提案も行うことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・先端材料計測技術の開発と応用 

S：オンリーワンの最表面敏感計測技術により未

解決問題を複数解決しつつ、非弾性平均自由行程

等の表層解析データベースの信頼性を向上させ

た。単原子感度電顕計測技術による新規電池材料

等の Li 状態解析、極限中性子回折によるマルチフ

ェロイックの解明等、世界トップの顕著な研究成

果を得た。 

【代表的な定量的根拠】 

世界初の最表面単層のみに敏感なスピン計測技

術の開発、分子軸制御酸素ビーム技術において世

界最高精度の達成、単原子分析可能な電子顕微鏡

法の開発、世界最高磁場の 1,020MHz 固体 NMR の開

発、世界初の 3 次元立体分子におけるサブ分子分

解能非接触 AFM 法の開発など、国際的観点におい

て世界最高水準の顕著な成果を数多く挙げた。 

【代表的な定性的根拠】 

電子非弾性平均自由行程を導くエネルギー損失

関数の精密解析法の開発、単原子分析電子顕微鏡

によるナノシート点欠陥の直接観察の世界初の成

功、低温ローレンツ顕微鏡法による空間反転対称

性強磁性体でのスキルミオン（磁気渦構造体）初

観測、試料走査型共焦点顕微鏡法の空間分解能向

上など、国際的観点において世界最高水準、科学

的・技術的観点において科学的意義が非常に大き

な成果を挙げた。 

 

・新物質設計シミュレーション手法の研究開発 

S：物質・材料の様々な階層・物性に応じた手法

の開発を進めることができ、有限温度での第一原

理理論や固相中の相変態のシミュレーションなど

が可能となり、計算技術的にも格段の進歩があっ

たとともに、新しい核生成機構やトポロジカル絶

縁体の新しい特性などの科学的意義の大きな知見

を多く得ることができた。 

【代表的な定量的根拠】 

100 万原子系を目指すオーダーN 法第一原理計

算に必要なコア技術の開発と実装を達成し、安定

かつ高効率化を実現、従来の数万原子系から 20 万

原子系の構造最適化・電子構造計算に成功するな

ど、最終目標の準備をほぼ完了し、技術的課題に

大きなインパクトを与える科学的・技術的観点か

ら世界最高水準の顕著な成果を挙げた。 

【代表的な定性的根拠】 

第一原理理論への外部環境効果等の導入、

Phase-Field 法による低固溶限系の計算実現と Mg

合金特性予測成功、量子力学的特性に基づくトポ

【主な研究成果】 

（１）先端材料計測技術の開発と

応用において、①世界最高磁場で

の1GHz超の固体NMRシステムを開

発、②最表面敏感スピン計測と状

態制御分子線による表面反応の基

礎的課題の世界初の解明、③単原

子分析感度電子顕微鏡法による先

進材料の世界初の新規解明 

（２）新材料創出を可能にする粒

子プロセスの開発と応用におい

て、①独自に開発した複合材料を

用いた電極材料の世界最高水準の

高エネルギー密度化を達成、②高

強度・高靱性のセラミックスの創

製、③単結晶に匹敵する透光性セ

ラミックスの作製 

（３）有機分子ネットワークによ

る材料創製技術において、制御の

困難な分子集合体の長さの制御に

成功し、工業用濾過フィルターへ

の応用につながることが期待され

るナノ粒子の網目状会合体等を開

発 
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化に向けた技術的ニ

ーズの抽出、新たな

目標へのフィードバ

ックを行い、技術の

発展へとつなげてい

く。 

トにより、2015 年度

までに特に以下の技

術目標を達成する。  

・物質・材料中にお

ける単一原子レベル

の多元的状態の計測

技術を開発する。  

・異なる物質間の電

子移動等の解析のた

めの計算手法を開発

する。  

・液滴エピタキシー

を用いた等方的な量

子ドットの作製によ

り量子もつれ合い光

子対の発生を実証す

る。  

・高度に形状･組成制

御された微細な粒

子・細孔の作製プロ

セスを開発する。 ・

巨大分子の架橋化に

よる多孔性シートの

構築技術を開発す

る 。 

 

 

 

 

 

 

・革新的光材料技術の開発

と応用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新材料創出を可能にする

粒子プロセスの開発と応

用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・革新的光材料技術の開発と応用 

μm オーダーの分解能をもつ可逆なマイ

クロパターンレーザーの実現、光ディラッ

クコーンの生成条件の理論解明、色素会合

体ナノファイバーの超低曲げ損失光伝搬機

構の理論解明、プラズモン共振器アレイに

よる波長選択的赤外光源の開発と CO2 セン

サーの消費電力を従来値から 34％低減等、

プロジェクトが目指す革新的光材料技術分

野において世界初の研究成果を数多く達成

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新材料創出を可能にする粒子プロセスの

開発と応用 

カリウムドープによるフラーレンナノウ

ィスカーの超伝導化(Tc=17K)に初めて成功

し Tcは 25Kまで上昇し超伝導体積分率もフ

ラーレンより 6 倍以上高くなることを発見

した。また、独自に開発したグラフェン・

カーボンナノチューブ複合材料を用いた電

極材料の高エネルギー密度化（世界最高レ

ベルの 200Wh/kg（従来値：150Wh/kg））、力

学特性の優れたカーボンナノチューブ分散

電気伝導性アルミナ高密度焼結体（アルミ

ナ基としては最高の 5,000 S/m（従来値：500 

S/m））の創製、高強度・高靱性を示す貝殻

ロジカル絶縁体光学的判定法の提案と新トポロジ

カル磁性相同定、巨視的核生成機構の分子動力学

法理論提案など、計算科学の世界に大きなインパ

クトをもたらす世界最高水準の顕著な成果をあげ

た。 

 

・革新的光材料技術の開発と応用 

S：各サブテーマとも順調に進展し、当初目標を

上回る成果が多数得られた。電子線リソグラフィ

やナノインプリントリソグラフィなどのナノ加工

技術の高度化、大規模計算と理論解析に基づく精

緻な試料設計、および、最先端のナノ計測技術に

よる適切な特性評価を組合せることで、プロジェ

クト研究でしか達成できない、学際的で高度な成

果が得られた。 

【代表的な定量的根拠】 

高対称 GaAs 量子ドットを開発し、励起子分子準

位からのカスケード発光による偏光状態の量子も

つれ光子対発生に成功、忠実度の従来値 72％に対

して世界最高の忠実度 86％を達成、さらに通信波

長帯ではたらく高対称 InAs 量子ドットを開発し、

従来値よりも１桁小さい励起子微細構造分裂を達

成など、科学的・技術的観点において世界を先導

する世界最高水準の顕著な成果を挙げた。 

【代表的な定性的根拠】 

可逆なマイクロパターンレーザーの実現、光ディ

ラックコーンの生成条件の解明、色素ナノファイ

バーの超低曲げ損失光伝搬機構の解明、プラズモ

ン共振器アレイによる波長選択的赤外光源の開発

と CO2 センサーの低消費電力化等、革新的光材料

技術分野において科学的意義の大きな世界初の顕

著な研究成果を数多く達成した。 

 

・新材料創出を可能にする粒子プロセスの開発と

応用 

S：高度に形状・組織制御された微粒子作製技術、

優れた超伝導特性を示すフラーレンナノウィスカ

ーの創製、高エネルギー密度グラフェン・カーボ

ンナノチューブ複合材料の作製、高圧下での材料

創製技術、電磁場を利用した高強度・高靱性、高

強度・伝導性セラミックスの創製、単結晶に匹敵

する透光性セラミックスの作製、など特に顕著な

成果が得られた。 

【代表的な定量的根拠】 

フ ラ ー レ ン ナ ノ ウ ィ ス カ ー の 超 伝 導 化

(Tc=25K)、グラフェン・カーボンナノチューブ複
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・有機分子ネットワークに

よる材料創製技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

真珠層類似構造炭窒化物系セラミックスの

創製、単結晶に匹敵する各種透光性セラミ

ックスの作製、に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・有機分子ネットワークによる材料創製技

術 

１次元の分子集合体（超分子ポリマー）

を形成する過程において、ナノ粒子状と繊

維状の異なる自己組織化が交錯する現象を

発見した。ナノ粒子状の会合体を分離し、

繊維状の会合体の成長に利用することで、

長さの揃った１分子幅の超分子ポリマーを

合成した。さらに、２つの会合体の混合比

により、超分子ポリマーの長さを自在に制

御できることを実証した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合材料を用いた電極材料の高エネルギー密度化

（ 世 界 最 高 レ ベ ル の 200Wh/kg （ 従 来 値 ：

150Wh/kg））、力学特性の優れたカーボンナノチュ

ーブ分散電気伝導性アルミナ高密度焼結体（アル

ミナ基として最高の 5,000 S/m（従来値：500 S/m））

の創製に成功するなど、科学的・技術的観点にお

いて独創的で革新的な世界最高水準の顕著な成果

をあげた。 

【代表的な定性的根拠】 

サイアロン系の微小単結晶粒子を用いた物質探索

法を確立し、結晶構造、組成を明らかにすること

により新規蛍光結晶を効率良く発見でき１０個の

新規蛍光結晶を発見した。また、磁性ナノ粒子材

料では温熱療法の開発に微視的シミュレーション

を導入し最適設計の指針を明確化、発光波長「近

紫外－可視－近赤外」において連続的に制御でき

る Ge ナノ粒子の創製、Si ナノ結晶を用いた電流

注入型白色 LED 作製、に成功するなど、科学的・

技術的観点からも社会的・経済的観点からも世界

最高水準の顕著な成果をあげた。 

 

・有機分子ネットワークによる材料創製技術 

S：通常の分子集合体は、自発的かつランダムに

成長するため、その形態を意図的に制御すること

ができない。リビング重合と同様の方法論により、

分子の自己組織化において『長さ』の制御に成功

したことは、極めて重要な発見と考えられ、顕著

な成果が得られた。 

【代表的な定量的根拠】 

従来の 1,000 倍の性能をもつダイヤモンド状カ

ーボン製濾過フィルターの開発（Science）、比表

面積が 300 m2/g を越える高分子メソ多孔体の開発

（Nature Commun.）、ラマン増強度が 107倍で増強

度揺らぎが 25%以下の SERS 基板の開発（Chem. 

Phys. Lett.）など、社会に安心・安全をもたらし、

産業・経済活動の高度化をもたらす世界最高水準

の顕著な成果をあげた。 

【代表的な定性的根拠】 

一次元超分子ポリマーの「長さ」を自在に制御す

る技術（Nature Chem.）、ナノ粒子の網目状会合体

からの高性能限外濾過膜の製造（J. Polym. Sci. 

B: Polym. Phys.）、水中の有機分子を効率的に分

離する吸着材の開発（Chemical Commun.）など、

科学的・技術的観点からは、基礎科学の発展、科

学技術イノベーション創出・課題解決のためのシ
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２．中長期計画における

2015 年度までに特に達成

すべき以下の技術目標の

進捗状況は適切か。 

（科学的･技術的観点，社会

的･経済的観点，国際的観

点，時間的観点，妥当性

の観点，科学技術イノベ

ーション創出・課題解決

のためのシステムの推進

の観点） 

 

 ①物質・材料中における

単一原子レベルの多元的

状態の計測技術を開発す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②異なる物質間の電子移

動等の解析のための計算

手法を開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 ③液滴エピタキシーを用

いた等方的な量子ドット

の作製により量子もつれ

合い光子対の発生を実証

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画における技術目標の進捗状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①最表面敏感スピン計測とサブ原子分解能

AFM/STM 極限場計測、フェムト秒超高速原

子運動計測、試料走査型共焦点顕微鏡法

による３次元高空間分解能計測、震災復

旧 等 を 乗 り 越 え た 世 界 最 高 磁 場

1020MHz-NMR、粉末 X 線・中性子回折

RIETAN-FP ソフト、MEM 解析三次元可視化

VENUS システム、数Åレベル膜厚変化リア

ルタイムＸ線反射率法など、世界トップ

レベルかつオリジナルの単原子レベル多

元的状態計測技術を開発した。 

 

②通常の第一原理計算手法では千原子以上

を含む大規模系を扱うのは非常に困難で

あるが、数百万個の原子系の電子状態計

算を可能にするオーダーN 法の開発を進

めてきた。これまでに並列計算の高効率

化、演算の高効率化を行い、２０万原子

系での構造最適化・３万原子の動力学計

算に成功し、１００万原子計算に向けた

準備を進めている。 

 

③液滴エピタキシー法を用いて高対称 GaAs

量子ドットの作製に成功した。励起子分

子準位からのカスケード発光により、偏

光状態の量子もつれ光子対発生に成功し

た。量子もつれの忠実度は、従来値 72％

に対して世界最高の忠実度 86％を達成し

た（平成２５年度）。さらに，通信波長帯

への拡張を目指して、液滴エピタキシー

法による高対称InAs量子ドットを開発し

た。平成２７年度には量子もつれ光子対

発生が達成できる見込みである。 

ステムの推進の観点からは、産業の将来ニーズを

反映した先端技術の実用化に貢献する顕著な成果

をあげた。 

 

２．各技術目標において、当初の計画以上に顕著

な成果が得られており、技術目標の進捗状況は適

切であると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①最表面スピン計測、状態選別分子線技術、サブ

原子分解能 STM/AFM 計測、試料走査方式共焦点

STEM３次元観察、世界最高磁場 1,020MHｚ固体

NMR、実時間 X 線反射率計測などは世界最高水準

の独創的な最先端計測技術、RIETAN-FP、VENUS

は世界水準のデファクト標準である。 

 

 

 

 

 

 

②オーダーN 法は、電子状態計算を極めて高効率

に行う計算理論・手法として期待が大きいが、

実際に精度・信頼性を保ちつつ、現実的な時間

で計算を進めることは困難であった。本プロジ

ェクトでは、その開発を着実に進めることがで

き、目安である１００万原子計算が実現されよ

うとしている。 

 

 

 

③評価基準２については研究が当初計画を大幅に

上回るスピードで順調に進展し、左記のように

平成２５年度に当初目標を達成した。平成２６

年度以降の２年間については目標をさらに高め

て、新規材料の開発により通信波長帯での高忠

実度偏光量子もつれの実現を目指す。 
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 ④高度に形状・組成制御

された微細な粒子・細孔

の作製プロセスを開発す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤巨大分子の架橋化によ

る多孔性シートの構築技

術を開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 

該当なし 

 

 

④サイアロン系の微小単結晶粒子を用いた

物質探索法を確立し、結晶構造、組成を

明らかにすることにより新規蛍光結晶を

効率良く発見でき１０個の新規蛍光結晶

を発見した。また、磁性ナノ粒子材料で

は温熱療法の開発に微視的シミュレーシ

ョンを導入し最適設計の指針を明確化、

発光波長を「近紫外－可視－近赤外」に

おいて連続的に制御できるGeナノ粒子の

創製、Si ナノ結晶を用いた電流注入型白

色 LED 作製、に成功した。 

 

⑤高分子のナノ沈殿法を改良することで、

ナノ粒子の網目状会合体を形成させ、こ

れを濾過することで、10 nm 粒子の阻止性

能が99％、80 kPaでの透水性が1800 L/m2h

以上の高性能UF膜を製造することに成功

した。開発された約 1000 cm2の UF 膜は、

乾燥後も高い透水性を維持し、架橋化に

より有機溶媒耐性が向上することが明ら

かとなった。 

 

 

④高度に形状・組成制御された微細な粒子・細孔

の作製プロセス研究は、磁性ナノ粒子材料では

温熱療法の開発に微視的シミュレーションを導

入し最適設計の指針を明確化、発光波長を「近

紫外－可視－近赤外」において連続的に制御で

きる Ge ナノ粒子の創製、Si ナノ結晶を用いた

電流注入型白色 LED 作製、微小単結晶粒子を用

いて 10 個の新規蛍光結晶を発見するなど、技術

目標を超えて進捗していると評価できる。 

 

 

 

⑤市販されている UF 膜は、乾燥により透水性が著

しく低下する。本研究では、乾燥後にも高い透

水性が維持することから、工業用濾過フィルタ

ーとしての幅広い用途につながり、COI-STREAM

で展開しているカーボン系 RO 膜の支持膜とし

ての用途も期待できる。 

 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．１．１ 新物質・新材料創製に向けたブレークスルーを目指す横断的先端研究開発の推進 ２）ナノスケール材料領域 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略的重点化 

施策目標９－４ ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的

推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ② 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

論文（件） ― 273.73 298.19 258.02 271.22   予算額（百万円） ― ― ― ―  
論文 
（件/人） 

― 3.70 3.77 3.31 3.48   決算額（百万円） 
477 

6，518 
の内数 

6，279 
の内数 

6，186 
の内数 

 

口 頭 発 表

（件） 
― 682.79 791.44 723.70 742.55   経常費用（百万円） ― ― ― ―  

特 許 出 願

（件） 
― 50.68 57.17 76.51 53.90   経常利益（百万円） ― ― ― ―  

実 施 許 諾

（件） 
― 7.50 7.00 5.00 5.80   行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 86 89 89 95  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 新物質・新材料を創

製するための技術シ

ーズを世界に先駆け

て発掘、育成してい

くためには、無機、

有機の垣根を越えて

発現する、ナノサイ

ズ特有の物質特性等

を利用することが重

要である。また、単

にナノサイズ特有と

いうだけでなく、次

代の成長領域の芽と

なるような、既存の

本領域では、ナノ（10

億分の 1）メートルの

オーダーでの原子・

分子の操作・制御等

により、無機、有機

の垣根を越えて発現

する、ナノサイズ特

有の物質特性等を利

用して、新物質・新

材料を創製する。 5

～10 年後に材料実用

化への目途を付ける

という中長期的な時

間スケールで研究を

１．着実かつ効率的な運営

により、各プロジェクト

において、顕著な成果が

得られたか。 

（科学的･技術的観点，社会

的･経済的観点，国際的観

点，時間的観点，妥当性

の観点，科学技術イノベ

ーション創出・課題解決

のためのシステムの推進

の観点） 

 

 

 

 

 

 

１．ナノスケール材料領域のマネジメント 

本「ナノスケール材料領域」は、文部科

学省「世界トップレベル研究拠点育成促進

事業」の研究拠点としての「国際ナノアー

キテクトニクス研究拠点」(MANA)に対応す

る。そのマネジメントには多くの工夫を凝

らしているが、重要な３本柱は、異分野融

合、国際化、若手研究者育成であり、それ

らのいずれも顕著な成果をあげてきてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

１．ナノスケール材料領域のマネジメント 

S：左欄に記したマネジメントはいずれも顕著な

成果をあげ、世界トップレベルの優れた研究成果、

外国人研究者の割合が半分以上という国際化、本

領域で研究経験を積んだ多くの若手研究者が世界

に羽ばたいて活躍している。 

原子スイッチから派生したさまざまな独創的で

革新的な新しいデバイス（人工シナプス、オンデ

マンド機能可変ナノデバイス、脳神経網型回路網

など）の開発、超高感度超並列分子センサーの開

発、ナノシート技術の開拓と高度化およびその応

用、大きな発展が期待できる実用的な人工光合成

の実現に向けてのいくつかの有望な進展、高分解

能透過型電子顕微鏡による像観察と同時に機械

的、電気的、熱的な特性を計測する新方法の開発、

走査型プローブ顕微鏡の探針を２、３、４本にし

た新しいナノ物性計測法の開発、社会的価値の大

評定 Ａ 評定  
高い閉塞効果を示す生体用接着

剤の実現、高感度を示す分子セ

ンサーの開発、高誘電率の薄膜

の実現をはじめ、革新的機能を

有するナノ材料・システムの探

索・開発に関して得られたこれ

までの成果は、研究レベル、内

容ともに顕著である。また、世

界トップ１％論文数も高い値を

示している。 
今後も、更なる成果創出に向け

て、インプットに見合った研究

開発成果の最大化に向けた効果

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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材料・デバイスを置

換し得る、あるいは

ものづくりのプロセ

スにイノベーション

をもたらし得るほど

の革新的な物質特性

等に焦点を当てるこ

とも必要である。 

そのため、機構は、

ナノスケールにおけ

る先進的な合成手法

を開発・利用して全

く新しいナノ構造を

生み出すとともに、

ナノチューブ、ナノ

シート等のナノスケ

ール物質が持つ特異

な機能を最適に組み

合わせて、それらの

有機的な相互作用か

ら飛躍的な機能向上

を可能とするシステ

ム化研究に取り組む

など、新物質・新材

料を創製するための

革新的技術シーズを

創出する。 

また、本領域におい

ては、多様なナノス

ケール物質等を組み

合わせるシステム化

研究を行うことか

ら、他の研究機関と

の連携も含め、分野

横断的に研究を進め

る。 

進めることから、単

にナノサイズ特有と

いうだけでなく、既

存の材料・デバイス

を置換し得るほど

の、あるいは、もの

づくりのプロセスに

イノベーションをも

たらし得るほどの革

新的な物質特性等に

焦点を当てる。 

本領域には、エレ

クトロニクス、化学、

バイオテクノロジー

等の研究分野が含ま

れていることから、

このような複数の研

究分野の課題・成果

の共有化を進めつ

つ、多様なナノスケ

ール物質等を組み合

わせて機能発現のた

めのシステム化を行

う。領域内の研究者

の日常的な交流の促

進など、マネジメン

トの工夫等に取り組

むとともに、他のナ

ノテクノロジー関連

研究機関とも連携し

ていく。 

具体的なプロジェ

クトとしては、  

・システム・ナノ

テクノロジーによる

材料の機能創出  

・ケミカル・ナノ

テクノロジーによる

新材料・新機能の創

出  

・ナノエレクトロ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・システム・ナノテクノロ

ジーによる材料の機能創

出 

 

 

 

 

 

 

 

・ケミカル・ナノテクノロ

ジーによる新材料・新機能

の創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・システム・ナノテクノロジーによる材料

の機能創出 

原子スイッチから派生した多くの新しい

デバイス（人工シナプス、脳型演算回路な

ど）、原子層デバイス、新しい超伝導体、超

高感度超並列分子センサー、多探針 STM、

AFM、KFM の開発や、トポロジカル絶縁体に

関する理論研究など、世界を先導する独創

的な研究を生み出してきている。 

 

・ケミカル・ナノテクノロジーによる新材

料・新機能の創出 

Chemical blowing 法などの独自の新規プ

ロセスの開発や、層状結晶の巨大水和膨潤

きなスマートナノファイバーメッシュによる癌治

療など、いずれも独創的で世界を先導する研究を

実施。 

科学的・技術的観点、国際的観点、社会的・経

済的観点および科学技術イノベーション創出・課

題解決のためのシステムの推進の観点から S 評価

とするに十二分な特に顕著な成果であり、実績で

ある。 

【代表的な定量的根拠】 

・ナノスケール材料領域 （MANA） においては、

H23～H26 年度の 4年間に 2,000 報の論文が公表さ

れたが、その中の 60 報がいわゆる 「世界トップ

1 % 論文」（被引用数が世界のトップ 1 % に入る

論文）である（トムソン・ロイター社の統計によ

る）。論文の被引用数が研究内容の質を直接的に反

映するものとは必ずしも言えないが、この数値は

成果が国際的水準に照らして大きな科学的意義を

持つことを示しており，国際的観点、科学的・技

術的観点から特筆に値しよう。また、超高感度・

超並列分子センサーの開発を例にとれば、それは

実用化研究の段階に入り、内外の 50 社から共同開

発の申し込みがきており、成果が社会ニーズに適

合しており，大きな発展の可能性を持つことを示

している。これは社会的・経済的観点から特筆に

値する数値であろう。 科学的・技術的観点におい

て、また社会的・経済的観点において特に顕著な

成果であり，S 評価とするに十二分な実績である。 

 

【代表的な定性的根拠】 

・各種の研究開発は、独創的・革新的で世界を先

導する優れた研究であることは論をまたず、ナノ

スケール材料領域 （MANA）の研究実績は、科学的・

技術的観点，国際的観点、社会的・経済的観点か

ら S評価と認識される。 

 

・システム・ナノテクノロジーによる材料の機能

創出 

S：左欄に記した研究成果は、いずれも世界を先

導する画期的な成果である。論文発表、特許取得

も活発に行われている。 

 

 

 

 

 

・ケミカル・ナノテクノロジーによる新材料・新

機能の創出 

S：新規ナノ物質の創製により機能ナノブロック

のラインアップが充実した。新機能の発現，実用

的な研究マネジメント（将来の

社会価値を目指した方向性の明

確化）、他領域の装置との連携を

含む一層の効率化の検討を期待

する。 
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ニクスのための新材

料・新機能の創製  

・ナノバイオテク

ノロジーによる革新

的生体機能材料の創

出  

等に取り組む。  

これらのプロジェ

クトにより、2015 年

度までに特に以下の

技術目標を達成す

る。  

・“Beyond CMOS”

ナノエレクトロニク

スの開発のための原

子スイッチとそれに

関連するデバイスを

開発する。  

・元素の価数制御

など、組成、構造の

精密制御を実現する

ことにより新規のナ

ノスケール材料を創

製する。  

・Si に直接接合可

能な Higher-k 材料、

実効仕事関数差の大

きい非晶質金属ゲー

ト 材 料 を 開 発 す

る ・循環器系疾患に

対応した自己治癒力

を誘導する複合生体

材料を創製する 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ナノエレクトロニクスの

ための新材料・新機能の創

製 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ナノバイオテクノロジー

による革新的生体機能材

料の創出 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画における

2015 年度までに特に達成

すべき以下の技術目標の

進捗状況は適切か。 

（科学的･技術的観点，社会

的･経済的観点，国際的観

点，時間的観点，妥当性

の観点，科学技術イノベ

ーション創出・課題解決

のためのシステムの推進

現象の発見による高品位２次元物質の合成

などにより、新規ナノチューブ、ナノワイ

ヤ、ナノシートを 30 種類以上合成すること

に成功した。さらにはこれらを集積化、複

合化するケミカルプロセスを開発し、多様

な機能性材料、デバイスの開発につながっ

た。 

 

・ナノエレクトロニクスのための新材料・

新機能の創製 

次世代スイッング素子であるトンネル

FET ではヘテロ接合チャネル材料の上に共

通の Higher-k 材料を成長させる必要があ

る。このチャネル材料上に成長できるフッ

化物誘電体材料開発を行った。その結果、

Ge上で安定かつ急峻な界面をもつ誘電率30

を超えるフッ化物Higher-k材料の開発に世

界で初めて成功した。また、Si 集積回路と

分子エレクトロニクスの融合をめざした研

究では C60 をチャネル中に埋め込み、Fin

型デバイスを作製し、サイドゲート電圧制

御することで、多値の On 電流をえることに

世界で初めて成功した。 

 

・ナノバイオテクノロジーによる革新的生

体機能材料の創出 

生体膜からコレステロールを吸着・回収

することに成功し、動脈硬化治療への展望

が開けた。湿潤組織接着性を有する生体接

着剤はラット肺に適用し、市販品と比較し

て2倍以上の強度を有することを確認した。

ガンの再発・転移防止をめざした「貼る温

熱・化学療法」のナノファイバーメッシュ

の高い抗ガン効果を動物実験で確認した。

骨形成活性が高いインジェクタブル材料及

び三次元パターン化材料の生体組織再生促

進効果を確認した。 

 

 

２．中長期計画における技術目標の進捗状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料の提案など、ナノ物質を部材としてナノ構造

をデザインして斬新な機能開発を行うというアプ

ローチの有効性が示されたことにより、MANA の研

究戦略であるMaterials Nanoarchitectonicsが具

現化されてきている。 

 

 

 

・ナノエレクトロニクスのための新材料・新機能

の創製 

A：フッ化物誘電体は Ge だけでなく、Si や GaAs

に対しても反応層を持たない Higher-k となるこ

とがわかった。この材料を使って将来的に TFET が

実現できると S 評価となる。また、C60 を使った

デバイスでは On 電流の増加と室温での動作が実

現できれば産業の活性化の観点から S 評価とな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

・ナノバイオテクノロジーによる革新的生体機能

材料の創出 

 S：動脈硬化や脂質異常症に対し、人工材料によ

る治療、三次元パターン化材料の開発において世

界でも類を見ない材料技術でその高次機能も達成

した。湿潤組織接着材、「貼る」がん治療用ナノフ

ァイバーメッシュは従来よりも高い機能を示し

た。社会的価値の創出の観点から高く評価される

研究であり，しかも研究は当初の計画以上に進捗

していると評価できる。 

 

 

 

 

 

２．各技術目標において、当初の計画以上に顕著

な成果が得られており、技術目標の進捗状況は

適切であると評価できる。 
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の観点） 

 ①“Beyond CMOS”ナノエ

レクトロニクスの開発の

ための原子スイッチとそ

れに関連するデバイスを

開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②元素の価数制御など、組

成、構造の精密制御を実現

することにより新規のナノ

スケール材料を創製する。 

 

 

 

 

 

 

③ Si に直接接合可能な

Higher-k 材料、実効仕事関

数差の大きい非晶質金属ゲ

ート材料を開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④循環器系疾患に対応した

自己治癒力を誘導する複合

生体材料を創製する。 

 

 

 

 

 

 

 

３．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 

 

①原子スイッチそのものが  “Beyond 

CMOS” デバイスであるが、それからさら

に派生したデバイスとして、人間の脳の

神経回路のシナプスに類似した機能を持

つ人工シナプス原子スイッチ、一つのデ

バイスでありながら外部信号によって機

能を切り替えることのできるオンデマン

ド型ナノデバイス（スイッチ、ダイオー

ド、キャパシターの機能のどれでも選べ

る）、フレキシブルな有機薄膜の上に集積

して回路網を形成しうる新しい原子スイ

ッチの開発などに成功した。 

 

②組成、構造の精密制御という考え方に立

って合成研究を進めた結果、多彩な酸化

物、水酸化物ナノシートの合成を達成し

た。さらにこれらは非常に優れた誘電機

能やレドックス機能を示すことが明らか

になり、既存材料を大幅に上回る性能を

発揮するナノキャパシター、スーパーキ

ャパシター、水分解電極触媒として極め

て有望であることが示された。 

 

③Al2O3/(Ta/NbO)x の積層構造をつかうこと

で、その界面に電荷を蓄積し 400℃でも安

定に動作するチャージトラップメモリの

開発に成功した。これは次世代フラッシ

ュメモリ用材料として有望である。NIMS

の強磁場でによるサイクロン共鳴を使う

ことで MIS 構造だけをつかって移動度を

計測することができる。この原理を応用

して GaN/AlGaN の移動度の評価可能であ

ることを実証し、この方法が各種 MIS 界

面の評価に使えることが解った。 

 

④循環器疾患の内科的処置へ適用する複合

化生体材料として血管内皮形成と抗血栓

性を両立する高分子マトリックスを用い

た薬剤溶出性ステントを創出した。ブタ

冠動脈において 2 週間以内の内皮形成を

明らかにした。また、循環器系疾患の外

科的処置に有効な生体接着剤を設計し、

ブタ大動脈に対して湿潤環境下で市販品

の 12 倍以上の耐圧強度を有することを

明らかにした。 

 

 

①左欄に記したさまざまな原子スイッチと関連し

たデバイスの開発に成功しており、当初の技術

目標に関わる研究は極めて高水準で進展してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②合成に成功した高機能無機ナノシートはいわゆ

る Post graphene, beyond graphene の有力候補

と非常に高い注目を各方面から得ている。さら

にはこれら２次元物質を複数ヘテロ累積し、新

奇機能を開拓するという最先端研究に広がって

きており、今後の展開がさらに期待できる。 

 

 

 

 

③より低消費電力で安定的動作が求められる不揮

発性メモリの分野で 400℃まで安定で電荷を蓄

積する材料と構造を見つけたことの科学的意義

は大きい。この材料に対応する仕事関数制御型

非晶質メタルゲートの開発が求められる。また、

強磁場を使った移動度の評価は GaN 系で問題に

なっている電流コラップスなどの原因解明など

に使えることが実証できれば、その意義は極め

て大きい。 

 

 

 

④市販薬剤溶出性ステントは著しいステント血栓

症が観察されることから、本成果は、材料複合

化により表面の自己治癒を促進する新しいコン

セプトによる冠動脈ステントであるといえる。

また、市販品の 12 倍を超える耐圧強度を有した

外科用接着剤は、医療に大きく貢献できる画期

的な成果である。 
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該当なし 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．１．２ 社会ニーズに応える材料の高度化のための研究開発の推進 １）環境・エネルギー・資源材料領域 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略的重点化 

施策目標９－４ ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的

推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ③ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

論文（件） ― 557.87 502.19 580.75 548.9   予算額（百万円） ― ― ― ―  
論文 
（件/人） 

― 3.42 3.69 4.09 4.32   決算額（百万円） 
3,613 

6,386 
の内数 

6，452 
の内数 

6，498 
の内数 

 

口 頭 発 表

（件） 
― 1348.89 1261.02 1354.76 1112.08   経常費用（百万円） ― ― ― ―  

特 許 出 願

（件） 
― 156.82 140.33 134.99 100.40   経常利益（百万円） ― ― ― ―  

実 施 許 諾

（件） 
― 27.50 28.00 20.50 25.00   行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 195 191 193 195  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 第４期基本計画にお

いては、世界最先端

の低炭素社会の実現

に向け、グリーンイ

ノベーションを強力

に推進し、我が国が

強みをもつ環境・エ

ネルギー技術の一層

の革新を促すとされ

ている。また、資源、

エネルギーなどの国

際的な獲得競争が激

化し、これが中長期

的な世界の経済成長

本領域では、再生可能

エネルギーの利用を

普及させるために不

可欠な、太陽光発電、

蓄電池、超伝導送電等

のための新材料を創

製する。また、現在大

きなエネルギーを消

費している産業・家庭

におけるエネルギー

利用を高効率化させ

るため、長期にわたり

安定して作動し かつ

低コストの燃料電池

１．着実かつ効率的な運営

により、各プロジェクト

において、顕著な成果が

得られたか。 

（科学的･技術的観点，社会

的･経済的観点，国際的観

点，時間的観点，妥当性

の観点，科学技術イノベ

ーション創出・課題解決

のためのシステムの推進

の観点） 

 

 

 

 

 

 

１．環境・エネルギー・資源材料領域のマ

ネジメント 
企業からの研究員の受け入れなどを通

じ、ニーズとシーズのマッチングを進める

施策を推進した。また、理事長直轄の調査

分析室などの課室との連携によって、社会

動向の把握とその研究活動への反映に努

め、構造材料などの分野に於ける新たな展

開に結びつけた。加えて、実の伴う国際連

携体制の構築に努力した。 
 
 
 
 
 
 
 

１．環境・エネルギー・資源材料領域のマネジメ

ント 
Ｓ：企業研究者との密接な関係により、光学結

晶などの実用化が実現し、企画関連課室との連携

により、制震ダンパーのビルへの実装にまで至っ

た。また、社会動向の把握を礎とした構造材料拠

点の立ち上げを実現し、さらに、日仏連携の拠点

となるＣＮＲＳ国際ユニットの招致などを実現し

た。 
定量的、定性的な科学技術的な知見の取得や技

術の実現を達成するのみならず、光学結晶の商品

化、制震ダンパーのビルへの実装、新規蛍光体の

商品化をはじめとする成果物の社会実装を多く実

現し、また、我が国の材料研究のハブ的機能を果

たすための構造材料拠点の立ち上げや、国際連携

の架け橋となるフランスＣＮＲＳの国際連携ユニ

ットのＮＩＭＳ内への設置などを実現した。また、

評定 Ｓ 評定  
産業界との連携の下、多くのテ

ーマで実用化・社会実装につな

げる特に顕著な成果を上げてお

り、また、機構で蓄積してきた

知見を活かした基盤研究も高い

水準にあり、研究拠点としての

活動も強化されている。多くの

優れた成果が得られたことを踏

まえ、今後の更なる成果創出に

向け、他プロジェクトとの連携、

多様なテーマを俯瞰した全体像

の整理、社会課題の変化を踏ま

えた展開の在り方についての検

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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のひずみや、世界経

済と政治の不安定化

をもたらすことへの

懸念が示され、資源

再生技術の革新、レ

アメタル、レアアー

ス等の代替材料の創

出に向けた取組を推

進するとされてい

る。 
そのため、機構は、

本領域の取組とし

て、グリーンイノベ

ーションによる成長

とそれを支える資源

確保に不可欠な材料

科学技術に焦点を当

て、課題解決に必要

な技術の原理とメカ

ニズムを徹底的に理

解した上で、材料の

設計、機能・特性の

最適化を行うことに

より、既存の技術開

発の延長では達成し

得ないブレークスル

ーを目指す。 
具体的には、再生可

能エネルギー利用の

飛躍的拡大、産業・

家庭におけるエネル

ギー利用の高効率化

等を可能とする新規

材料の実現や、高い

信頼性・安全性を確

保しつつ耐熱化、軽

量化、長寿命化を可

能とする革新的材料

技術を創出する。ま

た、長年、物質・材

料研究に取り組んで

を開発するとともに、

既に多数の用途に使

用されているモータ

ー等に用いる磁石、ワ

イドギャップ半導体、

ＬＥＤ照明等におけ

るブレークスルーに

向けた技術開発を行

う。さらに、省エネル

ギーに資する移動構

造体等の材料の軽量

化、火力・原子力発電

所等への適用を目指

した高強度耐熱鋼の

開発、原子炉材料等の

損傷評価技術の高度

化など、材料技術の革

新に向けた研究開発

を行う。また、大気・

水・土壌などの環境に

おける有害物質の無

害化を目指し、光触媒

等の材料を開発する。

さらに、震災からの復

興、再生と、今後起こ

り得る災害時の被害

低減に向けて、機構が

これまで培ってきた

基盤的な構造材料技

術を全面的に活用し、

災害に強い建造物及

びその補修・補強のた

めの材料技術を開発

する。 
機構は、従来から取り

組んできた元素戦略

に基づく研究を再編

成して、構造材料、磁

性材料、触媒材料等に

おける希少元素の減

量・代替・循環のため

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・次世代環境再生材料の研

究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・先端超伝導材料に関する

研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高性能発電・蓄電用材料

の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・次世代環境再生材料の研究開発 
ナノ金属/半導体光触媒の表面・界面制御

と複合化で、可視～近赤外光に応答できる

光触媒を実現した。また、世界初の新規 Ni

基貴金属フリー触媒の開発に成功した。さ

らに、高比表面積ナノ金属メソポーラス材

料の作製や、放射性物質吸着材料のデータ

ベース化など、多くの重要な成果をあげ、

次世代環境浄化・再生材料の創製と基盤技

術の確立に貢献した。 

 

 

 
 
・先端超伝導材料に関する研究 

Fe 系超伝導体である FeＳｅや KFe2As2に

おいて、量子振動の観測に成功し、フェル

ミ面構造を詳細に決定した。、超伝導の発現

には、電子の強い相関とＦe の３ｄ電子の強

いスピン軌道相互作用が重要な役割を持つ

ことを明らかにし、この分野の研究、とく

に超伝導メカニズム解明に大きな進展をも

たらした。 
 
 
 
・高性能発電・蓄電用材料の研究開発 
添加材のない非晶質ケイ素（a-Si）固体電

解質において、高い容量（3000 Ah kg−1）と

出力性能を達成した。この材料は添加材を

均一分散させる必要がないため合成の自由

度が高く、実用材料となりうるものと考え

られる。また、酸化物系固体電解質のエピ

タキシャル合成にも取り組み、粒界の影響

を大幅に低減することで 7 x 10−4 S cm−1の伝

導度を示す固体電解質層の作製に成功し

当初目標になかった、ダイヤモンドの単一光子発

光のデモンストレーションを実現するなどに至

り、これらは、単なる目標達成にとどまらず、当

初想定以上の高い次元での成果として位置づけら

れる。これらの成果は、社会実装および構造材料

拠点の立ち上げに関しては社会的･経済的観点、科

学技術イノベーション創出・課題解決のためのシ

ステムの推進の観点、科学的･技術的観点から、国

際連携ユニットの設置に関しては国際的観点か

ら，また単一光子発光に関しては科学的・技術的

観点からそれぞれＳ評定に相当する特に顕著な成

果が得られていると認識している。 
 
・次世代環境再生材料の研究開発 

S：理論・実験の強い連携および要素材料技術間

の複合化を推進することにより、各環境再生要素

材料において、目標以上の性能向上を実現した。

特に、自然光利用光触媒や貴金属フリー清浄化触

媒に関しては、すでに成果の橋渡しを行って実用

化に向け産業界と共同研究を開始し、次世代環境

再生材料として期待される。 

【代表的な定性的根拠】 
放射性物質吸着材料のデータベース化を行い、

除染作業のための情報を発信した。これは社会の

ニーズに適合した成果であり、妥当性の観点から

高く評価できる。 
 
・先端超伝導材料に関する研究 
Ａ：新物質探索、物性評価、超伝導メカニズム

解明、ボルテックス制御、線材開発などでおよそ

予定通りに研究が進行した。高い Tc を持つ新規超

伝導体の発見や、Bi 系線材で臨界電流密度の飛躍

的な上昇があればＳといえる。 

【代表的な定性的根拠】 
Fe 系超伝導体である FeSe や KFe2As2 におい

て、量子振動の観測に成功し、超伝導発現機構の

解明に大きな前進をもたらしたことは、科学的･

技術的観点から高く評価できる。 
 
・高性能発電・蓄電用材料の研究開発 
Ａ：全固体電池において最終目標の 200 Wh/kg

を達成できるレベルの特性を合成の自由度の高い

材料を用いて正極、負極、電解質で得ており、高

く評価できる。燃料電池も最終目標の 150 mW/cm3 

に迫る 128 mW/cm3 を既に達成し、水素製造材料、

熱電材料も順調に進展している。最終的に電池等

デバイスに組み上げて目標性能を達成すれば S と

いえる。 

【代表的な定量的根拠】 

討を期待する。 
【主な研究成果】 
（１）次世代環境再生材料の研

究開発において、①自然光が利

用可能な光触媒の開発、②貴金

属を用いない触媒の開発、③放

射性物質吸着材料のデータベー

ス化 
（２）次世代太陽電池の研究開

発において、ペロブスカイト太

陽電池での世界最高効率の達成 
（３）エネルギー関連構造材料

の信頼性評価技術の研究開発に

おいて、①実データの 10 倍の期

間の疲労強度特性を予測する技

術を開発、②強度に及ぼすニッ

ケルの影響を定量的に示し国内

の規格基準に反映、③照射と応

力負荷による材料内部での亀裂

発生挙動を定量的に解明 
（４）低炭素化社会を実現する

耐熱・耐環境材料の開発におい

て、①既存合金を格段に上回る

耐熱性・耐酸化性合金を開発、

②独自開発のコーティング法に

より耐酸化性等に優れた被膜を

開発、③400-500 度の高温下で

100%の形状回復を示す形状記

憶合金の開発 
（５）ワイドバンドギャップ

光・電子材料の研究開発として、

①世界初のダイヤモンド機能結

晶や窒化ホウ素結晶の作製に成

功・世界中の基板研究での実用、

②世界最高の透過率をもつ磁気

光学結晶や世界最高水準の演色

性を示す LED 用蛍光体等の成

果の市場への投入 
（６）社会インフラの復旧、再

生に向けた構造材料技術の開発

において、疲労寿命が従来材の
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きた機構の総合力を

活かし、レアメタル、

レアアース等の希少

元素を可能な限り海

外に依存しないこと

を目的とした研究開

発を組織的に推進す

る。なお、レアメタ

ル、レアアース等の

国際需給情勢等によ

りニーズが変化して

いく可能性もあるた

め、中長期的視点か

ら課題設定を検討す

る。 
本領域のプロジェク

トを遂行するに当た

り、機構の創出した

成果が活用され、環

境・エネルギー・資

源等に係る多様な課

題の解決に貢献して

いくよう、企業、他

の研究機関等との連

携体制を主体的に構

築するとともに、経

営層のトップマネジ

メントにより、連携

活動の進捗を管理す

る。特に、本領域の

プロジェクトを通じ

て、つくばイノベー

ションアリーナの参

画機関・企業との連

携・協力をより一層

深める。 
加えて、本中期目標

期間中においても、

機構の分析・戦略企

画活動等を通して国

家戦略、社会的ニー

の材料技術に関する

プロジェクトを設置

し、研究開発を組織的

に実施する。なお、希

少元素の問題は決し

て今に始まったわけ

ではなく、かねてよ

り、中国、インド等の

急激な経済成長によ

り国際的な需給逼迫

が懸念されてきた。今

後も、国際情勢の変動

等により問題となる

元素種が変化してい

く可能性もある。本プ

ロジェクトは、現時点

で海外依存度の高い

元素にのみ焦点を当

てるのではなく、中長

期的視点に立って課

題設定を常に検証し

つつ実施する。 
本領域のプロジェク

トの遂行に当たって

は、機構の研究成果を

実用化する側の機関

と研究開発の初期段

階から連携すること

が重要であるため、各

プロジェクトリーダ

ーを実用化側機関と

の協力枠組みに初期

から組み込み、理事長

等が連携の進捗を直

接管理する体制で臨

む。また、プロジェク

ト進行途中において

も、社会的課題自体の

変化、課題解決に必要

な技術の進展等の外

的要因によりプロジ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・次世代太陽電池の研究開

発 

 

 

 

 

 

 

 

・元素戦略に基づく先進材

料技術の研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・エネルギー関連構造材料

の信頼性評価技術の研究

開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た。これまでに、バルキーな状態での性能

向上のために、薄膜の高速堆積法とその後

の焼鈍により高い容量密度を達成してい

る。これらは世界トップの成果である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・次世代太陽電池の研究開発 
これまでのメカニズム研究の成果を活用

し、色素増感太陽電池の発展形であるペロ

ブスカイト太陽電池のモフォロジーを制御

することにより、高い効率のセルを再現性

良く作製でき、標準サイズ（面積 1cm2）の

セルで世界最高効率 15%が AIST で公認され

た。 
 
・元素戦略に基づく先進材料技術の研究 
低合金フェールセーフ鋼について炭化物

の分散によっても強度×延性×靭性バラン

スの制御が可能である事を明らかにした

他、粒界制御や微量元素添加などにより優

れた強度×延性バランスを有するマグネシ

ウム合金、チタン合金を実現した。従来の 5

倍の熱凝集耐性を有するシリカナノフラワ

ー触媒担持体や、3 次元スポーク構造を有す

るメソポーラスシリカによる抽出反応加速

を見いだした。 

 
・エネルギー関連構造材料の信頼性評価技

術の研究開発 
新しいクリープ構成式を提案するととも

に、クリープ強度に及ぼす Ni の影響が、海

外に先駆けて経済産業省の規格改訂に反映

された。内部疲労破壊がき裂伝ぱ支配であ

ることを解明した。水素脆化感受性の評価

方法が、日本鋼構造協会の遅れ破壊評価法

ガイドラインとして制定されるとともに、

沖縄の腐食環境よりも中国の大気汚染の方

が水素侵入の促進効果が大きいことを明ら

かにした。304 鋼の SCC き裂が{111}面に沿

って進展し、照射と応力負荷の重畳環境が

き裂発生を促進するモデルを提案した。探

傷装置を用いた割れ検出技術の実機運用が

全固体二次電池用固体電解質の開発指針の原理

実証のために、エピタキシャル膜でのモデリング

を行い、粒界の影響を大幅に低減することで 7 x 

10−4 S cm−1の伝導度を示す固体電解質層の作製に

成功し、原理実証を達成した。全固体二次電池の

開発において科学的･技術的観点意義のある重要

な成果である。 

正極、負極それぞれの材料の最適化を行い、平

成２６年度末時点で、電池のエネルギー密度は190 

Wh kg-1となり、5 年間の目標である 200 Wh kg-1を

ほぼクリアした。プラグインハイブリッド自動車

のための先導的な成果である。 

 

・次世代太陽電池の研究開発 
S：次世代太陽電池のメカニズム研究により、

2011年色素増感太陽電池の最高変換効率記録を更

新した。新規次世代太陽電池であるペロブスカイ

ト太陽電池について世界最高変換効率 15%が AIST

で公認され、すでに PJ の目標を達成した。 

 

 

 

・元素戦略に基づく先進材料技術の研究 
A：鉄鋼・マグネシウム合金等の構造材料と触

媒材料について材料特性における元素機能の解明

に向けて実験と計算科学の両面から追求し、希少

元素使用量の削減への道筋を見出した。メソポー

ラスシリカを用いた希少元素高効率抽出の高速化

技術を開発したのも大きな進展といえる。 
 
 
 
 
 
・エネルギー関連構造材料の信頼性評価技術の研

究開発 
S：クリープ及び水素脆化に関する本研究の成果

が各種規格等に反映されている。さらに、材料内

部のき裂進展挙動を定量的に解明するとともに、

非破壊検出技術の実機運用が検討される等の極め

て顕著な成果を挙げており、信頼性評価技術の開

発成果がすでに社会に貢献していることは高く評

価できる。 

【代表的な定性的根拠】 
鋼材の新しいクリープ構成式を提案するととも

に、クリープ強度に及ぼす Ni の影響が、海外に先

駆けて経済産業省の規格改訂に反映された。社会

の安心・安全を向上させる成果であり、社会的･

経済的観点から顕著な成果といえる。 

10 倍になる新制震鋼を開発する

とともに名古屋地区の高層ビル

に実装 
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ズ等を柔軟に取り込

みつつ、必要に応じ

てプロジェクトを見

直す。 

ェクトの見直しが必

要になる可能性があ

る。従って、担当研究

者による対応はもち

ろんのこと、3.6 に述

べる分析・戦略企画活

動において関連動向

を把握し、研究現場へ

の情報提供を行う。 
さらに、本領域のプロ

ジェクトリーダーは、

つくばイノベーショ

ンアリーナの参画機

関等と連携・協力し、

実用化のためのニー

ズを随時反映させる

形で研究計画の修正

を行いながらプロジ

ェクトを進める。 
具体的なプロジェク

トとしては、  
・次世代環境再生材料

の研究開発  
・先端超伝導材料に関

する研究  
・高性能発電・蓄電用

材料の研究開発  
・次世代太陽電池の研

究開発  
・元素戦略に基づく先

進材料技術の研究  
・エネルギー関連構造

材料の信頼性評価技

術の研究開発  
・低炭素化社会を実現

する耐熱・耐環境材料

の開発  
・軽量・高信頼性ハイ

ブリッド材料の研究

開発  
・ワイドバンドギャッ

 

・低炭素化社会を実現する

耐熱・耐環境材料の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・軽量・高信頼性ハイブリ

ッド材料の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ワイドバンドギャップ

光・電子材料の研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・省エネ磁性材料の研究開

発 

JAXA にて検討されている。 

・低炭素化社会を実現する耐熱・耐環境材

料の開発 
(1) 高圧型ウォームスプレーやコンビナト

リアルスパッタといった NIMS 独自開発の

コーティングプロセスによって、耐酸化 TiAl

合金皮膜や高温トライボロジー特性に優れ

た ZnO 及び BN 皮膜を開発した。 

(2) 高温形状記憶合金として 400-1000℃の

範囲で変態する合金を見出し、その中で

400-500℃の範囲で 100%の回復を示す合金

を開発した。 

(3) チタンの高温酸化において酸化皮膜と

αケースの厚さを予測するためのモデル開

発を行い、皮膜と酸素固溶深さの予測等が

可能となった。 
 
・軽量・高信頼性ハイブリッド材料の研究

開発 
構造用軽量ハイブリッド材料を開発する

際に重要な接着接合技術ならびに、この技

術を使いこなすために必要な計測評価技術

等に関する「ツール」開発を行った。個別

の技術課題に対応するツール開発により、

研究開発時間の短縮やノウハウに依存しな

い技術開発を可能にするために役立てるこ

とができる。同時に、開発した計測評価技

術では従来の手法ではえることのできなか

った新たな情報を提供でき、信頼性のある

接着接合技術の実現に役立つ。 
 
・ワイドバンドギャップ光・電子材料の研

究開発 
世界初となるダイヤモンド量子素子機能

結晶の成長や世界中のグラフェン研究に供

されている窒化ホウ素結晶の作製など、も

のつくりの立場からの国際的な基板研究へ

の貢献や、世界最高の透過率を誇る磁気光

学結晶や世界トップレベルの演色性を実現

する LED 用蛍光体など、企業との連携によ

って、多くの成果物が市場に投入された。 
 
 
 
 
 
 
・省エネ磁性材料の研究開発 

FePt-C系熱アシスト磁気記録媒体のナノ

 
・低炭素化社会を実現する耐熱・耐環境材料の開

発 
S：既存合金に対して 100K の耐熱性向上という

挑戦的な数値目標を設定し、チタン合金と二種類

の耐熱綱について目標値を達成しつつある。これ

らは耐酸化性についても既存合金を格段に上回

る。高温形状記憶合金、耐酸化コーティング、高

温トライボロジー膜についても極めて有望な成果

を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

・軽量・高信頼性ハイブリッド材料の研究開発 
S：ハイブリッド材料開発に必要不可欠な異種材

料界面技術の構築及び技術の汎用化に役立つツー

ル開発を通して、基礎基盤技術から応用技術まで

の研究開発を行った。従来技術では不可能であっ

た計測評価技術までを含めた、界面というキーワ

ードに特化した社会的に役立つツールを提供する

技術開発である。 

 

 

 

 

 

 

・ワイドバンドギャップ光・電子材料の研究開発 
S：開発した成果物が社会実装されるに至ったこ

とは、プロジェクトの成果として特筆されるべき

モノである。また、NIMS 発のダイヤモンドや窒化

ホウ素が世界中の基板研究において最高のサンプ

ルとして重用されていることも、グローバルな材

料研究プロジェクトとして高い評価に値する。 
【代表的な定性的根拠】 
世界初となる、ダイヤモンド中の Si-V センター

を使った単一光子発光を実現し、室温で動作する

量子暗号素子に向けた第一歩を進めた。国際的観

点および科学的･技術的観点から特に顕著な成果

であると認識できる。 
 
 
 
・省エネ磁性材料の研究開発 
Ｓ：各研究項目は産業界の意見を反映しながら
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プ光・電子材料の研究

開発  
・省エネ磁性材料の研

究開発  
・社会インフラの復

旧、再生に向けた構造

材料技術の開発  
等に取り組む。  
これらのプロジェク

トにより、2015 年度

までに特に以下の技

術目標を達成する。  
・燃料電池について、

電極用 Pt 触媒の CO
による劣化問題を根

本的に解決できる

150℃で使用可能な

ハイブリッド電解質

膜を開発し、現状の家

庭用燃料電池並みの

出力 150mW/cm2 を

実現する。  
・蓄電池について、安

全性の高い全固体電

解質を用い、高性能プ

ラグインハイブリッ

ド自動車のために十

分なエネルギー密度

である 200Wh/kg を

実現する正極材料を

開発する。  
・超伝導送電につい

て、Bi 系超伝導線材

の臨界電流性能を実

用 化 レ ベ ル の

400A/mm2（77K）ま

で引き上げる。  
・高強度耐熱材料につ

いて、タービンの圧縮

機など中温域（500～
900℃）で用いられる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社会インフラの復旧、再

生に向けた構造材料技術

の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画における

2015 年度までに特に達成

すべき以下の技術目標の

進捗状況は適切か。 

（科学的･技術的観点，社会

的･経済的観点，国際的観

点，時間的観点，妥当性

の観点，科学技術イノベ

ーション創出・課題解決

のためのシステムの推進

の観点） 

 

①燃料電池について、電

極用Ｐｔ触媒の CO に

よる劣化問題を根本的

構造最適化において先導的な基礎研究を推

進し、次世代 HDD に搭載される可能性が高

い。NIMS 開発の Co2FeGa0.5Ge0.5ホイスラー

合金 CPP-GMR 素子で、世界最高の磁気抵

抗出力を毎年更新、現在室温 2１.5 mΩμ

m2(MR 比 60%)を達成、低温 MR 比が ２０

０％を超えるという驚くべき数値を発表。

MgAlO という新しいトンネルバリアーの磁

気抵抗接合素子の開発、垂直磁化を有する

Fe 系強磁性トンネル接合を創製し、世界最

高の界面垂直磁気異方性（1.4MJ/m3）と実

用レベルの TMR 比（95%）を実現。極薄積

層膜 Ta|CoFeB|MgO において、2×107 A/cm2

でのスピン注入磁化反転を実証。膨張拘束

Nd-Cu 拡散処理法を熱間加工 Nd-Fe-B 磁石

に適用、4%Dy 含有焼結磁石相当以上の特性

を持つ Dy フリーNd-Fe-B 磁石を開発、また

NdFe12N という Nd2Fe14B を超える磁石化合

物の合成に成功。 
 
・社会インフラの復旧、再生に向けた構造

材料技術の開発 
疲労寿命が従来材の約 10倍の新制震鋼を

開発した。その新制震鋼を用いて、16 基の

せん断パネル型制振ダンパーを製造し（淡

路マテリア株式会社による）、実構造物への

適用を達成した。適用対象は、名古屋駅前

に建設中の超高層ビルＪＰタワー名古屋

（株式会社竹中工務店施工、平成 27 年 11

月竣工予定）である。さらに適用拡大のた

めの広幅材の製造に目途をつけた。 
 
 
 
２．中長期計画における技術目標の進捗状

況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①高温型燃料電池用ポリマー電解質膜であ

る Nafion-azole-H3PO4 複合電解質膜と電

極の界面抵抗を低減することに成功し、

進めており、磁性材料を実用化する上で必要とさ

れている基礎的な知見を産業界に提供しつつあ

る。特に熱アシスト磁気記録媒体、次世代再生ヘ

ッド、STT-MRAM を実現するために必要な基礎的

な素子の新材料を用いた実験検証など、産業界で

はリスクが高すぎる萌芽的段階の基礎研究で重要

な成果を挙げたことは評価できる。また新規磁石

材料の開発でも、元素戦略材料拠点と連携しつつ

世界最高水準の成果をあげ、NIMS に磁石材料研究

の世界的な評価を確立した。 

【代表的な定性的根拠】 

Re-RAM の動作機構として、遊離酸素の存在を

含めた動作モデルの構築を達成したことは、科学

的意義が大きく科学的･技術的観点から高く評価

される。 

 

 

 

 

 

・社会インフラの復旧、再生に向けた構造材料技

術の開発 
S：補修・補強用溶接材料、高力ボルト、耐候

性鋼、制震ダンパー鋼のいずれも目標を達成し

た。特に制震ダンパー鋼については、せん断パネ

ル型制振ダンパーの芯材として、実構造物への適

用を達成し、産業・経済活動の活性化・高度化に

寄与した。 
【代表的な定量的根拠】 

疲労寿命が従来材の約 10 倍の新制震鋼を開発

した。この材料は、名古屋 JP タワーに実装され

ており、社会的・経済的観点から見て特に顕著な

成果をあげたと評価できる。 

 

２．各技術目標において、当初の目標以上に顕著

な成果が得られており、技術目標の進捗状況は適

切であると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①界面抵抗を低減化することで、４年度目の目標

を超える出力を達成している。ここまでも順調

に目標をクリアしており、最終目標の 150 
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チタン合金や耐熱鋼

に着目し、従来材料と

は異なる組織や強化

法を導入して耐熱性

を 100K 以上向上さ

せる。 ・太陽光発電

について、業務用電力

料金並みの発電コス

ト（14 円 /kWh）の

2020 年までの実現に

向けて、変換効率を飛

躍的に向上させる革

新的材料とデバイス

技術を開発する 。  
・建築構造物の重量低

減効果、耐震性等を大

きく向上させる構造

部材について、安価な

金属元素を用いて寿

命を 2 倍にする。  
・多数の部材の接合を

必要とする橋梁等の

構造物において、靭性

を確保しつつ、補修工

期の半減を可能とす

る溶接接合技術を開

発する。 

に解決できる 150℃で

使用可能なハイブリッ

ド電解質膜を開発し、

現状の家庭用燃料電池

並みの出力 150ｍW/cm 

2を実現する。 

 

 

②蓄電池について、安全

性の高い全固体電解質

を用い、高性能プラグ

インハイブリッド自動

車のために十分なエネ

ル ギ ー 密 度 で あ る

200Wh/kg を実現する

正極材料を開発する。 

 

 

 

③超伝導送電について、

Bi 系超伝導線材の臨界

電流性能を実用化レベ

ルの 400A/mm2（77K）

まで引き上げる。 

 

 

 

 

 

 

 

④高強度耐熱材料につい

て、タービンの圧縮機

な ど 中 温 域 （ 500 ～

900℃）で用いられるチ

タン合金や耐熱鋼に着

目し、従来材料とは異

なる組織や強化法を導

入して耐熱性を 100K

以上向上させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無 加湿・ 温度  150 ℃で 年度目 標の

120mW/cm2 を 超 え る 出 力 密 度 128 

mW/cm2を達成した。これは 150℃として

は世界トップレベルの値である。 
 
 
 
 
②正極材料の性能実証を薄膜電池の形態で

行った。安定性の高い酸化物（Li3PO4）を

固体電解質として用いたことで、105 Ah 

kg−1の容量が確認され、この特性から a-Si

と組み合わせた際のエネルギー密度を算

出して、活物質重量当たりで 380 Wh kg−1

を達成した。電池内の活物質量を 50%と低

く見積もっても電池のエネルギー密度は

190 Wh kg-1 となり、5 年間の目標である

200 Wh kg-1をほぼクリアしている。 

 
③Bi 系超伝導線材の高性能化のため、薄膜

作製プロセスの高度化を進め、臨界温度

として 106.9K、臨界電流密度（77K）とし

て線材内の超伝導体よりも一桁以上高い 

106 A/cm2 が得られた。この知見を反映

したプロセスで線材を作製した。これに

並行して長尺線材製造技術の高度化に協

力した。 
 
 
 
 
④(1) クリープ破断寿命が 650℃、137MPa

で 1,000 時間（ジェットエンジン用）に達

するチタン合金を開発した。 

(2) フェライト耐熱鋼として 700℃、10 万

時間クリープ強度（発電プラント用）が

約 50MPa で既存鋼の約２倍、同じ応力レ

ベルでは寿命 100 倍を達成し、パイプ製

造性まで確認した。 

(3) オーステナイト鋼として 750℃、10

万時間クリープ強度（発電プラント用）

が約 100MPa の新合金を開発した。既存鉄

基合金に比して、70℃以上の耐熱温度向

上、同性能のニッケル基合金に比して４

０%以上のコストダウンを実現した。 

 
 
 
 

mW/cm2 を達成できる見込みであり、大いに進

展していると評価できる。 
【代表的な定量的根拠】 

無加湿・温度 150℃で年度目標の 120mW/cm2

を超える出力密度 128 mW/cm2 を達成した。これ

は、燃料電池の将来ニーズに向けた先導的な成果

といえる。 

 

②開発してきた正極材料と、負極として a-Si と組

み合わせた際のエネルギー密度を算出すると活

物質重量当たりで 380 Wh kg−1 を達成してお

り、5 年間の最終目標である 200 Wh kg-1は、

ほぼクリアできると見込まれ、大いに進展して

いると評価できる。 

 

 

 

 

 

③基礎的研究によって臨界電流密度の飛躍的特性

向上の芽を見出しているが、長尺線材での実証

へ向けての今後の進展が必要である。長尺線材

製造安定化への協力で、他機関の実証プロジェ

クトを通じたケーブル開発の進展に貢献した。 
【代表的な定量的根拠】 

原理実証のために作製した薄膜超伝導材料にお

いて、臨界温度として 106.9K、臨界電流密度（77K）

として線材の超伝導体よりも一桁以上高い 106 

A/cm2 が得られた。科学的・技術的観点から特に

顕著な成果といえる。 

 

④既存合金に対して 100K の耐熱性向上という挑

戦的な数値目標を設定し、チタン合金と二種類

の耐熱綱について目標値を達成しつつある。こ

れらは耐酸化性についても既存合金を格段に

上回り、顕著な成果といえる。総体的に学会等

での認知度も上がり、企業との共同研究も進捗

しつつある。新設された構造材料研究拠点でこ

れらの成果と計算材料科学を融合させて、さら

に材料科学的な深化と実用化促進へと展開し

ていく。 

【代表的な定量的根拠】 

フェライト耐熱鋼として 700℃、10 万時間クリ

ープ強度（発電プラント用）が約 50MPa で既存鋼

の約２倍、同じ応力レベルでは寿命 100 倍を達成

し、パイプ製造性まで確認した。社会インフラの

安全性を高め，エネルギー効率を高めることにな

り，社会的･経済的観点から特に顕著な成果といえ

る。 
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⑤太陽光発電について、

業務用電力料金並みの

発 電 コ ス ト （ 14 円

/kWh）の 2020 年までの

実現に向けて、変換効

率を飛躍的に向上させ

る革新的材料とデバイ

ス技術を開発する。 

 

⑥建築構造物の重量低減

効果、耐震性等を大き

く向上させる構造部材

について、安価な金属

元素を用いて寿命を 2

倍にする。 

 

 

 

 

 

⑦多数の部材の接合を必

要とする橋梁等の構造

物において、靱性を確

保しつつ、補修工期の

半減を可能とする溶接

接合技術を開発する。 

 

 

 

 

３．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 

該当なし 

 

 
⑤ペロブスカイト太陽電池の安定性を向

上させるため、高ホール移動度を有する新

規ホール輸送材料を開発した。従来の材料

より太陽電池の安定性を 4倍以上改善した。

量子ドット太陽電池において、２段階光吸

収による光電流生成を実証するとともに、

ドット内のキャリアの挙動やその密度変化

を明らかにした。 
 
⑥疲労寿命が従来材の約 10倍の新制震鋼を

開発した。その新制震鋼を用いて、16 基

のせん断パネル型制振ダンパーを製造し

（淡路マテリア株式会社による）、実構造

物への適用を達成した。適用対象は、名

古屋駅前に建設中の超高層ビルＪＰタワ

ー名古屋（株式会社竹中工務店施工、平

成 27 年 11 月竣工予定）である。さらに

適用拡大のための広幅材の製造に目途を

つけた。 
 
⑦従来の補修溶接よりも高能率溶接施工に

より工期の短縮化を図るために、補修・補

強溶接が困難な橋梁などの強拘束環境で、

全姿勢対応可能なクリーン MIG 溶接技術

により残留応力を低減した補修溶接が可

能であることを実証した。さらに、溶接が

困難であった新制震ダンパー鋼材につい

て、溶接ワイヤを開発し溶接施工試験によ

りダンパー試作の可能性を示した。 
 

 

 

⑤新規高性能ホール輸送材料の開発により、太陽

電池の効率のみならず、安定性を 4 倍以上改善

したことは顕著な進展である。量子ドットの原

理解明と実証も顕著な成果をあげている。これ

らの成果は PJ の目標に合致したものえあり、

大いに進捗していると評価できる。 

 

 

 

⑥新制震鋼の大型部品化の課題を克服し、せん断

パネル型制振ダンパーの芯材として、実構造物

への適用を達成した。さらに適用拡大のための

広幅材の製造にまで目途をつけた。安価な金属

元素のみの用いた疲労寿命従来比 10 倍の新合

金で、建築構造物の耐震性向上に貢献した。進

捗状況は当初計画以上である。 
 

 

 

 

⑦補修・補強溶接が困難な橋梁などの強拘束環境

で、全姿勢対応可能なクリーン MIG 溶接技術に

より残留応力を低減した補修溶接を実証した。

加えて新制震ダンパー鋼材について溶接ワイヤ

の開発を達成した。進捗状況は当初計画以上で

ある。 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．２ シーズ育成研究の推進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略的重点化 

施策目標９－４ ナノテクノロジー・材料分野の研究開発の重点的

推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ④ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

論文（件） ― 254 223 242 265   予算額（百万円） ― ― ― ―  
論文 
（件/人） 

1 2.75 2.56 2.50 2.30   決算額（百万円） 
725 12,905 

の内数 
12,732 

の内数 
12,683 

の内数 
 

口頭発表 ― 590 592 595 669   経常費用（百万円） ― ― ― ―  
        経常利益（百万円） ― ― ― ―  
        行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 12 12 10 10  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 社会的課題解決を起

点としてプロジェク

トを推進するのみで

は、課題の設定時に

把握可能な技術への

重点化に偏り、革新

的技術の中長期的な

育成が弱体化する懸

念がある。本中期目

標期間中において、

社会的ニーズの変化

を受け、国家戦略の

方向性が変わる可能

性もある。そのよう

な状況変化に柔軟に

対応していくため、

本中期目標期間中

に、国家戦略に基づ

く社会的ニーズが変

動する、もしくは新

たに発生する可能性

がある。これに柔軟

に対応するため、機

構の技術基盤を不断

に多様化する必要が

ある。 
1.1.1、1.1.2 で述べた

プロジェクトについ

ては、その進捗に伴

い予想外の展開があ

り得る。かかる展開

を技術基盤の多様化

１．着実かつ効率的な運営

により、各研究テーマに

おいて、顕著な成果が得

られたか。 
（科学的･技術的観点、社会

的･経済的観点、国際的観

点、時間的観点、妥当性の

観点、科学技術イノベーシ

ョン創出・課題解決のため

のシステムの推進の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．第３期中長期目標期間においては、材

料研究のフロンティアを開拓する需要な

シーズとなり得る先導的で挑戦的な研究

として、研究ユニット・グループ体制下

で、グループを研究単位とするシーズ育

成型研究を 601 課題、ユニット横断的な

研究体制によるインターユニットシーズ

育成研究を 30 課題実施した。制度運営に

あっては、「理論と実験を両輪とする」な

どの理事長のトップマネジメントによる

戦略的な課題設定を行い、また、公開ヒ

アリングに基づく追加予算配分や成果報

告会の実施など、効果的なフォローアッ

プを実施した。本シーズ育成研究では、

高プロトン伝導材料の開発、極微小・高

性能ナノファイバー光学素子の創製、新

元素構成酸化膜トランジスタの創製、超

小型・超高感度バイオセンサ、高い円偏

光発光異方性を持つ新規螺旋分子の合成

１．シーズ育成研究では、新たに高い円偏光発光

異方性を持つ新規螺旋分子の合成、植物細胞の中

でのセシウムの分布状態の可視化に成功などの顕

著な成果が得られた。また、成果報告会等により

フォローアップが行われ、結実している。さらに、

グループ単位、ユニット横断的な研究体制とする

ことで、プロジェクト化へ向けたフィジビリテ

ィ・スタディの要素を取り入れるなど工夫が見ら

れることは評価できる。 
シーズ育成研究制度を整備・拡充し、追加予算

配分等のフォローアップを適切に実行することに

より、目覚ましい研究成果が得られ、また、成果

としての学術論文においても明らかな質の向上が

得られたことは高く評価できる。 
【定性的根拠】 

金属強誘電体の発見、低温大気圧での有機／無

機ハイブリッド接合、アルミニウム表面反応の動

的過程の解明、超小型・超高感度バイオセンサ、

高い円偏光発光異方性を持つ新規螺旋分子の合

評定 Ａ 評定  
高度かつ先進的なハイリスク研

究の推進により、新元素による

トランジスタの創製及び次世代

省エネ型ディスプレイ実現に向

けた企業との共同研究の実施、

植物細胞中でのセシウムの分布

状態の可視化など、次の重点領

域テーマの創出も視野に入れた

多くの顕著な成果が得られてお

り、ボトムアップ研究の推進に

よって機構内の技術基盤の多様

化が図られ、研究者のモチベー

ション向上にも大きな効果が上

がっている。また、論文数が目

標値を大きく超えるとともに

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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戦略性を持ってシー

ズ育成研究を推進す

る。 
研究を進めるに当た

っては、短期的な成

果を求めることはせ

ず、長期的な展望に

立ち、将来のプロジ

ェクト化をはじめ、

シーズの発展の可能

性を評価する。また、

シーズ育成研究に取

り組む研究者間の情

報交換を進め、異分

野融合を進めるとと

もに、育成されたシ

ーズの発展を促進す

る制度の構築・運用

を行う。 
 

の貴重な機会ととら

えて、プロジェクト

化の可否を検討す

る。具体的にはプロ

ジ  ェクトを実施す

る過程において得ら

れた、新たな現象の

発見、当初想定して

いなかった用途の可

能性、他分野との融

合の見込み、社会が

未だ認識していない

潜在的ニーズなどを

基に研究課題を戦略

的に設定し、プロジ

ェクト化に向けたフ

ィジビリティ・スタ

ディを行う。 
また、将来のプロジ

ェクトの重要なシー

ズとなり得る先導的

で挑戦的な研究を積

極的に行う。 
これらの研究活動に

おける研究テーマの

選定に当たっては、

機構内公募なども活

用し、理事長のトッ

プマネジメントによ

るスクリーニングを

経た上で決定する。

研究の遂行に必要な

場合には、機構の研

究者を分野横断的に

結集した研究体制を

構築する。 
シーズ育成研究によ

る研究成果の誌上発

表件数は、国際的に

評価の高い学術雑誌

に積極的に投稿・発

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．中長期計画における以

下の目標の進捗状況は適

切か。 
（科学的･技術的観点、社会

的･経済的観点、国際的観

点、時間的観点、妥当性

の観点、科学技術イノベ

ーション創出・課題解決

のためのシステムの推進

の観点） 
 
 
 
 
 
 
 ①シーズ育成研究による

研究成果の誌上発表件数

は、国際的に評価の高い

学術雑誌に積極的に投

稿・発表するなど、論文

の質の向上に努めつつ毎

年平均で１件／人程度を

維持する。 
 
 
 
 
 
３．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
（ハイリスク研究、学際・

融合領域・領域間連携研究

等推進の観点） 
 

等の顕著な成果が得られた。さらにこれ

らの成果は、「新元素構成酸化膜トランジ

スタ」が大型基板に展開され、次世代デ

ィスプレイ実現に向けて企業との共同研

究に発展した例のように順調に結実して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画における目標の進捗状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①第３期中長期計画期間における研究成果

の誌上（CHEMICAL REVIEWS、NATURE 
CHEMISTRY 等）発表件数は、2.52 件／人

と目標を大きく上回る見込みである。また、

シーズ育成研究に関わる論文の平均ＩＦ値

は平成 23 年度の 3.06 から 4.75(H26 実績

値)と大きく増加しており、研究の質の向上

が明らかとなった。 
 
 
 
 
 
 ３．本シーズ育成研究の実施にあっては新

分野開拓を目指すようなリスクを伴う先導

的で挑戦的な材料研究課題を、インターユ

ニットシーズ育成研究にあってはこれに加

えて複数の領域間連携に基づく研究課題

を、それぞれ採択することとし、これらを

募集時に条件化した。また、インターユニ

成、植物細胞の中でのセシウムの分布状態の可視

化などの顕著な成果が絶え間なく得られたことは

高く評価できる。 
過去に得られた成果についても、新元素構成酸

化膜トランジスタ創製に関する研究成果が次世代

ディスプレイ実現に向けて企業との共同研究に、

また、ナノファイバーフォトニクスに関する研究

成果が有機ナノファイバーを用いた新しいオプト

エレクトロニクス素子の研究に発展・展開した例

のように、適切なフォローアップによって、さら

なるシーズの発展及び展開が得られたことは高く

評価できる。 
 
２．シーズ育成研究制度の着実な実施によって絶

え間ないシーズ創出に取り組み、目覚ましい研究

成果が得られ、また、成果としての学術論文にお

いても中長期計画値を大きく超えているので目標

を上回る速度で進捗したと評価できる。  
【定量的根拠】 

中長期目標期間を通して一定の課題数（120～
130 課題程度）を維持し、シーズ育成研究制度を

安定的に遂行し、更なるシーズの探索と育成に努

めたことは高く評価できる。 
シーズ育成研究、インターユニットシーズ育成

研究ともに進捗状況の審査のうえ、追加予算を配

分する等により更なる加速を狙ったことは、適切

なフォローアップを実施したものとして高く評価

できる。 
 
①シーズ育成研究による研究成果の誌上発表件数

は 2.52 件／人と中長期計画における数値目標

を大きく上回りつつ、論文の平均 IF 値が年々向

上しており、顕著な成果が得られていると評価

できる。 
【定量的根拠】 

制度の地道な推進と適切なフォローアップによ

り、学術論文数の目標値（毎年平均で１件／人程

度）を大きく超え（期間中見込み 2.53 件／人）、

論文の平均 IF 値も初年度 3.06 から毎年度向上を

続けており、高い水準をマークしている（H26 年

度 4.75）ことは明瞭な成果として高く評価できる。 
 

３．シーズ育成研究制度の実施に際して、リスク

を伴う挑戦的な研究、又は領域間連携研究を支援

する制度であることを明示し、研究者のハイリス

ク研究を促進したことは評価できる。加えて、継

続中の課題にあっても適宜フォローアップを行

い、必要な措置を講じたことは評価できる。 

（目標の 2.5 倍程度に達する見

込み）、次期中長期計画における

プロジェクト研究の検討課題の

37%がシーズ育成研究の成果を

核にしたものとなる見込みであ

るなど、定量的にも顕著な成果

が見られる。 
更なる成果創出に向けて、多様

なテーマを活性化するためのマ

ネジメント、目標設定の見直し

（高度化）、機構外の技術を取り

込む仕組みの検討等を期待す

る。 
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表するなど、論文の

質の向上に努めつつ

毎年平均で１件／人

程度を維持する。 

ットシーズ育成研究の一部の課題において

は中間報告書を踏まえた公開型発表会又は

インタビューを実施し、新たな所内連携研

究者のあっせん、追加予算の配分等を行い、

その加速に努めた。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．１．３ 公募型研究への提案・応募等 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第一号 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を行うこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑤ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

        予算額（百万円） ― ― ― ―  
        決算額（百万円） 14,431 

の内数 
12，905 

の内数 
12，732 

の内数 
12,683 

の内数 
 

        経常費用（百万円） ― ― ― ―  
        経常利益（百万円） ― ― ― ―  
        行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 36 45 38 40  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 なお、機構は、公募

型研究資金制度等に

積極的に提案・応募

していくことによ

り、その技術シーズ、

研究ポテンシャルを

活用して、社会的ニ

ーズへの的確な対

応、成果の更なる発

展、応用研究への橋

渡しなどを進める。

また、民間企業から

の研究資金等を積極

的に導入する。 

機構は、外部機関か

らの要請に的確に応

えるとともに、自ら

の研究活動に対する

社会的認知度の向

上、研究現場におけ

る競争意識の高揚な

どにつなげていくた

め、機構における技

術シーズ、研究ポテ

ンシャルを基盤に、

公募型研究資金制度

等に積極的に提案・

応募していくことに

より、成果の更なる

発展、応用研究への

１．着実かつ効率的な運営

により、成果の更なる発展、

応用研究への橋渡しなどに

おいて、顕著な成果が得ら

れたか。 

（科学的･技術的観点、社会

的･経済的観点、国際的観

点、時間的観点、妥当性の

観点、科学技術イノベーシ

ョン創出・課題解決のため

のシステムの推進の観点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．公募説明会及びインターネット等を活用し

た公募情報の収集を基本に、構内ＨＰ等を活用

した効果的な情報発信・提供等により新規制度

等への積極的な申請を行った。 

その結果、各種公募型研究制度に対して、新

規研究課題の提案を積極的に行い、基盤技術の

確立だけでなく実用化へ向けた取組を推進し、

今期は、公募型研究、受託研究等の研究資金等

の合計 1812 課題（総額 27,963 百万円。H26 年

度現在）を獲得した。具体的には、平成 24 年度

に、文部科学省の研究開発推進費において全国

的なナノテクノロジーの研究基盤を構築するこ

とを目的とする「ナノテクプラットフォーム」

及びレアアース等に代表される希少金属の代替

技術を開発することを目的とする「元素戦略拠

点」が採択され、平成 25 年度には、既存の概念

を打破し、これまでにない革新的なイノベーシ

ョンを創出するイノベーションプラットフォー

ムを我が国に整備することを目的とする「革新

的イノベーション創出プログラム（ COI 

STREAM）」において、COI 拠点「革新材料による

次世代インフラシステムの構築～安全・安心で

地球と共存できる数世紀社会の実現～」のサテ

１．公募型競争的外部資金の効果的な情報収

集等、着実かつ効率的な運営を行うとともに、 

効果的な情報発信・提供等により新規制度等

への積極的な申請を行い、前期の公募型研究

を上回る 27,963 百万円（前期 24,230 百万円。

H26 年度現在）獲得したことは顕著な成果であ

ると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ａ 評定  
機構にとって重要な位置づけを

持つ公募型競争的外部資金につ

いての効果的な情報収集、提

案・応募、民間企業等からの研

究資金獲得のための連携促進方

策等の諸取組の結果、戦略的イ

ノベーション創造プログラム

（ＳＩＰ）への 11 課題の課題採

択を含め、中長期目標期間を通

じて当初の目標を大きく上回る

外部資金を獲得している（獲得

した外部資金の総額が、目標期

間を１年残した状態で、既に 2
割以上上回っている）。 
更なる成果創出に向けて、展開

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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橋渡しなどを進め

る。 

特に、国内外の優れ

た研究者を結集させ

るための場を形成

し、運営するような

事業については、そ

れを実施することが

我が国全体の物質・

材料科学技術の水準

の向上につながると

の認識の下、理事長

等が主導して、担当

研究者、研究内容等

を組織的に提案して

申請する。 

イノベーション創出

に向けて実用化側機

関等との連携を一層

強化するため、民間

企業からの研究資金

等を積極的に導入

し、本中期目標期間

中の総額について、

前期の総額（平成 21

年度補正予算による

収入を除く）と同程

度を維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画における以

下の目標の進捗状況は適

切か。 

 

①イノベーション創出に向

けて実用化側機関等との連

携を一層強化するため、民

間企業からの研究資金等を

積極的に導入し、本中長期

目標期間中の総額につい

て、前期の総額（平成 21 年

度補正予算による収入を除

く）と同程度を維持する。 

（科学的･技術的観点、社会

的･経済的観点、国際的観

点、時間的観点、妥当性

の観点、科学技術イノベ

ーション創出・課題解決

のためのシステムの推進

の観点） 

 

３．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 

（長としての資質の観点） 

ライト拠点（COI-S）「革新材料／構造信頼性評

価－適用化技術開発拠点」および COI 拠点「世

界の豊かな生活環境と地球規模の持続可能性に

貢献するアクア・イノベーション拠点」の参画

機関として採択された。さらに、平成 26 年度に

は、内閣府が主導する府省の枠や旧来の分野の

枠を超えたマネジメントに主導的な役割を果た

すことを通じ、科学技術イノベーションを実現

するために平成 26 年度に新たに創設した「戦略

的イノベーション創造プログラム（SIP）」にお

いて、「インフラ維持管理・更新・マネジメント

技術」分野 1 課題、「革新的構造材料」9 課題、

「次世代パワーエレクトロニクス」分野 1 課題

の計 11 課題が採択された。 

 

中長期計画における目標の進捗状況 

 

 

 

①機構の技術シーズを産業界で発展させること

を目的として、NIMS 研究者紹介冊子等を活用し

て連携促進を図り、機構の経営陣も関与する組

織的大型連携を拡大した。民間企業等からの研

究資金（資金受領型共同研究費等）を積極的に

受け入れ、4,302 百万円（前期 3,616 百万円）

を獲得し、公募型研究と合わせた外部資金全体

として、今期は、2,798 課題、31,819 百万円獲

得した。これは、本中長期計画期間中の目標総

額 26,418 百万円を大きく超える額であった

（H26 年度現在）。  

 

 

 

 

 

理事長の指示の下、外部資金制度に関する公

募情報の収集や科研費への提案推奨を行うこと

により、第２期中期計画の獲得総額を４年目で

超え、引き続き、更なる外部資金獲得に向け、

情報収集や機構内ホームページを活用した情報

展開を行い、新規新規研究課題提案を進めてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．以下の目標において、着実に成果が得ら

れており、目標の進捗状況は適切であると

評価できる。 

 

①民間企業からの研究資金等や公募型研究に

おける獲得額が昨年度を大きく上回ってお

り、外部資金全体として、本中期目標期間

中の目標を達成する額を獲得していること

から、更なる獲得を目指しており、目標を

上回る速度で進捗している顕著な成果であ

ると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理事長のリーダーシップの下、制度に沿っ

た担当研究者を組織し、研究課題を組織的

に提案し、「元素戦略拠点」や「革新的イ

ノ ベ ー シ ョ ン 創 出 プ ロ グ ラ ム （ COI 

STREAM）」、「戦略的イノベーション創造

プログラム（SIP）」等の多くの競争的資金

や民間企業から研究資金を積極的に導入し

たことは評価できる。 

の方向性を明確化し、より戦略

的に公募型研究に参画すること

を期待する。 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．１．① 広報・アウトリーチ活動の推進 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進するこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑥ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

視察・見学

者数 
― 2,087 3,916 3,969 4,878   予算額（百万円） ― ― ― ―  

        決算額（百万円） 4,577 
の内数 

4,590 
の内数 

4,673 
の内数 

4,054 
の内数 

 

        経常費用（百万円） ― ― ― ―  
        経常利益（百万円） ― ― ― ―  
        行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 9 10 9 9  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構が物質・材料研

究を推進するに当た

り、国民の理解、支

持及び信頼を獲得し

ていくことがますま

す重要となってい

る。そのため、広報

関連施策の効果的・

効率的な推進を目指

し、機構の広報に係

る基本方針を策定す

る。また、機構の活

動や研究成果等が幅

広く理解されるよ

う、機構の組織的な

機構の広報に係る基

本方針を策定し、広

報関連施策を効果

的・効率的に推進す

る。具体的には、マ

スメディアなどに対

する情報発信力を強

化しつつ、広報誌、

プレス発表等を通じ

て機構の活動を積極

的に広報することに

より、研究成果等を

普及させる。 
機構の活動や研究成

果等が広く国民から

１．機構の広報に係る基本

方針を策定し、広報関連施

策を効果的・効率的に推進

したか。 

（アウトリーチ・理解増進

の観点、科学技術イノベー

ション創出・課題解決のた

めのシステムの推進の観

点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．第３期中長期計画期間では、広報ター

ゲットの中心を 2 つに定め、活動を強化し

た。1 つは最新の研究成果と日本にとっての

材料研究の重要性を一般国民へ発信するこ

と。もう一つは、人生の選択時期にある若

年層へ材料研究の魅力を強くアピールし、

次世代の材料研究者の増加に寄与すること

である。 

この２つを効果的に、しかも、物理化学の

専門知識を必要とせずに遂行するため、

NHK から科学番組ディレクターを採用し、

その指揮下で「広報ビジュアル化戦略」を

打ち出した。訴求力のある高品位な映像を

巧みに利用する新たな手法で、具体的には

以下の複数の柱からなる。 

 

【科学映像】材料科学の驚き、発見を 3 分間

で伝える独自の科学映像を 68 本自主制作、

YouTube 上で展開した。想定以上の訴求力

１．ターゲットを明確にし、それを強力に遂行するための

人材登用も含めた広報施策が非常に優れた効果を発揮し

たのが第３期中長期計画期間であったといえる。 

 最大の成果は、地味で難解なため、効果的な広報を見

い出しづらかった材料分野で、訴求力のある手法を開発

し、当初想定した以上の成果を挙げていることは特に顕著

な成果であると評価できると考える。 

 

YouTube 上で展開し始めた科学映像シリーズは、主要

な研究機関より 4 年遅れて始めたにも関わらず、国民から

の急速な支持を集め、主要な研究機関の中で第 2 位の登録

者数を誇るまでに急成長した。さらに、その内訳を見ると、

女性や小中高生の割合が高く、「ビジュアル化戦略」によ

り、従来は機構との接点がなかった新たな層への訴求に成

功したことを示している。また、映像シリーズの１つは第

55 回科学技術映像際で文部科学大臣賞を受賞した。NHK

スペシャルや民放大型番組と競い合った末の成果であり、

研究機関としては前例がなく、機構の科学映像の訴求力が

証明されたといえる。（受賞作品 3 本は全国の科学館で巡

評定 Ｓ 評定  
物質・材料科学への理解増

進を目的とした動画をは

じめとする新たな取組を

積極的に展開し、動画の再

生回数・登録者数の顕著な

増加（平成 24 年度に

YouTube 上で動画配信を

開始し、3 年目で累計 177
万回以上再生、登録者数

6,000 人超、国内の主要研

究機関・大学で現在第 2
位）、施設の見学者数の大

幅増加（年間平均 4,000 人

程度）をはじめ、物質・材

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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活動に加え、研究者

一人一人が物質・材

料科学技術のインタ

ープリターとして双

方向コミュニケーシ

ョン活動を行う。さ

らに、国民各層の科

学技術リテラシーの

向上への貢献を目指

し、物質・材料科学

技術に関する知識の

普及等を行う。 

理解されるよう、研

究者一人一人が自身

の研究課題につい

て、物質・材料科学

技術のインタープリ

ターとして双方向コ

ミュニケーション活

動を行う。具体的に

は、一般市民を対象

としたシンポジウ

ム、博覧会や展示場

での研究成果の説

明、メールマガジン

等により、市民との

間で直接コミュニケ

ーション活動を行

う。また、機構の施

設・設備等を適切な

機会に公開し、国民

各層の見学等を受け

入れるとともに、ホ

ームページ等を活用

して、機構の研究活

動等を積極的に紹介

する。さらに、科学

技術リテラシーの向

上に貢献するため、

小・中・高等学校の

理科授業での出前授

業等を通じて物質・

材料科学技術に関す

る知識の普及を積極

的に進める。   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を示し、開始 3 年目で総閲覧回数が 177 万

回を超え、熱心なファンである登録者の数

も 6000 名を超え主要な国立研究機関、大学

の中で第 2 位へと躍進した。短期間で国民

から多大な支持を獲得したことを示す。ま

た、これらの映像は、早稲田大学をはじめ、

高専、高校、中学などからの要望に応え、

授業で教材として使われている。 

【Web】併せて開設したビジュアル系 Web

サイト「材料のチカラ」は、地味な材料研

究のイメージを払拭、材料が「世界を変え

る力」であることを全面に押し出した。Web

サイトは、科学専門誌や広告雑誌などに取

り上げられ、また閲覧数も年 7 万件を超え

て引き続き増加している。 

【広報誌】定期広報誌 NIMS NOW の日本語

版と英語版を大幅刷新。プロ写真家による

材料研究現場の迫力を前面に出し、内容に

ついては、毎号一つのテーマに関わる研究

を分野横断的に紹介することで、継続して

購読すると材料辞典ができあがっていくよ

うなスタイルに変更した。 

改訂前と比べダウンロード版の閲覧件数は

8 倍以上に増加している。 

【メールマガジン】機構の成果を素早く直

接発信するため、23 年度にメールマガジン

を創設。年間平均 20 回程度配信し、各号に

は毎月更新される YouTube 映像をリンクさ

せ、会員増を図った結果、現在会員は 1900

人を超える。 

 

 「ビジュアル化戦略」以外では、前中期計

画から継続の広報活動として、研究成果の発

信と技術移転、産業界との連携・交流を促進

するため、研究成果報告会の NIMS フォーラ

ムをはじめ、nanotech 2015、イノベーション

ジャパンなど大型イベントをおこなってい

る。 

また次世代への啓発として、全国の高校生

を対象とした体験学習「サイエンスキャン

プ」等の青少年向けイベントや、中高校生

に対する実習教育、出前授業や出張実験教

室など多数に及ぶ。 

さらに 26 年度は、材料系へ進む大学生の数

の増加を狙い高校生向けの大規模イベント

『材料フェスタ』を産総研、東北大と共同

企画、開催し、2640 名の高校生が来場した。 

 

また、ネットメディアへの反応が敏感な若

回上映され、多くの国民に NIMS の存在や、材料研究の魅

力を伝える成果を挙げた。） 

加えて、大幅改訂した定期広報誌がダウンロード数 8

倍となった他、新設した材料系 Web サイト、メールマガ

ジンなどすべての施策が定量的にも訴求効果の高さを示

している。 

 

機構が講師派遣や見学受け入れをした学校は全国各地

に及び、さらに他機関と手を組んで大規模な高校生勧誘

イベントも行った。また、機構の広報にとどまらず、材

料分野で国内最大の機関の役割として、次世代の材料研

究者を増やすための長期的な広報活動を対象の一つに据

えたことも第３期中長期計画期間の広報活動の評価すべ

き点であると考える。 

 

従来、効果的な広報手段を講じにくかった物質・材料分

野の広報に対し、マスコミ業界から 1 名の人材を確保し、

新たな広報施策「ビジュアル化戦略」を強力に遂行。これ

が極めて優れた成果をあげた。また、単に機構の広報にと

どまらず、材料研究分野全体の底上げを意識し、次の時代

を担う研究者の獲得を長期的に意識した広報を積極的に

おこなった。その結果、若年層、女性層など、これまで訴

求が難しかった層への発信にも成功。各種指標で、訴求力

の大幅向上が示された。また、テレビ番組化の機会等も大

幅に増えている。また、機構が独自に制作した映像素材が、

大学をはじめ、高校や中学の教材としても利用されはじめ

るなど、通常の広報活動の域を超えた広がりを見せている

ことも特に評価すべき点である。材料研究全体の発展を視

野に入れた広報活動を展開していることは、総合科学技

術・イノベーション会議が例として定めた「【アウトリー

チ・理解増進の観点】の評価軸に合致した取組みであり、

NIMS の広報活動に対する社会からの理解増進が飛躍的に

進んだ結果であると判断できる。これらは、日本の材料研

究に係る広報活動全体の底上げへの貢献の観点からも特

に顕著な成果であり、S 評定に相当するものと認識してい

る。 

 

【定量的根拠】 

24年度に開始した YouTube上で 68本の動画配信をおこ

ない、3 年目で累計 177 万回以上再生され、熱心な視聴者

を示す登録者数も 6,000 人を優に超え、YouTube を 4 年先

行して開始していた理研、産総研、海洋研を、1 年半で相

次いで抜き、国内の主要な研究機関および大学の中で第 2

位に急上昇した。（現在 NIMS を上回るのは JAXA のみ） 

高品位ビジュアル系 Web サイト「材料のチカラ」が科

学専門雑誌や広報専門誌、科学系 Web サイトなど合計 4

媒体から取り上げられ、年間 7 万回以上のアクセス数を誇

る。 

広報誌 NIMS NOW の改訂を行い、Web 版ダウンロード

料研究に接点のなかった

層を含む効果的な広報・ア

ウトリーチを展開し、映像

作品が文部科学大臣賞を

受賞するなど、質的にも量

的にも特に顕著な成果を

上げている。 
今後の更なる取組として、

機構のブランド力強化も

念頭に、児童・生徒への材

料科学への関心を一層喚

起するような展開を期待

する。 
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２．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当なし 

年層への今後の広報戦略を見極めるため、若

者たちによる鋭敏な感想の投稿で有名な「ニ

コニコ動画」に 26 年度チャンネルを開設し

た。専用の動画を制作し試験公開した上で、

反応の収集を開始した。今後の次世代への訴

求力向上の手がかりを得る指標にしていく

予定である。 

数が、改訂前後各 3 号平均の比較で 8.5 倍に急増させた。

（改訂前 3 号平均 4,126 回 → 改訂後 3 号平均 35,061 回） 

進路を決める高校生向けの材料研究イベント、「材料フ

ェスタ」を産総研、東北大と共同開催。2,640 名の高校生

の来場を得たほか、年間 4000 名～5,000 名の見学者を受け

入れる一方で、全国の学校への出張授業などを多数おこな

っている。 

24 年度開始したメールマガジンは、約 2,000 名の会員に

対し年平均 20 回発行。 

海外向け科学映像配信（計 9 作品）を配信した。 

 

【定性的根拠】 

「ビジュアル化戦略」により、地味で理解が難しいとい

う印象の材料科学を、「世界を変える力」として発信する

ことに成功。その結果、従来は接点がなかった女性や次世

代への浸透に成功。 

NIMS が制作した動画をテレビ局ディレクターに提供

し、番組製作の企画段階から参画し番組化するスタイルを

確立。現在も制作が進行中。（NHK 教育や TBS のドキュ

メント番組など） 

昨年度に科学技術映像祭文部科学大臣賞を受賞した新

web サイト『材料のチカラ』の映像を全国の科学館を巡回

して上映。 

機構内で「テレビから学ぶ 伝え方講座」を開催。 研

究者自身に広報マインドを醸成させるべく、職員への広報

教育を実施した。 

北海道大学、東京工業大学、原子力研究機構などからの

招聘に応じ、広報室員を講師として派遣、「ビジュアル化

戦略」「伝え方講座」のセミナーを開催、広報活動充実に

貢献。 

国内最大の材料研究機関として、NIMS の広報にとどま

らず、日本の材料研究の将来を見据えた広報活動を実施。

次の世代の研究者確保や物質・材料研究全体の底上げを意

識した広報活動を多方面で展開。 

一般若年層の材料研究への反応を調査する手段として、

ニコニコ動画に NIMS 専用チャンネルを新たに開設、中期

的な広報戦略の検討を開始した。 

 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．１．② 研究成果等の情報発信 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進するこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑦ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

査読論文発

表数（誌上

発表） 

1,100 1,291 1,248 1,260 1,357   予算額（百万円） ― ― ― ―  

レビュー論

文数 
30 45 53 38 62   決算額（百万円） 4,577 

の内数 
4,590 

の内数 
4,673 

の内数 
4,042 

の内数 
 

        経常費用（百万円） ― ― ― ―  
        経常利益（百万円） ― ― ― ―  
        行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 17 19 18 17  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構の研究成果の普

及を図るため、学協

会等において積極的

に発表するととも

に、国際的に注目度

の高い学術誌等への

投稿・発表や、国際

シンポジウム等の開

催により、国際的な

情報発信を維持・充

実する。また、機構

の研究人材や研究成

果をデータベース

化・公表する。 

機構で得られた研究

成果について情報発

信するため、学協会

等において積極的に

発表する。特に、科

学的知見の国際的な

発信のレベルの維

持・向上のため、国

際的に注目度の高い

学術誌等に積極的に

投稿・発表する。査

読論文発表数は、機

構全体として毎年平

均で 1,100 件程度を

１．機構で得られた研究成

果について情報発信する

ため、学協会等において

積極的に発表したか。 
（アウトリーチ・理解増進

の観点、科学技術イ 
ノベーション創出・課題解

決のためのシステ 
ムの推進の観点） 
 
 
 
 
 
 

 
 

１．第３期中長期計画期間における学協会

等における口頭発表は、国内学会 1,708
件／年、国際学会 1,521 件／年の合計

3,229 件／年行った。 
平成 21 年度に構築した研究者総覧サー

ビス「SAMURAI」（機構の研究人材とい

う観点からインターネット上で研究成果

を検索・閲覧することを可能とする情報

発信）は１か月に約 6 万ページビュー（年

72 万件）の利用に成長した。利用の内訳

を分析すると、外国からの利用が約 20%
に伸び、またモバイルデバイスからの利

用が 8%という特徴があり、国際化やモバ

イ ル 対 応 に よ る 訴 求 性 が 高 い 。

SAMURAI の情報を、外部の web ページ

上に埋め込んだり、情報が自動的に更新

されるガジェット機能や、自分のプロフ

１．研究成果の学協会等での発表数は国際学会で

積極的に発表を行っており、第３期中長期計画

期間中の年平均で 3,000 件以上の発表を行った

ことは評価できる。また、国内外の論文や特許

について、その内容を閲覧できるようリンクを

張り、利便性と更新性を高め、さらに容易に情

報を発信するサービスに展開したことは高く評

価できる。さらに、機構としての特色を意識し、

材料科学分野における論文を一見する分類表

示、リアルタイムでの研究成果への反応収集は、

論文を作成する上から戦略的な情報発信するモ

チベーションのアップにつながる活用支援とし

て高く評価できる。また応答性や安定性を向上

することは、利用性を高めるという意味で重要

である。 
 
 

評定 Ａ 評定  
中長期目標期間を通じて学会発

表、論文発表等が積極的になさ

れており、研究成果の発表数・

レビュー論文数が目標を大きく

上回る（前者は目標の約２割、

後者は目標の約６割それぞれ上

回っている）など継続的な研究

活動の活性化を示すとともに、

物質・材料科学分野における研

究活動を牽引する顕著な成果を

示している。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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維持する。また、レ

ビ ュー論文数は、機

構全体として毎年平

均で 30件程度を維持

する。論文の多面的

な価値を認める観点

から、新しい研究領

域を開拓する分野横

断的な課題への挑戦

や、多くの研究者が

創出してきたこれま

での研究成果を整理

し総覧できるように

する論文の執筆も適

切に評価する。さら

に、国際シンポジウ

ムや研究成果発表会

を開催するととも

に、機構の研究人材、

研究成果をデータベ

ースにより整理・公

表する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．中長期計画における以

下の目標の進捗状況は適

切か。 
（アウトリーチ・理解増進

の観点、科学技術イ 
ノベーション創出・課題解

決のためのシステ 
ムの推進の観点） 
 
 ①査読論文発表数は、機

構全体として毎年平均

で 1,100 件程度を維持

する。 

  
 ②レビュー論文数は、機

構全体として毎年平均

で 30 件程度を維持す

る。 

 
３．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当なし 

 

ィールページを QR コード化してポスタ

ー発表等で利用するなど、機関としての

アウトリーチだけでなく、研究者自身の

利便性も高くなっている。また、トムソ

ン・ロイター社による 2014 年引用数上位

1%の論文数ランキングで国内１位にラン

クした材料科学分野と同様の分野分類方

式を採用し、新聞等のメディアに掲載さ

れた NIMS のパフォーマンスについてワ

ンクリックで閲覧できるサービスの提供

や、NIMS 特許情報、機関リポジトリとの

連結など、所内外の関連情報との結びつ

きを強化し、NIMS ならではのユニークな

情報発信を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 第３期中長期計画期間における年平均

の研究成果の誌上発表は、和文誌 32件／年、

欧文誌 1,257 件／年の合計 1,289 件の見込み

である。 
 
② レビュー論文数 は 49 件／年の見込み

である。 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．各目標において、顕著な成果が得られており、

目標を上回る進捗状況であると高く評価でき

る。 

 
 
 
 
 
 
①査読論文発表数は、中長期計画に定めた基準値

を上回って、目標達成の見込みであり、順調に

進捗していると評価できる。 

 
 
②レビュー論文数は、中長期計画に定めた基準値

を大幅に上回って、目標達成の見込みであり、

顕著な成果であると評価できる。 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．２．２ 知的財産の活用促進 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し、及びその活用を促進するこ

と。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑧ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

実施料収入 
（百万円） 

― 
511 396 492 599   予算額（百万円） ― ― ― ―  

実施許諾数 10 9 5 10 15   決算額（百万円） 4,577 
の内数 

4,590 
の内数 

4,673 
の内数 

4,042 
の内数 

 

外国出願 100 177 141 124 105   経常費用（百万円） ― ― ― ―  
        経常利益（百万円） ― ― ― ―  
        行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 39 47 49 49  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構の研究成果の多

様な応用分野への波

及を目指し、企業側

の研究開発フェーズ

に応じた適切な協力

関係を発展させる知

的財産ポリシーを策

定し、機構から産業

界への実施許諾件数

を増加させる。また、

機構と企業との共同

研究から生まれる知

的財産の取扱いが、

連携企業にとって魅

力あるものとなる共

機構で創出した研究成

果を多様な応用分野に

波及させるため、機構

は、企業側の研究開発

フェーズに応じて適切

な協力関係を発展させ

るための指針である知

的財産ポリシーを策定

し、機構の保有する特

許を産業界に対して実

施許諾するよう積極的

に取り組む。実施許諾

件数については、本中

期目標期間中に、毎年

度平均で 10 件程度の

１．機構で創出した研究

成果を多様な応用分野

に波及させたか。 

（アウトリーチ・理解増

進の観点、科学技術イ

ノベーション創出・課

題解決のためのシステ

ムの推進の観点、社会

的・経済的観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．研究成果として得られた新材料につい

ては、工業用や生体用など、複数の用途

に利用できる場合があるため、様々な用

途として成果普及を行うべく用途別によ

り連携活動を行った。また、特許の非独

占的実施を行い、同じ技術の有効活用を

図った。更に、技術フェアへの展示、秘

密保持契約を締結した上での企業との二

社間セミナー（個別技術交流会）の開催

などマーケティング活動協力を推進し、

第 3 期合計 50 件(H23：9 件、H24：5 件、

H25：10 件、H26：15 件、H27：11 件)の

新規実施許諾を行った。従来の継続分を

合わせて毎年 90件から 100 件程度の許諾

件数で推移しており、総額 1,998 百万円

(H23：511 百万円、H24：396 百万円、H25：

492 百万円、H26：599 件、H27：500)の実

施料収入を得ている。なお、大学技術移

転サーベイ（大学技術移転協議会発行）

１．同一の材料についても、複数の用途で連携活

動を行ったこと、及び、異分野からの提案を受

入れることができるよう、特許の非独占的実施

などを行ったことは、多様な応用分野に波及を

するための取組として、評価できる。 
また、第 3 期総額 1,998 百万円の実施料収入

は、第 2 期総額 725 百万と比べ 2.5 倍以上の収

入が増加しこれは優れた実績を挙げていると評

価できる。 
   今後は、NIMS 単独特許、企業との非独占

的な共有特許のパッケージ化など、新規実施許

諾の拡大を含めた知的財産戦略を練ることが

期待される。 
 
 
 
 
 
 

評定 Ａ 評定  
中長期目標期間を通じて特許の

実施料収入や出願件数が他の研

究機関と比べて著しく高く（研

究者当たりの国内特許出願件

数・ライセンス収入ともに 82 の

自然科学系独法・大学法人の中

で第１位、外国出願件数が目標

期間を１年残した状態で目標を

約１割上回る状況、等）、ビジネ

スを含めた知的財産の活用が十

分になされている。また、特許

管理も適切に実施している。 
今後の更なる取組として、我が

国の国際競争力強化につながる

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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同研究制度を設計・

運用する。さらに、

実用化された製品、

サービスについては

グローバル市場にお

ける販売が想定され

るため、外国出願を

重視し、登録・保有

コストの費用対効果

を分析しつつ、精選

して出願・権利化す

る。 

新規実施許諾を行う。 
機構が企業と共同研究

を実施するに当たって

は、共同研究の相手企

業との共有の知的財産

の取扱いについて柔軟

に対応する。具体的に

は当該知的財産を、必

ずしも機構が直ちに第

三者へ無差別に実施許

諾することにはこだわ

らず、共同研究の条件

によっては相手企業の

時限的な優先使用にも

応じることで、連携企

業にとって魅力のある

共同研究制度を設計・

運用する。実用化され

た製品、サービスにつ

いてはグローバル市場

における販売が想定さ

れるため、特許を出願

するに当たっては外国

出願を重視し、毎年度

平均で 100件以上の外

国出願を行う。外国出

願については、国内出

願に比べ出願費用が著

しく高額であるため、

登録・保有コストの費

用対効果を分析し、精

選して出願・権利化す

る。 

 
 
 
 
 
 
２．中長期計画における

以下の目標の進捗状況

は適切か。 
（アウトリーチ・理解増

進の観点、科学技術イ

ノベーション創出・課

題解決のためのシステ

ムの推進の観点、国際

的観点、時間的観点、

妥当性の観点） 
 
 ①実施許諾件数につい

ては、本中長期目標期

間中に、毎年度平均で

10 件程度の新規実施許

諾を行う。  

 
 
 ②特許を出願するに当

たっては外国出願を重

視し、毎年度平均で 100

件以上の外国出願を行

う。 
 
 
 
 
 
３．上記の評価基準以外

の事項で、CSTI 指針を踏

まえ評価すべき事項 
該当無し 

 

における自然科学系、独法並びに大学法

人の研究者 100 人当たりの実施料ランキ

ングにおいて、過去 5 年 1 位となってい

る。 

 
 
２．中長期計画における目標の進捗状況 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

①第 3 期では、既存ライセンスでの市場拡

大に向けた業務を中心に行った結果、新

規実施許諾契約件数が年平均 10 件、合計

50 件(H23：9 件、H24：5 件、H25：10 件、

H26：15 件、H27：11 件)となり、目標と

なる基準値を達成できた。 

 

②第 3 期では、外国出願が年平均約 130 件、

合計 652 件(H23：177 件、 

H24：141 件、H25：124 件、H26：105 件、

H27：100 件)となり、目標となる 

基準値を上回った。 

 

 

 
 
 
 
 
 
２．各目標において、着実に成果が得られており、

目標の進捗状況は適切であると評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①目標において、新規実施許諾件数が 50 件とな

り、基準の年間 10 件を達成したことは評価でき

る。 
 
 
 
 
②予算状況に配慮しつつ、特許専門職、技術移転

専門職の意見を踏まえ、必要な国への外国出願

を積極的に行い、目標値を大きく上回ったこと

は評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ような知的財産戦略、特許収入

源の多様化等を期待する。 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．１ 施設及び設備の共用 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第三号 機構の施設及び設備を科学技術に関する研究開発を行う者の共用に

供すること。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑨ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

共用件数 125 102 129 140 149   予算額（百万円） ― ― ― ―  
        決算額（百万円） 4,863 

の内数 
3,854 

の内数 
3,785 

の内数 
4,682 

の内数 
 

        経常費用（百万円） ― ― ― ―  
        経常利益（百万円） ― ― ― ―  
        行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 78 88 88 98  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構は、一般の機関

では導入が難しい先

端的な研究施設及び

設備を広く共用に供

するとともに、共用

設備等を有している

大学、公的研究機関

のネットワークのコ

ーディネート役（ハ

ブ機能）を担い、機

関間の相互補完体制

等を整備する。これ

により、先端研究設

備等を核とした分野

融合やオープンイノ

ベーションのシステ

機構は公的な研究機

関の重要な役割とし

て、一般の機関では

導入が難しい先端的

な研究施設及び設備

を広く共用に供する

とともに、共用設備

等を有する研究機関

のネットワークのコ

ーディネート役（ハ

ブ機能）を担う。具

体的には、利用者が

必要とする支援を可

能とするよう、他の

共用機関の設備を含

めた総合案内や利用

１．一般の機関では導入が

難しい先端的な研究施設

及び設備を広く共用に供

するとともに、共用設備

等を有する研究機関のネ

ットワークのコーディネ

ート役（ハブ機能）を担

うことができたか。 

（科学技術イノベーション

創出・課題解決のた 

めのシステムの推進の観

点、研究者、研究開 

発マネジメント人材の育

成・支援の観点、研 

究開発環境の整備・充実の

観点） 

 

 

 

 

1.強磁場施設、大型放射光施設のビームラ

イン、超高圧電子顕微鏡施設、ナノレベル

での物質・材料の創製・加工・造形・評価・

解析等のための最先端の研究設備等におい

て、外部の材料開発研究機関との協力のも

と、共用を促進した。また、低炭素化材料

設計・創製ハブ拠点においては、前年度に

引き続き、導入した先端研究設備の外部共

用と研究支援活動を行うとともに、平成 26

年度から運用が開始された蓄電池基盤プラ

ットフォームでは ALCA と連携し、次世代蓄

電池の研究・開発を支援、平成 24 年度から

開始されたナノテクノロジープラットフォ

ームにおいては参画する全国の25研究機関

39 組織の連携・調整・取りまとめの役割及

び利用機器検索のポータルサイトシステム

を構築や全国５地区に配置した連携推進マ

ネージャーによる地域セミナー開催及び企

業出前説明を開催での利便性向上を、同プ

ラットフォームのうち微細構造解析プラッ

１．研究機関のネットワークのコーディネート役

を担い、分野融合や産学独連携に向けたイノベー

ション創出の場として、運営や取りまとめを行う

など、ハブとして機能させたことは高く評価でき

る。特に、平成 24 年度から開始されたナノテクノ

ロジープラットフォームでは、センター機関とし

て、全 25 機関の調整や、産学独連携の推進、異分

野融合を推進し、また、微細構造解析プラットフ

ォームの代表機関として、プラットフォームの推

進に大きく寄与したことは評価できる。今後も引

き続き、産業界や研究現場が有する技術的課題の

解決に向け、利便性の更なる向上や、高い利用満

足度の獲得が期待される。 

4 つの拠点型プロジェクト及び外部連携センタ

ーにおいて、全国のハブ機能を果たすサポート体

制を確立・維持し、特に蓄電池基盤プラットフォ

ームにおいては電池試作から最先端材料評価まで

の設備を導入し、「次世代蓄電池研究加速プロジェ

クト」（ALCA-SPRING）と連携し、全国の次世代蓄

電池の研究開発を支援し実用化への橋渡しを行う

評定 Ｓ 評定  
期間中に、低炭素ハブ拠点（外

部共用化・研究支援の推進・研

究機関ネットワークのコーディ

ネータ役を担当）、蓄電池基盤プ

ラットフォーム（全国の次世代

蓄電池の研究開発を支援し実用

化への橋渡しを行う共用施設を

運営）を発足させるとともに、

ナノテクノロジープラットフォ

ーム事業のセンター機関として

広報、全参加機関の調整等に貢

献していることをはじめ、先端

的な施設・機器を共用するため

のサポート体制を充実させるな

ど、物質・材料研究分野の中核

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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ム構築に貢献する。 者情報の共用機関間

での共有など相互補

完体制等を整備す

る。 

また、これらの研究

施設及び設備は産学

独の多様な研究者が

利用することから分

野融合や産学独連携

によるイノベーショ

ン創出の場として機

能し得る。この点に

着目して、外部機関

による共用を当該機

関と機構との共同研

究に向けた検討のた

めの機会として活用

する。 

具体的に共用に供す

る研究施設及び設備

としては、強磁場施

設、大型放射光施設

のビームライン、超

高圧電子顕微鏡施

設、ナノレベルでの

物質・材料の創製・

加工・造形・評価・

解析等のための最先

端の研究設備等であ

る。特に、強磁場施

設、大型放射光施設

のビームライン、超

高圧電子顕微鏡施設

について、毎年度平

均で合計 125 件程度

の共用を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トフォームにおいては参画10機関の代表機

関としての役割を果たすなど、研究機関の

ネットワークのコーディネート役（ハブ機

能）を担った。微細構造解析プラットフォ

ームに推進室を設置し、技術相談、共同利

用に関する業務を効率的に実施した。また、

利便性の更なる向上に向け、外部利用者に

対する共用設備の利用相談を充実するとと

もに、設備予約システムの高度化や技術支

援を行うエンジニアの養成・確保等に努め

た。さらに、より効率的、効果的な研究施

設及び設備の共用を促進するため、共用に

関わる規程等の見直しを行い、機構内の統

一的な基本的事項を定めた。また利用窓口

と利用事務を事務統括室に一元化した利用

システムの構築、充実につとめた。更に設

備概況を公開するなどして利便性向上に取

り組んだ。また外部利用を促すため設備使

用料単価の改定を行い、設備共用促進を図

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共用施設を運営したことや、強磁場施設、大型放

射光施設のビームライン、超高圧電子顕微鏡施設

に加え、低炭素化材料設計・創製ハブ拠点や文部

科学省「ナノテクノロジープラットフォーム事業」

等の枠組みにおいても研究設備等の共用を行い、

平均 954 件／年の施設共用を行ったことは、総合

科学技術・イノベーション会議が例として定めた

【研究開発環境の整備。充実の観点】（特に研究者

が質の高い研究開発を行うための研究開発環境の

整備・充実）の評価軸に合致した NIMS の中核的機

関としての大きな意義を持つ活動であると判断で

き、ナノテク研究人材の育成等の観点からも特に

顕著な成果である。よって、S 評定に相当するも

のと認識している。 

【定量的根拠】 

平成 24 年度から開始したナノテクノロジープラ

ットフォームについては参画する全国の 25 機関

39 組織の連携・調整・取りまとめの役割を、同プ

ラットフォームのうち微細構造解析プラットフォ

ームにおいて、参画 10 機関の代表機関としての役

割を果たすなど、運営や取りまとめを行い、施設・

設備共用を展開したことは高く評価できる。 

【定性的根拠】 

・より効率的、効果的な研究施設及び設備の共用

を促進するため、共用に関わる規程等の見直し

を行い、機構内の統一的な基本的事項を定めた。

また利用窓口と利用事務を事務統括室に一元化

した利用システムの構築、充実につとめ、設備

概況を公開するなどして利便性向上に取り組ん

だことは高く評価できる。さらに４つの拠点型

プロジェクトおよび外部連携センターと７つの

ステーションとの情報交換等による連携を強化

し一体的に運用して、分野融合や産学独連携に

向けたイノベーション創出の場をハブとして機

能させたことは高く評価できる。 

・共用設備を利用する場合には、当該設備の適切

な利用、操作等に関する技術相談等を行い、産

学官の様々な利用者の満足度を上げる取組を行

ったことは高く評価できる。 

・強磁場共用施設においては、特に民間企業によ

る外部利用を促すため設備使用料単価の改定を

行い、設備共用促進を図ったことは高く評価で

きる。 

・低炭素研究ネットワークにおける低炭素ハブ拠

点、ナノテクノロジープラットフォーム及び同

微細構造解析プラットフォーム拠点、蓄電池基

盤プラットフォームにおいて、研究機関のネッ

トワークのコーディネート役を担い、中核機関

として機能させたことは高く評価できる。 

的機関としての役割を最大化す

る施策が特に顕著になされてい

る。 
設備共用実績についても、数値

目標の掲げられた各施設（強磁

場施設・大型放射光施設・超高

圧電子顕微鏡施設）の共用実績

が期間中に約 5 割増加（平成 23
年度:102 件、平成 26 年度:149
件）するとともに、低炭素ハブ

拠点やナノテクノロジープラッ

トフォームによる外部共用を加

えた共用実績が期間中に約 2 倍

となる（平成 23 年度:576 件、平

成 26 年度:1,138 件）など、期間

中に計画を上回る特に顕著な増

加が見られる。 
今後の更なる取組として、最先

端の機器を広く共用できる環境

の維持、研究者個人への依存を

避ける方策等を期待する。 
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２．中長期計画における以

下の目標の進捗状況は適

切か。 

（科学技術イノベーション

創出・課題解決のた 

めのシステムの推進の観

点、研究開発環境 

の整備・充実の観点） 

 

①強磁場施設、大型放射

光施設のビームライ

ン、超高圧電子顕微鏡

施設について、毎年度

平均で合計 125 件程度

の共用を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中長期計画における目標の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 強磁場施設、大型放射光施設のビームラ

イン、超高圧電子顕微鏡施設について、

毎年度平均で強磁場施設については、外

部研究機関との共同研究の形態で平均

27 件/年、電子顕微鏡施設は外部支援の

形態で平均 102 件/年、大型放射光施設

は共同研究等の形態で平均 7 件/年と合

計平均 136 件/年であった。 

これ以外に、外部機関との共同研究・ 

受託研究等の形態で平均 43 件/年、ナ 

ノテクノロジープラットフォームで平均

309 件/年、低炭素研究ネットワークで平

均 439 件/年、蓄電池基盤プラットフォー

ムで平均 27 件/年、合計で延べ平均 818

件/年の共用を行い、総合計で平均 954 件

/年の施設共用を実施した。 

 

 

 

・ナノテクノロジープラットフォームにおいて利

用機器検索のポータルサイトシステムを構築、

また、全国５地区に配置した連携推進マネージ

ャーによる地域セミナー開催及び企業出前説明

を開催し、利便性の向上および試行的利用によ

り新規利用者開拓に取り組んだことは高く評価

できる。 

・前年度に引き続き、NIMS ナノテクノロジープラ

ットフォーム微細構造解析プラットフォーム推

進室において、技術相談、共同利用に関する業

務を効率的に実施したことは高く評価できる。 

 

２．各目標において、着実に成果が得られており、

目標を大きく上回る進捗状況であると評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

① 共用件数は基準を上回っており、目標を達成し

た。 

ナノテクノロジープラットフォームや低炭素研

究ネットワークを通じ、多くの共用を実施したこ

とは特に顕著な成果であると評価できる。 

【定量的根拠】 

強磁場施設平均 27 件/年、電子顕微鏡施設平均

102 件/年、大型放射光施設平均 7 件/年、の計平

均 136 件/年の施設共用を行い、数値目標（125 件）

を達成した。それらに加え、物質・材料の創製・

加工・分析等において、外部機関との共同研究・

受託研究等の形態で平均 43 件/年、ナノテクノロ

ジープラットフォームで平均 309 件/年、低炭素研

究ネットワークで平均 439 件/年、蓄電池基盤プラ

ットフォームで平均 27件/年、合計で延べ平均 818

件/年の共用を行ったことは高く評価できる。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．２ 研究者・技術者の養成と資質の向上 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第四号 物質・材料科学技術に関する研究者及び技術者を養成し、及びその資

質の向上を図ること。 
当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑩ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

若手研究者

受入数 
350 479 451 419 458   予算額（百万円） ― ― ― ―  

        決算額（百万円） 9,440 
の内数 

8,444 
の内数 

8,458 
の内数 

8,736 
の内数 

 

        経常費用（百万円） ― ― ― ―  
        経常利益（百万円） ― ― ― ―  
        行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 29 32 32 31  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構の研究者・技術

者の養成と資質の向

上は、我が国の物

質・材料研究を支え

る知識基盤の維持・

発展の観点から重要

である。 
経済活動や研究活動

がグローバル化し、

物質・材料研究にお

いても激しい国際競

争が行われているた

め、機構の研究者を

世界に通用する人材

へと計画的に育成す

激しい国際競争が行

われる中、機構の研究

者を世界に通用する

人材へと育成するた

めに、定年制研究職員

の長期海外派遣等、海

外の研究環境におけ

る研鑽や国際的な研

究者ネットワークへ

の参画を促進する。ま

た、研究者の大学への

講師派遣等により、大

学・大学院教育の充実

に貢献する。 
機構は、国際ナノアー

１．機構の研究者を世界に

通用する人材へと計画的

に育成したか。 

（科学技術イノベーション

創出・課題解決のた 
めのシステムの推進の観

点、研究者、研究開 
発マネジメント人材の育

成・支援の観点、研 
究開発環境の整備・充実の

観点、国際的観点） 
 
２．次代の物質・材料研究

を担う人材の育成に向

け、大学・大学院教育の

充実に貢献するととも

に、ポスドク等を積極的

に受け入れたか。 
（科学技術イノベーション

１．「機構在外派遣研究員制度」により、期

間中 24 名を 6 か月～24 か月の海外長期派

遣した。このうち 3 名は米国 ノースウェス

タン大学及び台湾国立台湾大学との学術連

携センターに派遣されており、単なる派遣

に終わらない継続的な連携を視野に入れた

派遣となっている。また、運営費交付金の

みならず、外部資金による派遣も延べ 12 名

を数えている。 
 
 
 
２．第３期中長期計画期間に大学への講師

派遣を平均 227 件／年行うとともに、大

学院生や研修生は、年平均 366 名の受入

を行った。筑波大学、北海道大学、早稲

田大学及び九州大学と実施している連係

大学院制度を継続して運営している。ま

た、ポーランド ワルシャワ工科大学、

１．理事長から外国での研鑽が奨励され、継続し

て在外派遣者を出せている。また学術連携セン

ターへの派遣者もおり、制度の相乗効果がみら

れること、外部資金による派遣制度も積極的に

活用していることは評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
２．大学への講師派遣が年平均で 200 件を超えて

おり、平成 16 年に開始した連係大学院制度によ

る平成 26 年度末の修了者延べ人数は博士課程

139 名、修士課程 110 名であることから、本制

度の人材育成への高い貢献度を示せたものと評

価できる。 
さらに国内外の連携大学院も拡張をする一

評定 Ｂ 評定  
定年制研究職員の長期海外派

遣、大学への講師派遣、エンジ

ニアの計画的採用・研修の実施、

目標を上回る水準での若手研究

者の受入れなど、研究者・技術

者の養成と資質の向上に着実に

取り組んでいる。 
今後の取組として、技術伝承の

方策等についての整理を期待す

る。 
 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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る。また、次代の物

質・材料研究を担う

人材の育成に向け、

大学・大学院教育の

充実に貢献するとと

もに、ポスドク等を

積極的に受け入れ

る。加えて、物質・

材料科学技術の多様

な研究活動を支える

高度な分析、加工等、

専門能力を有する技

術者の養成、能力開

発等を実施する。 

キテクトニクス研究

拠点（MANA）、若手

国際研究センター

（ICYS）等において、

国際化が進展した研

究環境を有している。

若手人材を国際的な

研究環境に置くこと

はグローバル人材へ

と育成する上で極め

て有効であり、かかる

認識の下、連係専攻、

連携大学院制度の活

用等による大学院生

や研修生の受入れ、各

種研究支援制度の活

用等によるポスドク

の受入れを積極的に

行う。具体的には、若

手研究者を毎年度平

均で 350 名程度受け

入れる。 
さらに、物質・材料科

学技術の多様な研究

活動を支える上で、高

度な分析、加工等の専

門能力を有する技術

者が極めて重要な役

割を果たしているこ

とから、機構は技術者

の養成と能力開発等

に着実に取り組む。 

創出・課題解決のた 
めのシステムの推進の観

点、研究者、研究開 
発マネジメント人材の育

成・支援の観点、研 
究開発環境の整備・充実の

観点、国際的観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．物質・材料科学技術の

多様な研究活動を支える

高度な分析、加工等、専

門能力を有する技術者の

養成、能力開発等を実施

したか。 
（科学技術イノベーション

創出・課題解決のた 
めのシステムの推進の観

点、研究者、研究開 
発マネジメント人材の育

成・支援の観点、研 
究開発環境の整備・充実の

観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．中長期計画における以

下の目標の進捗状況は適

切か。 
（科学技術イノベーション

創出・課題解決のた 
めのシステムの推進の観

点、研究者、研究開 
発マネジメント人材の育

成・支援の観点、研 
究開発環境の整備・充実の

観点、国際的観点） 
 

チェコ カレル大学とも同様の連係大学

院を実施し、特にワルシャワ工科大学か

らは 10 名の学生を受け入れた。連携大学

院制度については、国内では千葉大学や

お茶の水女子大学をはじめとする4校と、

国外ではストラスブール大学、国立台湾

大学をはじめとする 9 校と新規連携を開

始したが、世界ランキング 200 位以内又

は国内トップレベルの大学に限るなど、

より戦略的な方針を取った。また、既存

の連携大学院からの学生も継続的に受け

入れると供に、実績の無い大学との協定

見直しを図るなど、連携の実質的な強化

に取り組んだ。 
 
３．定年制および任期制エンジニアの計画

的な採用を行うことにより、定年制エン

ジニアを 5 年間で 21 名、また、任期制エ

ンジニア職 92 名を採用し、計画的な体制

の構築に努めている。定年退職したエン

ジニアを再雇用し、技術の伝承を図った

ほか、エンジニアの能力開発を目的とし

て、ステーション内で、専門の異なる分

野にチャレンジすることを推奨し、技術

力の向上を図った。また、微細構造解析

プラットフォームにおいて、実施機関間

でエンジニア等の支援スタッフを研修の

ため１週間程度派遣する「技術者交流会」

を実施した。定年制エンジニア職の採用

に当たっては、「3 分間の英語によるエン

ジニアの抱負」についてのプレゼンテー

ションを実施し、英語能力の評価を行っ

たほか、エンジニアの英語能力開発を目

的として毎年 1-2 回の英語研修を実施し

た。 
 
 
４．中長期計画における目標の進捗状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

方、連携大学院の見直しを行い、数だけではな

く合同 WS の開催など交流の質の維持を図るこ

とができた。また、連携の枠組みにとらわれず

に受入可能なインターンシップ制度でも平成

23 年度より平成 26 年度まで、毎年平均 150 名

（日本人約 4 割）の学生を受け入れており、学

生受入を介した大学の教育活動への貢献を果た

したもの評価できる。 
 
 
 
 
３．技術者の養成に当たっては、採用・再雇用、

処遇、評価及び研修等に対し機構の自由度を活

かしながら、改善を進めたことは評価できる。

また、任期制エンジニアを計画的に採用し、体

制の構築に努め、機構内に優れた技術の蓄積・

伝承を図ったことは評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．各目標において、着実に成果が得られており、

目標の進捗状況は適切であると評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①第３期中長期計画期間における毎年度に目標と

なる基準値を大きく上回る人数の若手研究者を

受け入れたことは評価できる。 
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①若手研究者を毎年度平

均で 350 名程度受け入

れる。  

 

 

 
 
 
 
 
 
 
・関連業界、受講者等のニ

ーズの変化を踏まえた取組

を行っているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 関連業界への就職率、資

格取得割合、修了後の活動

状況等、業務の成果・効果

が出ているか。 
 
 
 
 
 
 
・ 業務の効率化について、

教材作成作業等の効率化、

研修施設の有効活用、施設

① 第３期中長期計画期間に連携大学院制

度における大学院生をはじめ、平均 407
名／年の大学生・大学院生を受け入れる

とともに、共同研究や外部機関の制度に

よる外来研究者を平均 45 名／年受け入

れ、合計 452 名／年の若手研究者を機

構の研究開発活動に参画させることに

より、その資質の向上を図るとともに、

柔軟な発想と活力を研究現場に取り入

れた。 
 
 
【関連業界、受講者等のニーズの変化を踏

まえた取組の状況】 
各連係大学院では、金属材料、無機材

料、ナノ材料など時代のニーズに合わせ

た先端科学技術分野をカバーする講座を

開設している。これらは、機構の得意分

野の活用と関連業界、受講者の要望を反

映したものである。一例として、北海道

大学大学院生命科学院にフロンティア生

命材料科学分野を 2008 年 6 月に設立し、

ライフサイエンス系研究分野に対応して

いる。  
また、昨今の研究活動のグローバル化

に対応すべく国際競争力の高い学生の育

成を目的とし、英語による講義、プレゼ

ンテーションセミナー等を実施してい

る。 
さらに、平成 24 年度より特に工業高等

専門学校の学生を積極的にインターンシ

ップ生として受け入れ、研究者のみなら

ず優秀な技術者の育成にも貢献してい

る。 
 
 
【業務の成果・効果】 

平成 26 年度末における連係大学院生

の学位取得者は、博士号 139 名、修士号

110 名である。学位取得後、民間企業へ

の就職、研究職として公的研究教育機関

に就職、修士課程終了後に博士課程に進

学するなど、卒業生の研究分野への進出

が顕著である。 
 
 

【業務の効率化についての取組状況】 
機構における人材育成業務は、既存の

施設、設備等を活用するものであり、効

 

 
 
 
 
 
 
 
 
【関連業界、受講者等のニーズの変化を踏まえた

取組状況】 
・連係大学院において、金属材料や無機材料、ナ

ノ材料などの時代のニーズに合わせた講座を開

設しており、昨今のグローバル化にも対応し、

英語による講義や、プレゼンテーションセミナ

ーの実施等、関連業界、受講者等のニーズを踏

まえた取組を実施している。上記に加え、優秀

な技術者の育成のため、工業高等専門学生をイ

ンターンシップで受け入れるなど、積極的に人

材育成活動を推進していることは高く評価でき

る。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【業務の成果・効果】 
・連係大学院制度による学生の卒業生が、民間企

業や公的研究機関に研究職として関連分野へ就

職していることや、博士号や修士号を取得して

いることは評価できる。 
 
 
 
 
 
【業務の効率化についての取組状況】 
・機構の施設や最先端の研究設備を活用して講義

や実験を行っていることは業務の効率化を推進

していると評価できる。 
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管理業務の民間委託等の取

組を行っているか。 
 
・ 受益者負担の妥当性・合

理性があるか。 
 
 
 

 
５．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
（資源配分の観点） 
 

率的な運営を行っている。 
 
 
【受益者負担の妥当性・合理性】 

上述のとおり、既存リソースの有効活

用として本業務を実施し、受益者に負担

を求めるものではない。 
 
 
上記のような長期在外派遣制度や大学院

生・ポスドク等の若手研究者の受け入れ、

技術者の養成等の多くの取組を実施してい

る。また、関連業界や受講者のニーズの変

化も捉え、大学・大学院教育の充実や若手 

研究者の育成に努めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【受益者負担の妥当性・合理性】 
・既存設備を有効活用して連係大学院制度を実施

し、受益者に負担を求めない取り組みは高く評

価できる。 
 
 
・機構の研究者を世界に通用する人材へと育成す

るために、長期海外派遣や国際的な研究者ネット

ワークへの参画を促進しており、機構が有する国

際化が進展した研究環境国際ナノアーキテクトニ

クス研究拠点（MANA）、若手国際研究センター

（ICYS）等において、若手人材を国際的な研究環

境で育成したことは評価できる。また、物質・材 

料科学技術の多様な研究活動を支える高度な分

析、加工等の専門能力を有する技術者の養成と能

力開発等に着実に取り組んだことは評価できる。 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．３ 知的基盤の充実・整備 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑪ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

        予算額（百万円） ― ― ― ―  
        決算額（百万円） 4,863 

の内数 
3，854 

の内数 
3,785 

の内数 
4,682 

の内数 
 

        経常費用（百万円） ― ― ― ―  
        経常利益（百万円） ― ― ― ―  
        行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 71 77 77 85  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構は、日本のもの

づくりを支えてき

た、機構にしかなし

得ない基盤的活動を

重視する観点から、

幅広く外部の研究者

や技術者等の利用に

供するよう、質の充

実にも配慮しつつ、

知的基盤を整備して

いく。そのため、機

構は、長期的な取組

が不可欠な材料試

験、材料組成等を明

らかにする化学分析

を着実に継続すると

ともに、材料データ

物質・材料研究を担

う公的機関の役割と

して、長期的、継続

的な取組が不可欠な

クリープ試験等の材

料試験、材料組成等

を明らかにする化学

分析及び材料データ

ベース整備を着実に

実施する。また、材

料データシートを発

行するなど研究者や

技術者が必要とする

材料情報を積極的に

発信する。 
機構の研究活動から

得られた新物質・新

１．幅広く外部の研究者や

技術者等の利用に供する

よう、質の充実にも配慮

しつつ、知的基盤を整備

したか。 
（科学技術イノベーション

創出・課題解決のた 
めのシステムの推進の観

点、研究者、研究開 
発マネジメント人材の育

成・支援の観点、研 
究開発環境の整備・充実の

観点、国際的観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．データシート出版計画に沿って、クリ

ープデータシートを７冊、クリープ試験

材の微細組織写真集を３冊、疲労データ

シートを６冊、腐食データシートを３冊、

腐食写真集を１冊、宇宙関連材料強度デ

ータシートを８冊、破面写真集を１冊、

資料集を１冊の計３０冊を発行し、国内

外約 600 の機関に発送した。クリープデ

ータシートの成果は、『発電用火力設備の

技術基準の解釈』の許容応力及び『高ク

ロム鋼の寿命評価式』の改訂に反映され

た。また、外部機関からの依頼による計

５件の事故調査を実施した。NIMS 物

質・材料データベース MatNavi では、

高分子 DB、超伝導 DB、拡散 DB および

データシートオンライン等についてのデ

ータ拡充を継続的に行うとともに、NIMS
の研究者が開発した放射性物質の除去・

回収技術のための DB、界面結合予測シス

テムおよび傾斜機能材料 DB を MatNavi
に追加し、一般公開を開始した。2015 年

１．長期的・継続的に行ってきたクリープや疲労

試験等を確実に遂行し、データシートの発行が

着実に行われ、各種構造材料を安全かつ効率的

に利用するための材料特性データを生産し、寿

命予測の高精度化に基づく設計基準等への反映

や国産ロケットの信頼性向上にも貢献する等、

顕著な成果をあげていると評価できる。また、

MatNavi では、平成 25 年度に引き続き１万人

を超える新規ユーザの登録があり、アクセス数

も継続的に増えていることは、極めて顕著な成

果であると評価できる。また、マテリアルイン

フォマティックス基盤整備にも取り組んでお

り、今後のハブ機関としての役割が期待できる。 

評定 Ａ 評定  
材料データシート、物質・材料

データベースの運営等を通じ

て、産業界に資する基礎データ

が高い水準で整備されている。

データシートについては期間中

に約 30 件を新たに発行し、国内

外の 500 以上の機関に発送する

とともに、公的機関からの事故

調査依頼対応への利用、クリー

プデータシートの成果の「発電

用火力設備の技術基準の解釈」

等の改訂への反映など、幅広く

外部の利用に供する形で質の充

実にも配慮しつつ整備が進めら

れている。また、データベース

についても物質・材料分野で世

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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ベース等の整備・発

信を行う。また、機

構の研究活動から得

られた新物質・新材

料等の標準化を目指

し、幅広く配布活動

を実施するととも

に、物質・材料分野

の国際標準化活動に

寄与する。 

材料等の成果物を社

会に普及させるた

め、機構が物質の特

性値を同定し、それ

を計測の標準となる

物質として幅広く配

布する。さらに、材

料評価分野に貢献す

るため、人工骨材料

の物性評価法など新

材料の特性に係る信

頼性の高い計測・評

価方法等についても

国際共同研究を行

い、今後の物質・材

料分野の国際標準化

活動に寄与する。   
 

 
 
 
 
 
 
 
 
２．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当無し 

 

3 月末で登録者が 153 ヶ国、24,284 機関

から 101,036 人（国内: 73,086 人 海外: 
27,950 人）となり、1 年間で 11,384 人の

新規ユーザ登録があった。また、昨年よ

り引き続き、毎月 150 万件前後のアクセ

スがあった。 
 
 
 
 
 
 

界最大級の規模を維持しつつユ

ーザー数が継続的に大幅増加し

ている（平成 26 年度末時点で

153 か国、 24,284 機関から

101,036 人が登録。直近１年での

新規登録者数は 11,384 人）。 
今後の更なる取組として、国際

競争力確保の観点からも、蓄積

した材料情報の取り扱いについ

て議論を期待する。 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．４ 物質・材料研究に係る国際的ネットワークと国際的な研究拠点の構築 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑫ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

国際共著論

文発表数 
300 421 452 511 596   予算額（百万円） ― ― ― ―  

外国人研究

者比率 
35％ 35％ 34.3％ 34.3％ 34.1％   決算額（百万円） 12,355 

の内数 
11,109 

の内数 
10,953 

の内数 
10,239 

の内数 
 

        経常費用（百万円） ― ― ― ―  
        経常利益（百万円） ― ― ― ―  
        行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 28 28 31 32  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 世界的に頭脳循環

（ブレインサーキュ

レーション）が進み、

優れた人材の獲得競

争がますます熾烈と

なる中で、機構は、

ボーダレスな研究環

境の構築を進め、異

質な人材・研究の融

合促進による研究活

動の活性化を図る。

そのため、機構は、

「世界材料研究所フ

ォーラム」等のこれ

まで構築してきた国

際ネットワークを積

機構は、世界を代表

する物質・材料分野

の研究機関等により

構成される「世界材

料研究所フォーラ

ム」の運営や国際連

携協定の締結等を通

じて国際ネットワー

クを構築してきた。

今後、この国際ネッ

トワークを本格的に

活用し、日常的な研

究活動における海外

研究者との意見交

換、研究者の派遣及

び招へい、国際シン

１．着実かつ効率的な運営

により、ボーダレスな研

究環境の構築を進め、異

質な人材・研究の融合促

進による研究活動の活性

化を図ったか。 
（科学技術イノベーション

創出・課題解決のた 
めのシステムの推進の観

点、研究者、研究開 
発マネジメント人材の育

成・支援の観点、研 
究開発環境の整備・充実の

観点、国際的観点） 
 
 
２．中長期計画における以

下の目標の進捗状況は適

切か。 

１．材料科学に関する国際共通課題に対し

て公的材料研究機関が協力すべく設立され

た世界材料研究所フォーラム（WMRIF）を、

監事機関と協 
力しながら 21 ヵ国、50 機関を網羅する

国際的ネットワークへと成長させ、多機関

間の国際連携を発展させた。  
 
 
 
 

 
 
 
 
 
２．中長期計画における目標の進捗状況 
 
 

１．世界材料研究所フォーラム（WMRIF）を大

きく成長させた他、独自のネットワーク構築を進

めることで、国際的な多機関間ネットワークを拡

大できた。また、国際連携協定の締結数は平均し

て 200 件程度を超えており、見直しをしつつも継

続して国際的連携を維持することができた。特に、 
包括協力協定においては世界的な評価が非常に

高い大学等だけではなく、政府或いは各国科学ア

カデミー等との連携を進め、各国の窓口機関を通

じた幅広い連携交流の端緒を開けた。 
 
 
 
 
 
 
２．各目標において、着実に成果が得られており、

目標の進捗状況は適切であると評価できる。 
 

評定 Ｂ 評定  
国際会議の開催等を通じた国際

連携の強化、国際連携協定の新

規締結・維持、目標をはるかに

上回る数の国際共著論文の発

表、外国人研究者比率の維持な

ど、国際的ネットワークと国際

的な研究拠点の構築に着実に取

り組んでいる。 
今後の取組として、国際的ネッ

トワーク構築の戦略、連携セン

ターの選定理由の明確化を期待

する。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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極的に活用する。ま

た、世界トップレベ

ル研究拠点である国

際ナノアーキテクト

ニクス研究拠点にお

ける国際的に開かれ

た環境の構築と、そ

れを土壌として生み

出される挑戦的な研

究を引き続き実施す

るとともに、同拠点

の取組を牽引力とし

て機構全体の研究開

発システムを改革す

る。 

ポジウムの開催等の

国際活動を実施する

とともに、急成長が

見込まれるアジアの

新興国等の動向も注

視しつつ戦略的に研

究協力を展開する。

国際連携協定の締結

機関数については、

本中期目標期間中を

通して、毎年度平均

で 200 機関程度を維

持する。また、国際

活動を具体的な研究

成果に結実させるこ

とが重要であること

から、国際共著論文

発表数を、機構全体

として毎年平均で

300 件程度に維持す

る。 
加速する世界規模の

頭脳循環に対応し、

卓越した外国人研究

者を確保するため、

これまでMANAをは

じめとして、国際的

な研究環境の整備や

若手研究者の獲得・

育成等に取り組んで

きたが、その経験を

機構全体の国際化に

反映していく。具体

的には、事務部門の

バイリンガル化等に

より外国人研究者が

不自由を感じない研

究環境を確立する。

また、機構全体の研

究者数のうち外国人

研究者数の比率を、

（科学技術イノベーション

創出・課題解決のた 
めのシステムの推進の観

点、研究者、研究開 
発マネジメント人材の育

成・支援の観点、研 
究開発環境の整備・充実の

観点、国際的観点、時間

的観点） 
 

①国際連携協定の締結機

関数については、本中

長期目標期間中を通し

て、毎年度平均で 200

機関程度を維持する。 
 
 
 
 

②国際共著論文発表数

を、機構全体として毎

年平均で300件程度に

維持する。 

 

③機構全体の研究者数の

うち外国人研究者数の

比率を、毎年度平均で

35%以上とする。  

 
 
３．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
 該当無し 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 国際連携協定については、期間中の国

際連携協定は平均 200 件をを超えた他、包

括協力協定は 21 件の新規協定を締結した。

内 7 件は政府、科学アカデミー等当該国・

地域の複数機関の窓口となる組織であり、

これら機関を通じた更に広い連携をするこ

とを可能とした。 
 
 
②国際共著論文数は 596 件であった。 
 

 
 
 
③平成 26 年度の機構全体の研究者のうち

外国人研究者数の比率は 34.9％であった。

（平成 27 年 1 月 1 日現在） 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①国際連携協定が、中長期計画に定めた基準値を

上回って、目標達成の見込みであり、順調に進

捗していると評価できる。 

 
 
 
 
 
 
②国際共著論文数が中長期計画に定めた基準値を

上回って、目標達成の見込みであり、順調に進

捗していると評価できる。 

 
 
③外国人研究者の比率がわずかに数値目標を下回

ったものの、平成 25 年度を上回っている。目標

の達成に向け、より、外国人研究者の比率を高

めることが期待される。 
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毎年度平均で 35%以

上とする。 
MANA においては、

毎年度のフォローア

ップや中間評価の結

果等を踏まえ、国際

的・学際的環境の構

築、若手研究者や若

手研究リーダーの育

成、英語の公用語化

などによる国際化等

の研究開発システム

改革について取組を

強化する。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．５ 物質・材料研究に係る産学独連携の構築 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑬ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

大型共同研

究実施件数 5 15 17 18 20   
予算額（百万円） ― ― ― ―  

プレ共同研

究による収

入 
― 66 百万円 87 百万円 73 百万円 128 百万円  

 
決算額（百万円） 9,440 

の内数 
8,444 

の内数 
8,458 

の内数 
8,736 

の内数  

資金受領型

共同研究に

よる収入 
― 548 百万円 713 百万円 703 百万円 ―  

 
経常費用（百万円） ― ― ― ―  

        経常利益（百万円） ― ― ― ―  

        行政サービス実施コ

スト（百万円） ― ― ― ―  

         従事人員数（人） 43 53 55 56  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 科学技術の複雑化、

研究開発活動の大規

模化、経済社会のグ

ローバル化の進展に

伴う、オープンイノ

ベーションの必要性

の高まりなどを踏ま

え、機構の成果、研

究ポテンシャル等を

活用した産学独の連

携を一層深化する。

機構の研究成果を企

業等へ橋渡しするた

機構で創出した研究

成果を企業等に橋渡

しし、実用化につな

げるため、機構は産

独の実用化側機関と

共同研究等の連携活

動を積極的に実施す

る。この活動におい

ては、機構の研究部

署を横断的に総括す

る理事長が直接進捗

を管理する体制を整

備する。 

１．機構で創出した研究成

果を企業等に橋渡しし、

実用化につなげるため、

機構は産独の実用化側機

関と共同研究等の連携活

動を積極的に実施した

か。 
（科学技術イノベーション

創出・課題解決のた 
めのシステムの推進の観

点、研究者、研究開 
発マネジメント人材の育

成・支援の観点、研 
究開発環境の整備・充実の

観点、社会的経済的観点） 
 

１．研究成果を実用化につなげるため、企

業とのプレ共同研究活動を推進し、第3期

合計429百万円（H23：66百万円、H24：87

百万円、H2573百万円、H26：128百万円、

H27：75百万円）の収益を得た。この活動

をベースに、更に本格的な資金受領型共

同研究につなげ、第3期合計3,377百万円

（H23：548百万円、H24：713百万円、H25：

703百万円、H27：700百万円）の収益を得

た。組織的な共同研究を行うことに力を

入れることにより、資金受領型の共同研

究契約件数が増加傾向にある。(H23：99

件、H24：97件、H25：112件、H26：112

件、H27：120件)。また、大企業だけでな

く中堅・中小企業との連携をさらに強化

するため、平成26年度より「NIMSパート

１．研究成果を我が国の国際競争力強化に結びつ

けるため、企業との組織的、個別的連携、さら

には会員制で企業が参加する「NIMS オープンイ

ノベーションセンター(NOIC)」を一層強化する

取組を積極的に実施したと評価できる。また、

企業との共同研究を推進し、第 3 期の共同研究

費合計（3,377 百万円）が第 2 期(2,714 百万円)

を大きく超える収益を上げたことは評価でき

る。また、大企業だけではなく、中堅・中小企

業との連携強化を図っていることは評価でき

る。 

 

 

 

 

 

評定 Ａ 評定  
共同研究の研究費規模・件数が

当初計画を大きく上回る水準で

継続的に増加する（1 千万円以上

の大型共同研究件数の平均が、

当初計画（年平均 5 件）比で 3
倍以上（17.5 件））とともに、グ

ローバル先端技術企業との組織

的大型企業連携（期間中に 3 件

の新規発足を含む計 6 件）、国内

外の連係・連携大学院（50 校以

上、教員数・学生数ともに 150
名以上の規模）、つくばイノベー

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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め、企業等にとって

魅力のある連携モデ

ルを構築・運用し、

機構のトップマネジ

メントにより連携活

動を実施する。一方、

学独連携について

は、将来の物質・材

料研究を担う若手人

材の育成への貢献に

加え、機構の研究活

動の活性化や研究ポ

テンシャルの向上を

目指し、大学等との

連携を強化する。ま

た、機構は、産業技

術総合研究所、筑波

大学、産業界と連携

し、つくばイノベー

ションアリーナに参

画する。この枠組み

の下で、機構の有す

る先端的な研究施設

及び設備の活用を進

めつつ、環境・エネ

ルギー分野等の革新

的材料の創出を明確

に指向した取組を企

業との共同研究等に

より実施するほか、

物質・材料研究を支

える若手人材を育成

する。 

連携に当たっては、

企業等を機構に惹き

付けるための仕組み

が重要であるため、

１．１及び１．２の

研究業務により機構

に蓄積される研究ポ

テンシャル、３．１

により共用に供され

る先端的な研究施設

及び設備を誘因と

し、２．２で述べた

知的財産の優先使用

や共有についての柔

軟な対応とも組み合

わせて、企業にとっ

て魅力のある制度を

新しい連携モデルと

して確立する。 
企業との共同研究に

ついては、理事長等

が企業と直接合意す

ることにより組織的

に連携する大型共同

研究を重視し、毎年

度平均で５件以上の

大型共同研究を実施

する。 
また、機構の研究活

動の活性化や将来の

物質・材料研究を担

う若手人材の育成に

資するため、大学院

生や研修生の受入

れ、大学への講師と

しての研究者派遣の

協力等を行うことな

どにより、大学との

連携強化に取り組

む。 
機構は、国内外の学

 
 
 
 
２．将来の物質・材料研究

を担う若手人材の育成へ

の貢献に加え、機構の研

究活動の活性化や研究ポ

テンシャルの向上を目指

し、大学等との連携を強

化したか。 
（科学技術イノベーション

創出・課題解決のた 
めのシステムの推進の観

点、研究者、研究開 
発マネジメント人材の育

成・支援の観点、研 
究開発環境の整備・充実の

観点、社会的・経済的観

点） 
 
 
 
 
３．つくばイノベーション

アリーナの枠組みの下

で、機構の有する先端的

な研究施設及び設備の活

用を進めつつ、環境・エ

ネルギー分野等の革新的

材料の創出を明確に指向

した取組を企業との共同

研究等により実施するほ

か、物質・材料研究を支

える若手人材を育成した

か。  
（科学技術イノベーション

創出・課題解決のた 
めのシステムの推進の観

点、研究者、研究開 
発マネジメント人材の育

成・支援の観点、研 
究開発環境の整備・充実の

観点、社会的・経済的観

点） 
 
 
 
 

ナーズ倶楽部」を設立し、研究成果や保

有特許を会員企業へ紹介するサービスを

開始した。 

 

２．大学院生や研修生は、年平均 366 名の

受入を行った。筑波大学、北海道大学、

早稲田大学及び九州大学と実施している

連係大学院制度を継続して運営してい

る。また、ポーランド ワルシャワ工科

大学、チェコ カレル大学とも同様の連

係大学院を実施し、特にワルシャワ工科

大学からは 10 名の学生を受け入れた。連

携大学院制度については、国内では千葉

大学やお茶の水女子大学をはじめとする

4 校と、国外ではストラスブール大学、国

立台湾大学をはじめとする 9 校と新規連

携を開始したが、世界ランキング 200 位

以内又は国内トップレベルの大学に限る

など、より戦略的な方針を取った。また、

既存の連携大学院からの学生も継続的に

受け入れると供に、実績の無い大学との

協定見直しを図るなど、連携の実質的な

強化に取り組んだ。 
 
３．会員制研究連携 NIMS オープンイノベー

ションセンター（NOIC：旧称 TIA ナノグ

リーン）は、つくばイノベーションアリ

ーナの枠組みの下で NIMS が主体となっ

て制度設計が進められ、H24 年度に筑波

大、産総研並びに企業 9 社の参画により

発足した。H27 年度には筑波大、産総研

と連携した運営体制を維持しつつ、海外

企業 2 社、つくば地区の中堅企業 1 社を

含む 13 社並びにつくば地区以外の 3 大学

を含む 6 機関にまで会員数が増加した。

この間 10,000 万円程度の会費収入を維持

し、H27 年には 10,206 万円を得た。H25

年度から H26 年度にかけては、企業会員

との技術動向調査を元に、熱エネルギー

変換材料について企業ニーズを反映させ

た共通のテーマを構築した。この活動を

参考に、H26 年度には電池材料の共通テ

ーマの設定並びにこれを推進するための

研究分担を決定した。また、新規テーマ

探索のため、H25 年度から一般公開のワ

ークショップを開始し、H26 年度には

NIMS と共に新規テーマ検討を行うため

の新たな会員区分や委員会が設置され、

H27 年度より本格的に始動した。このよ

 

 

 

 

２．平成 16 年に筑波大学との連係大学院制度によ

る学生受入が開始されたが、その後、北海道大学、

早稲田大学、九州大学との連係大学院が発足し、

合計 4 校で学生を受け入れている。平成 26 年度

の学生在籍者数は 4 連係全体で 120 名であり、平

成 26 年度末の修了者延べ人数は博士課程 139 名、

修士課程 110 名であることから、本制度の人材育

成への高い貢献度を示せたものと判断する。 
さらに国内外の連携大学院も拡張をする一方

で、活動の度合いに応じた連携大学院の見直しを

行い、数だけではなく合同 WS の開催など交流の

質の維持を図ることができた。 
また、連携の枠組みにとらわれずに受入可能

なインターンシップ制度でも平成 23 年度より平

成 26 年度まで、毎年平均 150 名（日本人約 4 割）

の学生を受け入れており、学生受入を介した大学

の教育活動への貢献を果たしたものと判断され

る。 
 
 

 

３． H24 年度の発足時と比べ H27 年度には会員数

を増加（4社、4機関増）させるだけでなく、企業

の多様性や大学のつくば地区以外への広がりを実

現し、この間継続して 10,000 万円程度（4 年間の

年平均 1 億円超）の会費収入を得たことは会員の

満足度を維持していると評価できる。また既存の

研究テーマへの技術動向調査を元にした企業ニー

ズの反映並びに新規テーマ探索の制度構築及び新

規テーマ 2 件の設置を行ったことは研究成果の応

用に関する方向性を明確にする活動として評価で

きる。さらに、共用設備の企業利用数伸張、筑波

大との人材育成へ貢献する活動を継続しているこ

とも評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ションアリーナでの設備活用・

共同研究・若手人材の育成など、

産学独連携の構築に十分かつ幅

広い取組が見られる。 
今後の更なる取組として、連携

施設とのネットワークの継続的

構築等を期待する。 
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会・研究集会等への

積極的な参加・協力

を研究者に促すこと

により、学協会活動

の活性化に貢献す

る。 
加えて、国家戦略に

基づき、産業技術総

合研究所、筑波大学、

産業界との連携の

下、つくばイノベー

ションアリーナに参

画し、機構の有する

先端的な研究施設及

び設備を活用しつ

つ、環境・エネルギ

ー等地球規模課題の

解決を明確に指向し

た研究開発をはじめ

として企業等との共

同研究を実施するほ

か、物質・材料分野

の若手人材の育成に

取り組む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．中長期計画における以

下の目標の進捗状況は適

切か。 
 （科学技術イノベーショ

ン創出・課題解決の 
ためのシステムの推進の観

点、研究者、研究 
開発マネジメント人材の育

成・支援の観点、 
研究開発環境の整備・充実

の観点） 
 
 ①毎年度平均で５件以上

の企業との大型共同研

究を実施する。 
 
 
 
 
５．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項（長として

の資質の観点） 
 

うな活動を通じて、発足時からの電池、

磁性、熱エネルギー変換材料の 3 テーマ

を継続しながら、H27 年度からはナノエ

レクトロニクス材料を正式な新規テーマ

として扱うこととなった。これらの研究

活動は、低炭素ハブ拠点等の共用設備を

活用して行い、企業の設備利用数伸張に

も貢献した。さらに、筑波大生のインタ

ーンシップ受入を継続して行うととも

に、H25 年度からは同大サマースクール

に会員企業からアドバイザーとして参画

頂いた。 

 
４．中長期計画における目標の進捗状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①20 社の企業と研究費１千万円を超える大

型共同研究を実施した。 

 

 

 
 
 
・組織的企業連携において、理事長自ら相

手企業に出向き、トップ会談など行った(三
菱化学、サンゴバン、ロールスロイス、Ｇ

Ｅ、ボーイング)。また、理事長のネットワ

ークを活用し、新たな企業との連携を生み

出すこともできた。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．顕著な成果が得られており、目標を上回るペ

ースで進捗していると評価できる。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

①目標となる基準値を上回る大型共同研究を実施

し、世界 トップクラスのグローバル企業から、

その事業分野における5～10年先の市場動向の

的確な情報を入手し、材料科学分野の研究への

大きな指針としたことは評価できる。 
 
 
・理事長が自ら企業に出向きトップ会談を行うな

ど、リーダーシップを発揮し、企業連携の方向性、

位置づけを示すことにより、連携の加速につなが

っていることは評価できる。 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．３．６ 物質・材料研究に係る分析・戦略企画及び情報発信 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑭ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

        予算額（百万円） ― ― ― ―  
        決算額（百万円） 4,577 

の内数 
4,590 

の内数 
4,673 

の内数 
4,054 

の内数 
 

        経常費用（百万円） ― ― ― ―  
        経常利益（百万円） ― ― ― ―  
        行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ―  

         従事人員数（人） 14 17 15 14  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構が、物質・材料

研究に対する社会か

らの要請に応えてい

くためには、関連す

る国家戦略、国際情

勢、技術動向等を定

常的に把握・分析し

ていく必要がある。

このような活動は、

長期的な視点で物

質・材料研究に取り

組んでいる機構でこ

そなし得る活動であ

る。このような活動

の成果を、機構の研

究戦略の企画やプロ

ジェクトの実施計画

地球規模課題解決等

の社会的ニーズに応

えるため、かかる社会

的ニーズ、さらにはそ

の背景にある国家戦

略や国際情勢を掘り

下げて分析し、その結

果を機構の研究戦略

の企画やプロジェク

トの実施計画立案に

つなげる。その際、機

構が物質・材料研究の

現場を有している強

みを活かし、実際の研

究活動を通じて得ら

れる内外の研究動向

の情報をも併せて分

１．物質・材料研究に関連

する国家戦略、国際情勢、

技術動向等を定常的に把

握・分析したか。 
（科学技術イノベーション

創出・課題解決のための

システムの推進の観点、

研究者、研究開発マネジ

メント人材の育成・支援

の観点、研究開発環境の

整備・充実の観点、国際

的観点、その他） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①平成２３年度は物質・材料研究に関する

世界動向の把握および材料研究所の国際ベ

ンチマーキングに資するべく、世界材料研

究所フォーラム、国際ナノテクノロジー会

議、アジアナノフォーラム、日加ナノテク

ノロジーワークショップの事務局を務め、

調査分析活動の足場を固めた。中核機能事

業の企画に資するべく、世界の主要ナノテ

クインフラの現地調査、環境・エネルギー

分野におけるオープンイノベーションに関

する米国現地調査等を行った。 
②平成２４年度は、閣議決定(H24. 1. 20)に
従い、材料研究所運営に関する国際的基準

を設定すべく、ベンチマーキングを行った。

具体的には文献調査および世界材料研究所

フォーラム加盟機関へのアンケート調査を

行い、レポート「材料研究所運営に関する

国際ベンチマーキング」を作成した。さら

に、本レポートに基づき研究体制（先端的

計測・解析技術、計算科学技術、データベ

ースの強化・リンク）、企業連携（共用施設

１．物質・材料研究に関連する国家戦略、国際情

勢、技術動向等をフィーラムや現地調査活動など

を通じて幅広く収集に努め、物質科学分野中核と

なってネットワークを構築し、定常的に把握・分

析した活動は高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 評定  
重要分野についての主要国の技

術動向の調査及び研究戦略への

反映、海外の研究機関との連携

による学術誌の発行（論文の質

を示す値も高い水準）など、分

析・戦略企画及び情報発信を着

実に実施している。 
今後の取組として、情報発信の

在り方について継続的なレビュ

ーを期待する。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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に反映させるととも

に、積極的に社会に

発信していく。 

析する。これらによ

り、特に 1.1.2 のプロ

ジェクトの目標を国

家戦略に直接結びつ

いたものとする。 
また、この分析・戦略

企画の過程において

得られたデータ、分析

結果については積極

的に社会に発信する。 
さらに、機構は、国内

外の物質・材料分野に

係る研究活動等の全

般的動向に関する情

報を、国内外の研究

者・技術者が活用可能

な形で発信するため

に 、 国 際 学 術 誌

「 STAM (Science 
and Technology of 
Advanced 
Materials) 」の発行

等を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．上記活動の成果を、機

構の研究戦略の企画やプ

ロジェクトの実施計画に

反映させるとともに、積

極的に社会に発信した

か。 
（科学技術イノベーション

創出・課題解決のた 
めのシステムの推進の観

点、研究者、研究開 
発マネジメント人材の育

成・支援の観点、研 
究開発環境の整備・充実の

観点、国際的観点） 
 
 

の促進）、人材（女性研究者の活用）から国

際基準を設定し、政府に報告した。 
③平成２５年度は経済産業省未来開拓研究

「革新的新構造材料等技術開発」に参画し、

自動車軽量化のための材料技術開発に関す

る海外動向調査分析を行った。本調査では、

複合材料、金属材料（アルミ、チタン、マ

グネシウム、鉄鋼）およびこれらの接合技

術を対象として、国際ベンチマーキングの

対象となりうる日米亜の 12 の研究・ファン

ディング機関（世界材料研究所フォーラム

加盟 5 機関を含む）の現地訪問調査を行い、

軽量化のための車体構造ハイブリッド化の

実現に不可欠な異種材料接合技術、材料パ

フォーマンス計測・評価技術等に関する知

見を得た。 

④平成２６年度の重要研究分野の調査・分

析として、前年度に着手開始した①マテリ

アルズ・インフォマティクス、および②熱

電材料に関するテーマを伸展させた。マテ

リアルズ・インフォマティクスは、「材料工

学におけるデータ活用の高度化」に関連す

る研究開発の意義、現状の把握、そして今

後の展開可能性についての検討を目的とし

て、調査分析活動を行い、マテリアルズ・

インフォマティクス関連の国内外著名研究

者を講師として招聘する勉強会「理事長主

催勉強会シリーズ マテリアルズ・インフ 

ォマティックス」を企画。2014 年 2 月か

ら 2015 年 1 月にかけて 8 回のオープンな勉

強会を開催し、延べ 700 名 （ＮＩＭＳ所

属外 180 名）以上を動員した。 

 

①平成２３年度は、重要研究分野の動向調

査として、NIMS Conference テーマに関す

る調査の企画を立ち上げ、構造材料の研究

開発動向に関する調査報告書（第 1 報）を

作成した。これは、前期中期計画期間評価 
コメント、「国内外の研究者や企業技術者

のニーズを明確に分析することも必要であ

る。」、にも応えるものである。 
②平成２４年度は NIMS Conference テー

マである構造材料研究に関する調査を行

い、レポート「社会インフラ材料研究の新

たな展開」を作成した。本レポートは、安

全・安心な持続性社会の構築に向けて、社

会インフラ材料を取り巻く産業・施策の動

向、研究開発課題、将来の研究の方向性、

NIMS の果たすべき役割などについて述べ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．物質・材料研究にかかる情報を収集するばか

りでなく、国内外の同分野研究に関わる研究者・

技術者にとって分かりやすく、また質の高い情報

発信源として研究機関ならではの高い質、そして

幅広い配信網を活かし、情報の収集・分析・発信

を実施したことは評価できる。 
 学術誌 STAM の発行において、海外との日本初

の共同刊行協定を結んだことは、STAM をこれま

で以上に国際化するとともに、日本発学術誌とし

ても初めての国際連携である。これにより、材料

科学国際コミュニティにおける重要性を増すこと

になる。このように、日本が強い材料科学分野に

おいて、世界における日本学術誌の認知を高める

ことは、情報発信強化としてきわめて重要であり、

高く評価できる。また、文部科学省が強調する『日

本の学術ジャーナルの国際化』をリードすること
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た。本レポートは政府の国土強靭化計画に

対応して、NIMS の方針を産官の関係機関

に説明する際に大いに活用された。 
③平成２５年度からはマテリアルズ・イン

フォマティクスこれらの活動を通じて、関

連研究者とのネットワークが新たに構築さ

れ、NIMS において新たな組織であるマテリ

アルズ・インフォマティックスプラットフ

ォームの創設等、将来的な関連研究の拡大

に向けた研究体制の強化につなげた。 
④平成２６年度の熱電材料のテーマについ

ては、調査分析室レポート「熱電」

（NIMS-RAO-FY2014-2）として取り纏め、

平成 27年１月にレポートとして発刊に至

った。熱電材料に関しては、 ＮＩＭＳオ

ープンイノベーションセンター（ＮＯＩ

Ｃ）とともに議論を続け、更なる調査情

報と NIMS 研究者の見識を加えて、国内外

の幅広い最新の材料技術と動向について

調査分析したものである。 

さらに、情報発信を推進する事業とし

て、情報共有・発信ネットワークの強化

を行った。具体的には、①研究者総覧

SAMURAI の発信機能の強化、②コロイド

フォトニック結晶等の研究情報発信サイ

ト③NIMS 発表の論文データベース「NIMS 

Papers」の機能強化による活用支援、④

国 際 学 術 誌 「 STAM (Science and 

Technology of Advanced Materials) 」の編

集発行を継続して行った。STAM 誌につい

ては、スイスの国立研究機関Swiss Federal 

Laboratories for Materials Science and 

Technology と共同刊行協定を結び、日本

で初めての国際連携によるオープンアク

セス出版強化を実現する先例となった。

内容においても、構造材料から生体材料

まで幅広い材料科学分野を網羅し、優れ

た論文特集を組み、国内外のメディアを

通して配信した。日本発学術誌として、

材料科学分野で国内トップのインパクト

ファクター3.513 を達成し、国際的にも上

位 13.8%にランクインした。これは 2009

年以来 5 年連続で国内一位である。また

同誌の論文は、年間ダウンロード数が 54

万件を超え、ジャーナルの質・国際性・

遡及性の向上を達成した。 

また、情報流通基盤及び社会への積極的な

研究成果の発信を実現するため、⑤デジ

タルライブラリーシステム（機関リポジ

は、極めて重要な社会貢献であると評価できる。 
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３．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当無し 

 

トリシステム）「NIMS eSciDoc」の推進を

はかるとともに、国内他機関との連携を

進めた。特に③「NIMS Papers」において、

Altmetrics を利用することにより、論文が

ソーシャルメディア上でどのように言及

されているか、調べられるようになって

いる。また、SAMURAI では、NIMS がトム

ソン・ロイター社による 2014 年引用数上

位 1%の論文数ランキングで国内１位にラ

ンクした材料科学分野と同様の分野分類

方式を採用し、新聞等のメディアに掲載

された NIMS のパフォーマンスの実態に

ついて外部へ示している。 

 
 
 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－１ 見込評価 項目別評価調書 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ．４．１ 事故等調査への協力 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人物質・材料研究機構法第十五条 
第五号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 ⑮ 主な参考指標情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度   平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

        予算額（百万円） ― ― ― ―  
        決算額（百万円） 4,577 

の内数 
4,590 

の内数 
4,673 

の内数 
4,054 

の内数 
 

        経常費用（百万円） ― ― ― ―  
        経常利益（百万円） ― ― ― ―  
        行政サービス実施コ

スト（百万円） 
― ― ― ― 

 

         従事人員数（人） 37 44 43 51  
注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  公的機関からの依頼

等に応じて、機構の

ポテンシャルを活用

し、事故等調査への

協力を適切に行う。 

１．公的機関からの依頼等

に応じて、機構のポテン

シャルを活用し、事故等

調査への協力を適切に行

ったか。 

（その他の観点） 
 
２．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当無し 

 

１．警察署、国土交通省運輸安全委員会、

京都地裁などからの依頼 7 件に応じて、

機構のポテンシャルを活用し、事故等調

査への協力を適切に行った 。 

 

 
 

１．各年度、公的機関からの依頼に応じて、機構

のポテンシャルを活用し、事故等調査への協力

を適切に行ったことは高く評価できる。 

 

評定 Ｂ 評定  
公的機関からの協力要請に基づ

き、機構のポテンシャルを活用

し、事故等調査への協力を着実

に実施している。 
 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１ 組織編成の基本方針 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構内の部署間の連

携を強化することに

より、機構全体として

の総合力を発揮し、従

来よりも一段階上の

組織パフォーマンス

を目指す研究体制を

構築する。また、研究

開発の重点化、研究の

進展、有望なシーズ発

掘などに機動的に対

応するために、部署間

の人員再配置、時限的

研究組織の設置など、

弾力的に組織を見直

す。 
研究職、エンジニア職

及び事務職の職員全

体について、能力や業

務量の変動等に応じ

プロジェクトの進展

に伴い研究テーマの

細分化が進むことが

予想されるが、それが

組織の縦割り化につ

ながらないよう、研究

分野間の協働、情報交

換が日常的に行われ

るような組織体制が

必要である。従 って、

研究部署自体は研究

者の専門分野別に編

成するものの、重点研

究開発領域やその下

で実施されるプロジ

ェクトは専門分野別

の研究部署を横断し

て設定できる柔軟な

研究体制を整備する。 
また、社会的ニーズの

１．機構内の部署間の連携

を強化することにより、

機構全体としての総合力

を発揮し、従来よりも一

段階上の組織パフォーマ

ンスを目指す研究体制を

構築したか。 

（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体

制の観点）、（適正性の

観点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネジメン

ト・体制の確保の観点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．研究開発の重点化、研

究の進展、有望なシーズ

１．第 3 期中長期目標期間では、組織を適度に階

層化し、多数の研究ユニットを 3 部門、1 セン

ターにグルーピングして部門長及びセンター

長を配置している。また、国からの受託等によ

り、オールジャパンの中枢的機能を担う組織は

部門からは独立させた。ただし、受託事業を通

じて得られた成果は部門等において活用する

等 NIMS全体として組織の一体的運営を図って

いる。さらに、MANA の取組みを NIMS 全体に

敷衍するため、事務職員のバイリンガル化につ

いて、今期を通して事務職員への英語研修を実

施した。加えて、平成 25 年度からは中核機能

部門内の安全管理面の強化、業務の促進のた

め、ステーション内に新たな階層としてグルー

プを設置し、研究支援組織のパフォーマンス向

上を図ったほか、分野間融合を必要とする新規

研究分野に関する理事長主催の勉強会を開催

し、分野間連携及び融合についての啓発を図っ

た。 

 

２．第 3 期中期目標期間にあっては、国の要請、

社会ニーズ等に迅速に対応すべく数々の研究

又は研究支援組織を設置した。希少元素代替材

料研究の促進、構造材料研究分野における国土

１．平成 23 年度より導入した研究部門の

階層化、分担管理化は今期中長期目標

期間を通じて適切に機能したと評価で

きる。また、事務職員への英語研修を

継続実施してきたことは、NIMS の国際

化に向けた不断の取組として評価でき

る。さらに、研究支援を行うステーシ

ョンの組織体制を強化し、研究支援組

織のパフォーマンス向上を図るととも

に、新分野への啓発を行う勉強会を多

数回開催し、研究者の分野間連携及び

融合を図ったことは評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．新規研究分野の立上げ、重点化のた

評定 Ｂ 評定  
研究開発の重点化、イノベーショ

ン創出を推進する組織の設置、能

力・業務量の変動等に応じた柔軟

な人事配置の見直しを行うなど、

国や社会のニーズの変化に応じた

組織編成を実施している。 
今後の取組として、部門間協力の

可視化が期待される。 
 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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て柔軟に人事配置を

見直す。 
変化に対応して研究

組織自体も柔軟かつ

機動的に改廃してい

く。 
さらに、分野が異なる

多数の専門家間の組

織的連携が必要な場

合には、時限的研究組

織を設置して対応す

る。その組織形態は柔

軟なものとし、人員配

置についても専任、併

任等を適切に組み合

わせて弾力的に行う。 
研究職、エンジニア職

及び事務職の全体に

おいて、機構の業務が

最適に遂行されるよ

う、合理的な人員配置

を行う。特に、研究活

動を底支えする研究

支援者・技術者につい

ては、その能力を遺憾

なく発揮し、研究業務

に積極的に貢献でき

るよう、能力に応じた

適切な人員配置や業

務量の変動等に応じ

た柔軟な体制を確保

する。 

発掘などに機動的に対応

するために、部署間の人

員再配置、時限的研究組

織の設置など、弾力的に

組織を見直す。研究職、

エンジニア職及び事務職

の職員全体について、能

力や業務量の変動等に応

じて柔軟に人事配置を見

直したか。 

（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体

制の観点）、（適正性の

観点）、（適正、効果的

かつ効率的なマネジメン

ト・体制の確保の観点） 

 

 

 

 

３．研究職、エンジニア職

及び事務職の職員全体に

ついて、能力や業務量の

変動等に応じて柔軟に人

事配置を見直したか。 
（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
４．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当無し 

 

強靭化又は新たな材料設計手法の確立、といっ

た各研究分野の充実化のため、元素戦略磁性材

料研究拠点、構造材料研究拠点及びマテリアル

ズ・プラットフォームセンターを設置したほ

か、外部研究機関との不断の連携活動の結実と

して、「NIMS－天津大学連携研究センター」等

の学術連携センターを設立した。また、機構に

期待されるハブ機能の強化のため、研究施設の

供用促進を全国規模で図るものとしてナノテ

クノロジープラットフォームセンター及び各

種プラットフォームを整備し、企業・大学を巻

き込んだオープンイノベーション活動の加速

に資する NIMSオープンイノベーションセンタ

ーを設立するとともに、研究課題・成果の取扱

いにおいてオープンとクローズドのミックス

スキームによって共同研究を推進する新たな

試みとして、領域別企業連携センター「磁性材

料連携センター」、「次世代蛍光体イノベーショ

ンセンター」を立ち上げた。 

 

３． 調査分析・戦略企画機能の増強のためのエ

ンジニア職の採用、元素戦略磁性材料研究拠点

の設立に際しての研究マネージャーの採用、新

規研究分野であるマテリアルズ・インフォマテ

ィクス推進のための研究者及びエンジニア職

の配置など、事業の立上げ、変動に伴い的確な

人材の獲得を行ったほか、新規研究拠点の立上

げにあたっては、それぞれ研究管理業務の円滑

化のため運営室を設置し、経験豊富な人材を配

置した。加えて、安全管理面の強化、エンジニ

ア職のキャリアパスの構築並びに施設及び設

備の共用を促進することを目的として、ステー

ションに新設したグループに経験豊富なグル

ープリーダーをそれぞれ配置するなど人事配

置の最適化を図った。 

 

 

 

めの元素戦略磁性材料研究拠点等研究

組織の設置や、連携研究の進展による

学術連携センターの設置、施設共用や

オープンイノベーション活動、さらに

技術展開活動の促進のためのナノテク

ノロジープラットフォームセンター、

NIMS オープンイノベーションセンタ

ー、そして領域別企業連携センター（磁

性材料連携センター及び次世代蛍光体

イノベーションセンター）の設置など

に見られるよう、社会ニーズや研究の

進展に即応し、機動的、効率的な組織

体制の構築に努めてきたことは評価で

きる。 

 

 

 

 

 

 

３．新しく立上げられた研究組織につい

て、それぞれ適切かつ必要な人材を配

置するとともに、研究支援業務の重要

性がますます増大する中でグループリ

ーダーを配置し、研究支援組織のガバ

ナンス強化を行ったことは適切と評価

できる。 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（１） 内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 内部統制については、

総務省の独立行政法

人における内部統制

と評価に関する研究

会が平成 22 年３月に

公表した報告書「独立

行政法人における内

部統制と評価につい

て」を参考として、理

事長のリーダーシッ

プの下、コンプライア

ンス体制の実効性を

確保するとともに、監

事監査の効果的な活

用、適切な権限委譲な

どにより、内部統制を

充実・強化する。 

総務省の独立行政法

人における内部統制

と評価に関する研究

会が平成 22 年３月に

公表した報告書「独立

行政法人における内

部統制と評価につい

て」を参考として、次

のとおり内部統制を

充実・強化する。  
既に整備した、法令遵

守のためのコンプラ

イアンス体制の実効

性を高めるため、日頃

より職員の意識醸成

を行う等の取組を継

続する。また、機構の

ミッションを阻害す

る要因となるリスク

への対応、すなわち研

１．機構全体として内部統

制を充実・強化した  
 か。 
（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．職員のコンプライアンス意識向上のた

めの推進活動として、職員を対象とする

コンプライアンスセミナー及び研修を実

施しているほか、コンプライアンスに関

する具体的な事例の解説をまとめた冊子

「コンプライアンスハンドブック」の配

布、コンプライアンス関連の情報を提供

する機構内メールマガジンを月 1 回配信

する取組を継続している。特にハラスメ

ントの防止については、全職員を対象と

したe-learning研修及びハラスメントに関

する機構内アンケート調査を実施すると

ともに、ハラスメント事例や相談窓口を

記載したポスターを機構内に継続的に掲

示している。また、コンプライアンス通

報などの案件については、機構内外に受

付窓口を設け、コンプライアンス委員会

をはじめ、ハラスメント対策委員会等の

専門委員会において、個別に対応を行っ

ている。さらに、リスクマネジメントを

活用した内部統制の充実・強化を図るた

め、リスクマネジメントポリシー等に基

づき、リスクマネジメント委員会を中心

に機構全体としてのリスクマネジメント

１．理事長がリーダーシップを発揮し、職員

のコンプライアンス意識の向上を目的とし

た継続的な取組や、リスクマネジメント体

制の整備によって、機構全体における内部

統制の充実・強化が図られていると評価で

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 評定  
法人の長の意思決定の環境整備、

法人のミッションの周知、組織全

体として取り組むべき重要課題・

リスクの把握・対応、課題対応計

画の作成など、内部統制の充実・

強化のための取組が着実に実施さ

れている。 
今後も、情報セキュリティの確保、

研究倫理の徹底等を期待する。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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究活動における安全

確保、利益相反の防

止、ハラスメントの防

止等については、理事

長の直轄により、コン

プライアンスも包含

する形で、リスクへの

対応方針を作成し、機

構全体としてリスク

管理を行う体制を整

備する。  
理事長のリーダーシ

ップの下、機構業務の

効果的・効率的な運営

のための統制環境を

確立し、監事監査を効

果的に活用しつつ、情

報伝達、モニタリング

等を充実させる。  
実用化側機関との共

同研究等、機構が創出

した研究成果を実用

化につなげるための

連携は、本中期目標期

間において特に強化

すべき活動であるた

め、理事長が直接進捗

を管理する体制とす

る。  
研究業務の日常的な

進捗管理については、

理事長から担当する

研究組織の長に分担

管理させる。具体的に

は、研究組織の上位に

位置する部門長が理

事長から権限の委任

を受け、プロジェクト

を分担管理する。この

ため、理事長と部門長

との間で情報・意見交

 
 
 
 
 
【法人の長のマネジメン

ト】 
（リーダーシップを発揮で

きる環境整備） 
・ 法人の長がリーダーシッ

プを発揮できる環境は整

備され、実質的に機能し

ているか。 
（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（法人のミッションの役職

員への周知徹底） 
・ 法人の長は、組織にとっ

て重要な情報等について

適時的確に把握するとと

もに、法人のミッション

等を役職員に周知徹底し

ているか。 
 
 
 
 
 

体制を整備している。平成 27 年度には、

理事長をトップとする内部統制委員会等

の設置により、内部統制の更なる推進の

ための体制を整備した。 

 

【法人の長のマネジメント】 

（リーダーシップを発揮できる環境の整備

状況と機能状況） 

・機構の予算・人事等の決定手続きは、理

事長をはじめとする役員等による書類又

はヒアリング審査を経た上で、最終的に

理事長が決定するスキームとなってい

る。 

・理事長がより重要な問題に専念できるよ

う研究現場への権限委任として、研究運

営上の予算配分が挙げられる。例えば、

プロジェクトへの予算配分についてプロ

ジェクトリーダーに裁量が委ねられてい

ることから、研究の進捗状況等に応じた

弾力的な予算配分が可能となっている。

また、各部門、ユニット等の長に一定額

の運営経費を配分することで、各々の研

究部署のマネジメントに資するように配

慮している。 

・理事長の補佐体制の整備状況に関しては、

機構内部機能として、理事長の意志決定

に当たり、毎週開催される運営会議や毎

月開催されるユニット長等連絡会議等に

より、機構内関係部署からの情報や意見

を踏まえた経営判断を行える状況となっ

ているほか、研究者会議や研究戦略会議

（H27 年度に運営会議と統合）などのボト

ムアップ機能を活用して、研究現場から

の率直な意見も取り入れる仕組みができ

ている。 

 

（組織にとって重要な情報等についての把

握状況） 

・運営会議、ユニット長等連絡会議、研究

者会議、研究戦略会議（H27 年度に運営会

議と統合）等を開催し、理事長が機構内

の研究活動や運営全般についての情報を

聴取し、現状を把握している。 

 

 

（役職員に対するミッションの周知状況及

びミッションを役職員により深く浸透させ

る取組状況＊） 

・日常的に毎週開催される運営会議や毎月

 

 

 

 

 

【法人の長のマネジメント】 

（リーダーシップを発揮できる環境の整備状

況と機能状況） 

・機構の予算・人事等を最終的に理事長が決

定するスキームなどにより法人の長がリー

ダーシップを発揮できる環境が適切に整備

され機能していると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（法人のミッションの役職員への周知徹底） 

・全役職員を対象とした理事長による定期講

話、運営会議等の議事を職員へ積極的に発

信していること等により、機構の運営方針

を直接職員に示しているとともに、事務職

員の目標設定を法人のミッションと関連付

ける試みにも取り組んでおり、評価できる。 
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換を定期的に行う場

を設ける。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（組織全体で取り組むべき

重要な課題（リスク）の把

握・対応等） 
・ 法人の長は、法人の規模

や業種等の特性を考慮し

た上で、法人のミッショ

ン達成を阻害する課題

（リスク）のうち、組織

全体として取り組むべき

重要なリスクの把握・対

応を行っているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ その際、中長期目標・計

画の未達成項目（業務）

についての未達成要因の

把握・分析・対応等に着

開催されるユニット長等連絡会議におけ

る会議資料、討議状況を積極的に機構職

員へ周知し、機構の活動について情報を

共有している。また、毎事業年度開始時

点で、機構の運営方針を全職員に示すと

ともに、年始（1 月）・年度始め（4 月）・

半期（10 月）に全職員を対象にした理事

長による定期講話を実施している。講話

の動画は機構内のイントラネットに掲載

し全職員が閲覧できるようにしている。

さらに、理事長の運営方針等を実質的に

個々の職員へ浸透させるための追加的取

組として、理事長が、希望する職員と対

面で直接コミュニケーションする懇談会

を複数回開催した。このほか、事務職員

の評価に関して、中長期計画又は年度計

画から段階的かつ明示的にブレークダウ

ンした目標を個々人の業務目標として設

定することにより、機構のミッションと

各自の業務との関連付けを行っている。 

 

 

（組織全体で取り組むべき重要な課題（リ

スク）の把握＊状況） 

（組織全体で取り組むべき重要な課題（リ

スク）に対する対応＊状況） 

・機構の業務を運営する上で、役員の方針

決定が必要な課題については、運営会議

に報告、検討し、機構全体として取り組

むべき重要課題の把握やそれに対する運

営方針の策定などについては、理事長が

最終決定を行っている。また、コンプラ

イアンスなど組織の危機管理上重要な課

題については、コンプライアンス委員会

その他の専門委員会において、継続的に

課題の把握、及び対処策の検討等の対応

を行っている。 

・機構のミッション達成を阻害するリスク

への対応について、事故の発生、ハラス

メントの発生等の優先的に対応すべき主

要リスクに係る対応計画の履行を進め、

定期的に計画の進捗状況の点検を実施し

た。 

 

 

【未達成項目（業務）についての未達成要

因の把握・分析・対応状況】 

・理事長は、日常的には毎週開催される運

営会議において、機構内の業務の実施状

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（組織全体で取り組むべき重要な課題（リス

ク）の把握・対応等） 

・機構の運営上重要な課題について、運営会

議への相談・報告により、機構全体として

取り組むべき重要課題の把握やそれに対す

る運営方針の決定などを行っており、評価

できる。 

 

 

・重要リスクへの対応計画の履行が行われて

おり、評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・運営会議や自己評価委員会等による取組を

通じて、中期目標・計画の未達成項目（業

務）についての未達成要因の把握・分析・

対応等に着目していると評価できる。 
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目しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（内部統制の現状把握・課

題対応計画の作成） 
・ 法人の長は、内部統制の

現状を的確に把握した上

で、リスクを洗い出し、

その対応計画を作成・実

行しているか。 
 
 
 
 
２．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当なし 

 

況について報告を受け、かつ運営会議メ

ンバー（役員、部門長等）間での討議を

行うことで業務実施状況を把握してい

る。また、年度開始前には、年度計画に

基づく業務の進捗状況を部門長、センタ

ー長等からヒアリングにより確認した上

で、新年度の実行計画を決定している。

さらに、独法評価委員会（平成 27 年度以

降にあっては文部科学大臣）による毎年

度の実績評価に先立ち、前年度業務実績

について自己評価委員会で評価してい

る。 

 

 

【内部統制のリスクの把握状況】 

【内部統制のリスクが有る場合、その対応

計画の作成・実行状況】 

・リスクマネジメント活動を通じて、平成

24 年度に理事長以下役員の審議・決定を

経て選定した優先的に対応すべき主要リ

スクについて、それぞれについての対応

計画を策定・実行している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【監事監査における改善事項への対応状

況】 

・第 3 期中長期目標期間においては、理事

長の運営方針を組織の末端まで確実に浸

透させるため、全職員を対象にした理事

長による定期講話の実施を毎年度（年３

回）定着させることなどにより、運営方

針の周知徹底を図った。また、コンプラ

イアンスなど組織の危機管理上重要な課

題については、コンプライアンス委員会

等の内部機能を活用して継続的な課題把

握と着実に対応策の措置を講じたほか、

リスクマネジメントに対してもトップダ

ウンの指示に基づき、組織として優先的

に対応すべき主要リスクに係る対応計画

の策定を進め、定期的に進捗状況のモニ

タリングを行うなど、業務運営上必要な

PDCA サイクルを着実に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（内部統制の現状把握・課題対応計画の作成） 

・一連のリスクマネジメント活動を通じて、

理事長は、内部統制の現状を的確に把握し

た上で、リスクを洗い出し、その対応計画

を作成・実行していると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【監事監査】 

・第 3 期中長期目標期間を通して、運営会議

等における日常的な運営方針の指示のみな

らず、理事長自らが定期講話を通して全職

員に対して運営方針を不断に浸透させてい

ること、コンプライアンス等の重要課題や

リスクマネジメントなどにも組織として着

実に対応できていることは、理事長のトッ

プマネジメントが機能し、適正な業務運営

の確保に繋がっているものと評価できる。 
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４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（２） 機構の業務運営等の係る第三者評価 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構は、国境やセクタ

ーを越えた多様な視

点を経営に取り入れ、

業務を遂行していく

ため、国内外の有識者

からなるアドバイザ

リーボードによる業

務運営等に対する評

価を実施し、その結果

を積極的に活用する。

また、機構のプロジェ

クトについて、適切な

方法により事前・中

間・事後評価を行い、

評価結果をプロジェ

クトの設計・実施等に

反映させる。 

国内外のアカデミア、

産業界などから物

質・材料科学技術に関

する造詣が深い第三

者を機構のアドバイ

ザーとして委嘱し、機

構の運営、研究業務、

国際連携等について

指導、助言を受けるた

めにアドバイザリー

ボードを開催する。ア

ドバイザーから受け

た指導、助言について

は理事長等による検

討を経て機構の運営

方針等に反映させる。  
また、機構のプロジェ

クトについて、第一線

１．国内外の有識者からな

るアドバイザリーボード

による業務運営等に対す

る評価を実施し、その結

果を積極的に活用した

か。 

（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．平成 23 年度に「先端的な研究設備を共

用すること」について助言を受け、文部

科学省委託事業「ナノテクノロジープラ

ットフォーム」の公募に応募、採択され

た。平成 24 年度には構造材料を総合的に

推進すること等の重要性について助言を

受け、機構内における構造材料関係の研

究者が一体となって構造材料研究を検討

する体制として構造材料タスクフォース

を立ち上げた。平成 25 年度にはマテリア

ルズインフォマティクスを総合的に推進

すること等の重要性等について助言を受

け、平成 26 年 2 月及び 3 月にそれぞれマ

テリアルズインフォマティクスに関する

理事長主催勉強会を開催する等、同分野

に関する調査分析及び研究立ち上げの検

討を開始した。平成 26 年度には NIMS と

産業界の力を糾合することで、イノベー

ションが生じる仕組みを構築することの

重要性等について助言を受け、クロスア

ポイントメント制度の活用等により、企

業の研究者・技術者とのより深いレベル

１．世界各国の著名研究者からなるアドバイ

ザリーボードからの指導・助言を定期的に

受け、運営の方向性を適宜修正したこと及

び材料科学分野の最先端の潮流を取り込

み、新しい研究概念を機構運営に積極的に

取り込み、複数の政府プロジェクト獲得に

つなげたことは、評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 評定  
機構の運営、研究内容等について、

国際諮問委員会や外部評価委員会

による助言・レビュー等が着実に

実施されている。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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の物質・材料研究者等

から構成されるプロ

ジェクト研究課題評

価委員会による事

前・中間・事後評価を

行い、評価結果をプロ

ジェクトの設計・実施

等に適切に反映させ

る。 

 
 
 
 
２．機構のプロジェクトに

ついて、適切な方法によ

り事前・中間・事後評価

を行い、評価結果をプロ

ジェクトの設計・実施等

に反映させたか。 

（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制の確

保の観点、妥当性の観点） 
 
 
 
３．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当無し 

 

での交流を促し、イノベーションの創出

に繋げる仕組みの構築に向けた検討を開

始した。 

 

２．第３期中長期計画機関中に実施した 20

のプロジェクト研究について、外部評価

委員会による中間評価を実施した。また、

第４期中長期計画期間に実施予定の 10 の

プロジェクト研究についても同様に、外

部評価委員会による事前評価を実施し、

プロジェクトへの反映を行った。 

 

 

 

 

２．外部評価委員会を開催し、実施中の 20 の

プロジェクト研究について中間評価を受け

たこと、また、10 のプロジェクト研究につ

いて、事前評価を受けたことは実施予定の

プロジェクトに対し、新たな技術動向への

対応や研究開発の実施体制等の柔軟な見直

しが図るために適正な方法による業務を実

施したと評価できる。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（３） 効果的な職員の業務実績評価の実施 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構は、その幅広い業

務を支える、研究職、

エンジニア職及び事

務職のそれぞれの職

務の特性と多様性に

十分配慮した、効果的

な職員の業務実績評

価を実施する。 

機構は、研究職、エン

ジニア職、事務職のそ

れぞれの職務の特性

と多様性に十分配慮

した効果的な職員の

業務実績評価を実施

する。特に、国の重要

プロジェクト遂行の

ため、機動的に人事配

置を変更する必要が

ある場合には、当該プ

ロジェクトに従事す

る職員の業務実績評

価において特段の配

慮を行う。 

１．研究職、エンジニア職

及び事務職のそれぞれの

職務の特性と多様性に十

分配慮した、効果的な職

員の業務実績評価を実施

したか。 
（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．研究職における業績評価については、

機構の総合的活力を高める観点から平成

14 年より「研究職個人業績評価」を実施

した。第３期中長期計画期間中の平成２

４年度には客観評価（論文、特許、外部

資金）と上長評価（運営貢献、成果の普

及及びその活用の促進、支援的業務等へ

の貢献、人材育成への貢献、受賞）など

の項目において評価を行った。なお、客

観評価のうち、論文評価については、研

究分野間の論文被引用数の格差解消を目

的として、新たな論文指標である SNIP 値

を導入した。また、研究支援及び研究基

盤構築を業務とするエンジニア職の業務

の評価については、平成 20 年度より各業

務項目に業務割合の「エフォート」を用

いて定量的、かつ、よりきめ細かな評価

を引き続き実施した。事務職は、目標管

理評価について今までより適正かつ客観

的な評価が行えるように大幅な見直しを

行った。 

 

１．職員の業務に関する評価について、研究

分野間における論文被引用数の格差解消を

目的として新たな論文評価指標の導入した

ことは適正かつ効果的な評価の実質に努め

ていると評価できる。 

 

評定 Ｂ 評定  
客観評価（論文・特許・外部資金）

と上長による評価（運営貢献・成

果普及・活用促進・人材育成への

貢献等）とを組み合わせた業務実

績評価を導入するなど、効果的な

職員の業務実績評価が着実に実施

されている。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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２．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）－① 経費の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
一般管理費削

減実績 
― 15% 565 百万円 

(0.5%) 
534 百万円 
(5.9%) 

488 百万円 
(13.9%) 

485 百万円 
(14.5%) 

  

事業費削減実

績 
― ― 4,959 百万円 

(27.7%) 
5,856 百万円 
(14.6%) 

6,340 百万円 
(7.5%) 

4,428 百万円 
(35.4%) 

  

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構は、管理部門の組

織の見直し、効率的な

運営体制の確保等に

取り組むことにより、

本中期目標期間中に

整備される施設の維

持・管理に最低限必要

な経費等の特殊要因

経費を除き、一般管理

費については、5 年間

で 15%以上、業務経

費については、5 年間

で 5%以上の効率化を

図る。ただし、人件費

の効率化については、

次項に基づいて取り

機構は、管理部門の組

織の見直し、効率的な

運営体制の確保等に

取り組むことにより、

本中期目標期間中に

整備される施設の維

持・管理に最低限必要

な経費等の特殊要因

経費を除き、一般管理

費については、５年間

で 15％以上、業務経

費については、５年間

で５％以上の効率化

を図る。ただし、人件

費の効率化について

は、次項に基づいて取

１．管理部門の組織の見直

し、効率的な運営体制の

確保等に取り組むことに

より、一般管理費及び業

務経費の効率化を図った

か。 
（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 

【一般管理費・事業費の削減状況】 

当中期目標期間において東京会議室の

廃止及び目黒地区事務所の廃止による業

務のつくば地区集約化並びに法人内オン

ライン関連機器に係るリース契約の合理

化等の措置を講じている。これにより中

期目標期間終了時までに、東京会議室や

目黒地区事務所を廃止したことによる施

設維持に係る諸費用が削減され、一般管

理費は基準年度である H22 年度比で

15.1％減となる見込み。 

一方、業務経費は震災復旧に係る修繕

や消費税増税等に伴う増といった要因が

あるものの、自己収入の獲得によって運

営費交付金への依存度を低下させること

により、基準年度である H22 年度比で

21.3％減の効率化となる見込み。 
 
 

・これまでに東京会議室及び目黒地区事務所

の廃止による業務のつくば地区集約化並び

に法人内オンライン関連機器に係るリース

契約の合理化等の措置を講じ、着実に一般

管理費の削減を行い目標を達成する見込み

であることは評価できる。また、業務経費

についても、目標を達成する見込みである

ことに加えて、基準年度比で一定以上の効

率化が進んだことは評価できる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 評定  
一般管理費・業務経費について目

標を上回る割合で効率化がなさ

れ、経費の合理化・効率化が着実

に実施されている。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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組む。 
なお、社会の要請に基

づき、新たな業務の追

加又は業務の拡充を

行う場合には、当該業

務についても同様の

効率化を図る。 

り組む。 
なお、社会の要請に基

づき、新たな業務の追

加又は業務の拡充を

行う場合には、当該業

務についても同様の

効率化を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当無し 

 

 
 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）－② 人件費の合理化・効率化 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構職員の給与水準

については、国家公務

員の給与水準も十分

考慮し、手当を含め役

職員給与の在り方に

ついて厳しく検証し

た上で、機構の業務の

特殊性を踏まえた適

正な水準を維持する

とともに、検証結果や

取組状況を公表する。 
総人件費については、

平成 23 年度はこれま

での人件費改革の取

組を引き続き着実に

実施する。ただし、平

成 22 年度まで削減対

象外としていた者に

機構職員の給与水準

については、国家公務

員の給与水準も十分

考慮し、手当を含め役

職員給与の在り方に

ついて厳しく検証し

た上で、機構の業務の

特殊性を踏まえ、事務

職員の給与について

は、給与水準の適正化

に取り組み、本中期目

標期間中においても

国家公務員と同程度

の水準を維持すると

ともに、検証結果や取

組状況を公表する。 
総人件費については、

平成 23 年度はこれま

１．給与水準の適正化、総

人件費の人件費改革につ

いて着実に実施したか。 
（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制の確

保の観点） 
 
【給与水準】 
・ 給与水準の高い理由及び

講ずる措置（法人の設定

する目標水準を含む）が、

国民に対して納得の得ら

れるものとなっている

か。 
・ 法人の給与水準自体が社

会的な理解の得られる水

準となっているか。 
・ 国の財政支出割合の大き

い法人及び累積欠損金の

１．給与水準の適正化については、事務職

は国と同等の指数であること、研究職員

は採用者が博士課程修了者であることか

ら国よりも指数が高くなっているが、機

構の給与制度は国家公務員に準じている

ことから適性であると考えている。 

 

 

 

 

【ラスパイレス指数（平成 26 年度実績）】 

（事務・技術職員） 

対  国 家 公 務 員 （ 行 政 職 （ 一 ））        

100.0 

対他法人：94.1 

 

（事務・技術職員） 

【ラスパイレス指数（平成 23 年度～平成 27

年度実績）】 

H23:103.3 

H24:106.6 

H25:97.8 

１．機構の給与制度は、国家公務員に準じて

おり、給与水準は適正であると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【給与水準】 

・ラスパイレス指数について、事務職は国と

同等であること、研究職員は採用者が博士

課程修了者であることから国よりも指数が

高くなっているが、機構の給与制度は国家

公務員に準じていることから、国民に対し

て納得の得られるものとなっていると評価

できる。 

 

・ラスパイレス指数について、事務職は国と

同等で推移していること、研究職員は採用

者が博士課程修了者であることから国より

評定 Ｂ 評定  
給与水準の適正化、福利厚生費等

の見直し、事務職員の配置見直し

等が行われるなど、人件費の合理

化・効率化が着実に実施されてい

る。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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係る人件費及び今後

の人事院勧告を踏ま

えた給与改定分につ

いては、削減対象から

除く。なお、平成 24
年度以降は「公務員の

給与改定に関する取

扱いについて」（平成

22年 11月 1日閣議決

定）に基づき、今後進

められる独立行政法

人制度の抜本的な見

直しを踏まえ、厳しく

見直す。 
目黒地区事務所の廃

止により、事務職員の

合理化を図る。また、

研究領域及びプロジ

ェクトの重点化に伴

う組織体制の見直し

に当たっては、非常勤

化を含め、事務職員の

配置を見直すととも

に、要員の合理化を図

る。 

での人件費改革の取

組を引き続き着実に

実施する。ただし、平

成 22 年度まで削減対

象外としていた者に

係る人件費及び今後

の人事院勧告を踏ま

えた給与改定分につ

いては、削減対象から

除く。なお、平成 24
年度以降は「公務員の

給与改定に関する取

扱いについて」（平成

22年 11月 1日閣議決

定）に基づき、今後進

められる独立行政法

人制度の抜本的な見

直しを踏まえ、厳しく

見直す。 
目黒地区事務所の廃

止により、事務職員の

合理化を図る。また、

研究領域及びプロジ

ェクトの重点化に伴

う組織体制の見直し

に当たっては、非常勤

化を含め、事務職員の

配置を見直すととも

に、要員の合理化を図

る。 

ある法人について、国の

財政支出規模や累積欠損

の状況を踏まえた給与水

準の適切性に関して検証

されているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【諸手当・法定外福利費】 
・ 法人の福利厚生費につい

て、法人の事務・事業の

公共性、業務運営の効率

性及び国民の信頼確保の

観点から、必要な見直し

が行われているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
【会費】 
・法人の目的・事業に照ら

し、会費を支出しなければ

ならない必要性が真にある

か（特に、長期間にわたっ

て継続してきたもの、多額

のもの）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H26:100.0 

H27: - 

 

（研究職員） 

対  国 家 公 務 員 （ 研 究 職 ）       

101.1 

対他法人：102.9 

 

（研究職員） 

【ラスパイレス指数（平成 23 年度～平成 27

年度実績）】 

H23:101.9 

H24:104.7 

H25:101.5 

H26:101.5 

H27: - 

 

 

【福利厚生費の見直し状況】 

・法定外福利費に関しては、平成 21 年度独

立行政法人評価委員会による評価コメン

ト及び総務省からの「独立行政法人の職

員の給与等の水準の適正化について（平

成 21 年 12 月 17 日）」を踏まえ、自己啓

発活動補助（業務上、必要不可欠な資格

取得への補助は除く）は、廃止した。な

お、職員への諸手当に関しては国家公務

員に準じた手当としている。また、機構

が保有している宿舎はない。レクリエー

ション活動に関しては、平成 20 年７月に

凍結し、平成 21 年度以降、支出を行って

いない。 

 

【会費の見直し状況】 

公益法人等に対する会費支出について

は、平成２４年度新たに規程を制定し、

機構の運営に真に必要なものとして、以

下の要件を満たす場合に限り、必要最低

限の会費支出ができるものとした 

 

  ①公益法人等の会議に参加する又は研

究発表を行う予定であること 

  ②公益法人等の発行する雑誌に投稿す

る予定であること 

  ③公益法人等の会員にならなければ得

られない情報収集等ができること 

  ④公益法人等の会員特典により、機構

の経費削減につながることが明 

確に説明できること。 

も指数が高い数値を推移しているが、機構

の給与制度は国家公務員に準じていること

から、国民に対して納得の得られるものと

なっていると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【諸手当・法定外福利費】 

・法定外福利費について、機構の事務・事業

の公共性、業務運営の効率性及び国民の信

頼性確保の観点から、見直しを適切に行っ

たと評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【会費】 

・公益法人等に対する会費支出手続きにおい

て、機構の運営に真に必要なものであるか

どうかの確認が行われている。また、規程

の見直し等の取り組みも行っており、評価

できる。 
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※以下会費がある場合のみ

記載 
・会費の支出に見合った便

宜が与えられているか、ま

た、金額・口座・種別等が

必要最低限のものとなって

いるか（複数の事業所から

同一の公益法人等に対して

支出されている会費につい

ては集約できないか）。 
・監事は、会費の支出につ

いて、本見直し方針の趣旨

を踏まえ十分な精査を行っ

ているか。 
 
・公益法人等に対し会費（年

10 万円未満のものを除く。）

を支出した場合には、四半

期ごとに支出先、名目・趣

旨、支出金額等の事項を公

表しているか。 
 
 
 
 
 
 
 
２．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当なし 
 

 

・会費を支出することにより、公益法人

等の主催する会議での研究発表や論文投

稿、関係する研究分野での情報収集・研究

者同士の交流により、自身の研究成果の科

学的妥当性を検討・論議することができる。

また、会費支出口数については、公益法人

等に対する会費支出に関する規程により、

原則、一公益法人に対し、一口と定めてい

る。 

 

 

 

 

 

 

・監事は、公益法人等に対する年会費の

支出状況の集計結果(支出先法人名、名目、

趣旨、金額等)を担当部署より報告させ監査

を行った。その結果、機構の会費支出が適

正に把握されていること及び当該規程を遵

守して運用されている。  

 

・公益法人等に対して支出した会費（年

10 万円未満のものを除く。）については、

公式ホームページにおいて四半期ごとの

交付先法人名称、名目・趣旨、交付額等

の事項を公表している。 

 

・会費支出により研究発表や論文投稿の便宜

が与えられており、口数も原則一口と定め

ていることは適切な取扱いを行っていると

評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・機構の公益法人への会費支出の殆どは学協

会への年会費であり、研究独法のミッショ

ンに合致しており、その支出状況のデータ

が厳密に集約され適正に管理運用されてい

ると評価できる。 

 

 

・公式ホームページにおいて、四半期ごとに

公益法人等への会費支出（年 10 万円未満のも

のを除く）を公表しており、適切な取組みを

行っていると評価できる。 

 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）－③ 契約の適正化 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 契約については、「独

立行政法人の契約状

況の点検・見直しにつ

いて」（平成 21 年 11
月 17 日閣議決定）に

基づく取組を着実に

実施することとし、契

約の適正化、透明性の

確保等を推進し、業務

運営の効率化を図る。 

契約については、「独

立行政法人の契約状

況の点検・見直しにつ

いて」（平成 21 年 11
月 17 日閣議決定）を

踏まえ、一般競争入札

の競争性等を確保す

るため、仕様等につい

て第三者による事前

審査の対象案件を拡

大するとともに、電子

システムを活用した

調達関連情報の透明

化等の取組を着実に

実施する。また、研究

機器等の調達につい

ては、他の独立行政法

人の購入実績等を確

１．「独立行政法人の契約状

況の点検・見直しについて」

を踏まえ、契約の適正化、

透明性の確保等を推進し、

業務運営の効率化を図った

か。 
（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制の確

保の観点、妥当性の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．契約の適正化や透明性の確保のため、

平成 22 年 4 月に策定した随意契約等見直し

計画に基づき、引き続き厳格な仕様審査等

に取り組みつつ、第 3 期中長期計画期間中

において以下を実施した。 

・平成 23 年度より仕様等の第三者審査であ

る仕様審査アドバイザーの審査対象基準

額を従来の 1,000万円から 800万円に引き

下げを行い、一般競争入札の更なる競争

性等の確保を図った。 

・平成 23 年度より電子入札システムの運用

を開始し、電子入札が困難な一部の案件

を除き、原則として全ての一般競争入札

案件について電子入札及び紙入札の双方

を受け付ける運用を行うとともに、同シ

ステムにより入札説明書や仕様書等が当

機構への来訪無く Web 上で入手可能な体

制を整備し、応札者の利便性向上と公告

情報のより広い展開を図り、応札者の拡

大に努めた。 

・文部科学省所管の研究開発型独立行政法

人（8 法人）で設けた「研究開発調達検討

１．入札公告情報のメールマガジンによる配

信など、競争性の向上、透明性の確保及び

一者応札率改善のための取り組みを行って

いる。さらに、「茨城県内 4 機関共同調達協

議会（幹事機関：筑波大学）」へ参画し、共

同調達を行うなど、コスト削減に努めてお

り、評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 評定  
独立行政法人の契約状況の点検・

見直しについての閣議決定を踏ま

え、契約の競争性・透明性の確保

等の適正化のための取組が着実に

実施されている。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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認し適正価格を把握

する等、効果的な契約

手続きを確保する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【契約の競争性、透明性の

確保】 
・ 契約方式等、契約に係る

規程類について、整備内

容や運用は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

会合」で平成 23 年度より運用を開始し、

8 法人共通・共有の情報となる「納入実績

データベース」について、四半期ごとに

情報の共有を行い、適切な契約額の把握

等に努めた。 

・平成 24 年度より入札公告情報をメールマ

ガジンとして配信を開始するなど、競争

性の向上と応札者の拡大等に努めた。 

・平成 25 年度より茨城県内の国立大学法人

等（茨城大学、筑波大学、筑波技術大学、

高エネルギー加速器研究機構）で構成さ

れている「茨城県内 4 機関共同調達協議

会（幹事機関：筑波大学）」へ参画し、平

成 26 年度よりトイレットペーパーの共同

調達を開始しコスト削減に努めた。 

 
【契約に係る規程類の整備及び運用状況】 
契約の競争性・透明性の確保を目的として、

以下の規程類の整備や運用等を実施した。 

（1）「独立行政法人等における契約の適正

化について（依頼）」（平成 20 年 11 月 14 日

総務省行政管理局長事務連絡）における要

請６項目（①一般競争入札における公告期

間・公告方法等、②指名競争入札限度額基

準、③包括的随意契約条項の削除、④予定

価格の作成・省略に関する基準、⑤総合評

価方式や複数年度契約に関する規程、⑥総

合評価方式、企画競争及び公募の要領・マ

ニュアル等の整備）について、平成 20 年度

に契約に係る規程類の整備を完了し、第 3

期中長期計画期間中においても、引き続き、

改正事項を順守し、適正な運用を行った。  

（2）調達は原則として一般競争入札による

こととし、随意契約の限度額等、随意契約

によることができる基準を国と同様に定

め、平成 22 年 4 月に策定した随意契約見直

し計画に沿い、競争性のない随意契約に関

して、見直し計画の目標をそれぞれ達成し

た。 

（3）一者応札・応募案件の低減に向けて、

公告期間を受領期限まで 20 日以上あけるこ

ととしたほか、平成 21 年 7 月に改善方策を

策定（当機構 HP へ掲載）、平成 21 年 8 月か

らは競争入札参加資格の資格制限の緩和（A

～D 等級の何れか有していれば応札可能）な

どの取り組みを引き続き実施した。 

（4) 平成 23年 5月には電子入札システム及

び入札情報公開システムの運用を開始し、

業者による入札公告情報及び仕様書等の入

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【契約の競争性、透明性の確保】 
・競争性及び透明性を確保するための規程類

の整備及びその履行は適切に行われている

と考えられ、随意契約見直し計画の達成と

一者応札率の低減に向けた取組を行ってお

り、評価できる。 
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・ 契約事務手続に係る執行

体制や審査体制につい

て、整備・執行等は適切

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

手や応札を Web 上で可能とするなど、利便

性の向上を図り応札者の拡大を図った。 

（5）平成 24 年 8 月より入札公告情報のメ

ールマガジン配信を行い、競争性の向上と

応札者の拡大等を図った。 

（6）総務省の 2 次評価で指摘を受けた契約

業務に関して、業務方法書、会計規程、契

約事務細則等、契約に係る規程類に基づき、

複数年度契約の運用を推進するなど更なる

業務コストの低減や効率化等の検討を進め

るとともに、契約業務の適正化と透明化に

向けた取り組みとして、契約審査委員会で

の随意契約理由の適否や一般競争入札に係

る仕様の事前審査の実施など、第三者審査

を厳格に行った。また、平成 21 年度に策定

した一者応札・応募案件低減の取り組みを

引き続き行った。 

（7）競争性のない随意契約の見直し及び一

者応札・応募案件の改善方策等の妥当性等

の検証のため、平成 21 年度に設置した契約

監視委員会において引き続き四半期毎に点

検・見直しを行った。 

（8）その他、財務省からの予算執行調査で

指摘を受けたパソコン及び関連機器等の調

達に関して、第 3 期中長期計画期間中にお

いても一括調達を実施し、契約額の引き下

げや調達事務の合理化に取り組んだ。 

 
【執行体制】 
定年制職員 3 名、任期制職員 6 名を配置

し、契約依頼として請求された工事、物品・

役務の調達及び賃貸借の契約手続き及び少

額契約の一部に係る事務を平成 23 年度～平

成 26 年度まで約 7,100 件（年平均／1,800 件）

の契約を行った。 

 
【審査体制】  
定年制職員 2 名、任期制職員 3 名を配置

し、契約の請求の確認及び契約締結に係る

審査及び政府調達手続きに係る業務を行う

とともに、契約実績・状況等の調査対応業

務を行った。過度の要求仕様を排除し競争

性を高めることを目的とした仕様審査につ

いては、契約課職員による確認及び審査の

他、契約見込額 800 万円以上は仕様審査ア

ドバイザーによる審査を行い、同 3,000 万円

以上は契約審査委員会による審査を実施す

るとともに、全ての国基準額以上の随意契

約の審査も実施した。なお、仕様審査アド

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【執行体制・審査体制】 
・仕様審査アドバイザー及び契約審査委員会

により、過度な調達条件により応札を制限

する仕様とならないよう取り組んでいるこ

となど、これまでに策定した計画や施策を

着実に取り組んでおり、評価できる。 
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【随意契約等見直し計画】 

・ 「随意契約等見直し計画」

の実施・進捗状況や目標

達成に向けた具体的取組

状況は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【個々の契約の競争性、透

明性の確保】 
・ 再委託の必要性等につい

て、契約の競争性、透明

性の確保の観点から適切

か。 
 
 
 
 
 
 
・ 一般競争入札等における

一者応札・応募の状況は

バイザーの審査対象案件については、平成

23 年度より契約見込額 1,000 万円以上から

800 万円以上へ対象額を引き下げ、対象案件

の拡大を図り、審査の強化に努めた。 

 

【契約監視委員会の審議状況】 

第 3 期中長期計画期間中において、委員

会を各年度 4 回開催し、四半期毎に競争性

のない随意契約、一者応札・応募となった

契約及び随意契約等見直し計画の取組状況

等について点検及び審議を行った。 

 
 
【原因、改善方策】 

随意契約等見直し計画に基づき、競争

性の無い随意契約は排他的権利の保護や光

熱水料等、真にやむを得ないものとしてお

り、平成 23 年度を除き、件数及び金額とも

に数値目標を達成している。なお、平成 23

年度は、件数は目標を達成しているものの、

金額が計画値を超えているが、平成 23 年度

の競争性の無い随意契約には、震災で破損

した大型設備（930MHz 及び 1030MHz-NMR） 

の修繕及び復旧（5 件：222,506 千円）を

含んでおり、これが計画値を超えた主要因

となっている。本件は、緊急を要する震災

案件であり、文科省からの通達を踏まえて、

随意契約を行った真にやむを得ない事案で

ある。 

 
 
【再委託の有無と適切性】 

請負契約の契約相手先から第三者への

再委託は契約書で原則禁止しており、契約

相手先が再委託を行うには承認の申し出が

不可欠なため、再委託の実施状況を必ず把

握できるようになっている。これまでに第

三者への再委託契約を行った実績はない。 

 
 

 
【原因、改善方策】 

機構の調達案件は、研究開発の特性上

最先端の研究機器等が多く、高スペックな

仕様、特注品、特殊な仕様など、汎用品で

はないため市場性が低く、供給能力を持つ

企業が限られることが多い。加えて、納入

機器の修理やメンテナンス等も応札業者が

限られることが多く、一者応札率が高い傾

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【随意契約等見直し計画】  
・随意契約見直し計画に沿って調達を実施し

た結果、件数、金額ともに当初の目標を達

成しており、適切に実施されていると評価

できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【個々の契約の競争性、透明性の確保】 
・ 再委託の必要性等について、契約の競争性、

透明性の確保の観点から適切だと評価でき

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・一者応札率の改善に向けてメールマガジン

の配信等、従来の取組みが着実に実施され
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どうか。その原因につい

て適切に検証されている

か。また検証結果を踏ま

えた改善方策は妥当か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【関連法人】 

向にある。このため、一者応札率低減に向

けて、過度に限定的と思われる仕様要件の

見直し、電子入札システムの導入、入札公

告情報のより広い展開のため調達情報メー

ルマガジンの導入、従来よりも詳細に応札

辞退理由を把握できるよう辞退書の様式改

訂などの改善を行った。 

 
 
【一般競争入札における制限的な応札条件

の有無と適切性】 
平成 21 年度より、一定額以上の調達案

件は仕様審査アドバイザー及び契約審査委

員会において、仕様書が応札者を制限する

ものとなっていないか事前に審査を行って

いる。また、契約の目的を達成するため制

限的な応札条件が必要な場合は、真に必要

な条件のみに精査し、適切性を確保してい

る。さらに、全ての一者応札となった案件

及び国基準額以上における全ての随意契約

案件について、外部有識者及び監事で構成

する契約監視委員会による点検・見直しを

実施し、四半期毎に開催した同委員会での

指摘事項等を踏まえ、以降の調達に適宜反

映させて行くことに取り組んだ。なお、平

成 24 年度より競争性のない随意契約及び 2

ヶ年連続で一者応札となった案件の契約手

続き時は事前に契約監視委員会による点検

を受けて、調達手続きを進めている。 

 
 
 
【関連法人の有無】 
関連法人（特定関連会社、関連会社及び

関連公益法人）はない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ており、評価できる。引き続き改善方策を

見直し、更なる効果のある取り組みが期待

される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【関連法人】 
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・ 法人の特定の業務を独占

的に受託している関連法

人について、当該法人と

関連法人との関係が具体

的に明らかにされている

か。 
 
 
２．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当無し 

 

・機構に関連法人はない。 
 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（４）－④ 保有資産の見直し等 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 保有資産については、

その必要性について

不断に見直しを行い、

支障のない限り国へ

の返納等を行う。 
なお、目黒地区事務所

については、業務のつ

くば地区への集約化

に伴い廃止し、移転後

の不動産については、

独立行政法人通則法

（平成 11 年法律第

103 号）に則して平成

２４年度中の国庫納

付を目指す。 

保有資産については、

実態把握に基づき、資

産の利用度等の観点

に沿って、その保有の

必要性について厳し

く検証する。 
なお、目黒地区事務所

については、業務のつ

くば地区への集約化

に伴い廃止し、移転後

の不動産については、

独立行政法人通則法

（平成 11 年法律第

103 号）に則して平成

24 年度中の国庫納付

を目指す。 

【実物資産】 
（保有資産全般の見直し） 
・ 実物資産について、保有

の必要性、資産規模の適

切性、有効活用の可能性

等の観点からの法人にお

ける見直し状況及び結果

は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【実物資産の保有状況】 
① 実物資産の名称と内容、規模 

茨城県つくば市に本部及び研究活動拠

点を有している。建物は研究本館（管理

棟、居室棟など）や研究実験棟等 43 棟か

ら構成されており、土地面積は約 34 万㎡

である。 

 
② 保有の必要性（法人の任務・設置目的と

の整合性、任務を遂行する手 
段としての有用性・有効性等） 

研究プロジェクトの推進など中長期計

画に基づく着実な業務の実施、国際ナノ

アーキテクトニクス研究拠点（MANA）や

ナノ材料科学環境拠点（GREEN）などの

拠点運営業務を通した物質・材料研究の

ハブ機能を果たしていく為には、現状規

模の資産は今後も必要不可欠であること

から事業の目的及び内容に照らして資産

規模は適切であると認識している。 
 
③ 有効活用の可能性等の多寡 

【実物資産】 
（保有資産全般の見直し） 
・つくば地区について、法人の任務を遂行す

る手段としての有用性・有効性、事業目的

及び内容に照らした資産規模等が適切であ

ると評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 Ｂ 評定  
保有資産について、実態を把握し、

資産の利用度等の観点に沿った必

要性の検討が着実になされてお

り、必要となる手続きも着実に実

施されている。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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・ 見直しの結果、処分等又

は有効活用を行うものと

なった場合は、その法人

の取組状況や進捗状況等

は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 「勧告の方向性」や「独

立行政法人の事務・事業

の見直しの基本方針」、

「独立行政法人の職員宿

舎の見直し計画」、「独立

行政法人の職員宿舎の見

直しに関する実施計画」

等の政府方針を踏まえ

て、宿舎戸数、使用料の

見直し、廃止等とされた

実物資産について、法人

の見直しが適時適切に実

施されているか（取組状

況や進捗状況等は適切

か）。 
 
（資産の運用・管理） 
・ 実物資産について、利用

状況が把握され、必要性

等が検証されているか。 

該当資産なし。 

 
④ 見直し状況及びその結果 

該当資産なし。 

※見直しの結果、処分又は有効活用を行う

ものとなった場合 
⑤ 処分又は有効活用等の取組状況／進捗

状況 
該当資産なし。 

 

⑥ 政府方針等により、処分等することとさ

れた実物資産についての処分等の取組状

況／進捗状況 

第 3 期中長期計画において、目黒地区

については、「独立行政法人整理合理化計

画」（平成 19 年 12 月 24 日閣議決定）で

の指摘や、「独立行政法人の事務・事業の

見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日

閣議決定）で示された講ずべき措置の具

体的内容を踏まえ、研究施設の集約化、

業務の効率化及び合理化のため、つくば

地区へ集約することとした。平成 24 年 3

月に目黒地区事務所のつくば地区への移

転が完了し、以降、平成 27 年度に掛けて

国からの要請による目黒地区事務所の現

地確認や是正措置への対応等の国庫返納

手続きを進め、平成 27 年度上半期を目処

に国庫返納を完了する見込みとなった。 

 

該当なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑦ 基本方針において既に個別に講ずべき

とされた施設等以外の建物、土地等の資

産の利用実態の把握状況や利用実態を踏

まえた保有の必要性等の検証状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・目黒地区について、「独立行政法人の事務・

事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月

7 日閣議決定）に対応するため、つくば地

区への業務の集約化が完了しており、より

効率的に資産を研究業務に活用できる環境

が整備されたことは評価できる。また、国

からの要請よる現地確認や是正措置に着実

に対応し国庫返納手続きを進め、完了する

見込みとなったことは評価できる。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資産の運用・管理） 
・並木地区厚生棟を理論研究棟へ改修するな

ど、既存施設の有効活用に取り組んだこと

は評価できる。また、共用施設の外部利用
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・ 実物資産の管理の効率化

及び自己収入の向上に係

る法人の取組は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【金融資産】 
（保有資産全般の見直し） 
・ 金融資産について、保有

の必要性、事務・事業の

目的及び内容に照らした

つくば地区に保有する土地約 34 万㎡及

び建物 43 棟は、中長期計画に定める業務

の実施に利用しており、活用状況が不十

分な資産はないと認識している。 
 
⑧ 利用実態を踏まえた保有の必要性等の

検証状況 
研究プロジェクトの推進など中長期計

画に基づく着実な業務の実施、国際ナノ

アーキテクトニクス研究拠点（MANA）や

ナノ材料科学環境拠点（GREEN）などの

拠点運営業務を通した物質・材料研究の

ハブ機能を果たしていく為には、現状規

模の資産は今後も必要不可欠であると認

識している。 
 
⑨ 見直し実施計画で廃止等の方針が明ら

かにされている宿舎以外の宿舎及び職員

の福利厚生を目的とした施設について、

法人の自主的な保有の見直し及び有効活

用の取組状況 
並木地区厚生棟については、ナノ物

質・材料の物性・機能解明など理論計算

科学の研究を促進するため、当該施設を

理論研究棟へ改修し、施設の有効活用に

取り組んだ。 
 
⑩ 実物資産の管理の効率化及び自己収入

の向上に係る法人の取組 
ESCO 施設、スーパーコンピューター、

構内ネットワークシステムなど、専門的

な維持・管理が必要とされる資産につい

ては、保守費を含めたファイナンス・リ

ース契約とするなど管理業務の効率化を

図っている。また、共用施設の外部利用

体制を強化するとともに、一部の施設に

ついては利用料金単価の見直し・改訂を

行った。結果として、当中期目標期間に

おける財産賃貸収入は以下のとおりとな

り、平成 27 年度における収入見込は前中

期目標期間最終年度の平成 22 年度実績

（18,499 千円）比で 375％増が見込まれる

推移となった。 

 

【金融資産の保有状況】 

①  金融資産の名称と内容、規模 

金融資産については、資金運用は短期

的な預金に限定しており、国からの運営

費交付金及び施設整備費補助金等により

体制の強化や一部の施設に係る利用料金単

価の見直しを行うなど、自己収入の向上に

向けた取り組みが継続的に行われたことは

評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・金融資産については、安全運用に適した規

模を維持していると評価できる。 
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資産規模は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 資産の売却や国庫納付等

を行うものとなった場合

は、その法人の取組状況

や進捗状況等は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
（資産の運用・管理） 
・  資金の運用状況は適切

か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ 資金の運用体制の整備状

況は適切か。 
 

資金調達を行っている。平成 27 年度末に

おける金融資産は、翌事業年度の支払原

資の普通預金となる見込みである。 

 

② 保有の必要性（事業目的を遂行する手段

としての有用性・有効性） 

毎事業年度末の資金残高は翌事業年度

初めに支払が予定される毎事業年度末の

未払金残高相当額を維持していることか

ら、事業の目的及び内容に照らした資産

規模は適切であると認識している。 
 
③ 資産の売却や国庫納付等を行うものと

なった金融資産の有無 
該当資産なし。 

 
※資産の売却や国庫納付等を行うものとな

った金融資産が有る場合 
④ 金融資産の売却や国庫納付等の取組状

況／進捗状況 
該当資産なし。 

 
 
【資金運用の実績】 

普通預金の預金利息のほか、資金繰り

計画に基づく短期の定期預金による運用

により、中期目標期間合計で 5,616 千円の

収入を計上する見込みである。 

 

【資金運用の基本的方針（具体的な投資行

動の意志決定主体、運用に係る主務大臣・

法人・運用委託先間の責任分担の考え方等）

の有無とその内容】 

平成 23 年度に、会計規程の下に「余裕

金運用細則」及び「預託先選定要領」を

制定し、業務の執行に支障のない範囲で、

銀行預金等の安全運用のための預託先選

定基準を明確化した。 

 

【資産構成及び運用実績を評価するための

基準の有無とその内容】 

金融資産は、普通預金及び定期預金（短

期）があり、支払までの時間差を利用し

ての運用であるため、評価する必要性に

乏しいことから評価基準は無い。 

 

【資金の運用体制の整備状況】 

H23 年度に、会計規程の下に「余裕金運

用細則」及び「預託先選定要領」を制定

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資産の運用・管理） 
・ 資金の運用状況は適切であると評価でき

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・資金の運用体制は、運用規程を整備し、業

務に支障のない範囲で安全に運用できる体

制が整っているものと評価できる。 
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・ 資金の性格、運用方針等

の設定主体及び規定内容

を踏まえて、法人の責任

が十分に分析されている

か。 
 
 
（債権の管理等） 
・ 貸付金、未収金等の債権

について、回収計画が策

定されているか。回収計

画が策定されていない場

合、その理由は妥当か。 
 
 
 
 
 
 
【知的財産等】 
（保有資産全般の見直し） 
・ 特許権等の知的財産につ

いて、法人における保有

の必要性の検討状況は適

切か。 
 
 
 
 
 
・ 検討の結果、知的財産の

整理等を行うことになっ

た場合には、その法人の

取組状況や進捗状況等は

適切か。 
 
 
 
（資産の運用・管理） 
・ 特許権等の知的財産につ

いて、特許出願や知的財

産活用に関する方針の策

定状況や体制の整備状況

は適切か。 
 

し、当年度においても経理課の作成する

資金繰り計画に基づき、安全運用をして

いる。 
 
【資金の運用に関する法人の責任の分析状

況】 
国からの運営費交付金及び施設整備費

補助金等により資金調達を行っているた

め、資金運用は機構の規定に基づき短期

の定期預金等に限定している。 
 
【貸付金・未収金等の債券と回収の実績】 

該当なし。 
 
 
 
 
 
【回収計画の有無とその内容（無い場合は、

その理由）】 
該当なし。 

 
 
【知的財産の保有の有無及びその保有の必

要性の検討状況】 
・知的財産権委員会において、特許権等の

見直し基準に則り、実施許諾、企業連携

を行っていない特許については、基本的

に放棄している。ただし、日本特許につ

いては、平成 16 年 3 月末までに出願され

た特許については特許庁経費が無料のた

め、見直しの対象とはせず権利満了まで

維持している。 

 
【知的財産の整理等を行うことになった場

合には、その法人の取組状況／進捗状況】 
・知的財産権委員会において、特許権等の

見直し基準に則り、実施許諾、企業連携

を行っていない特許については、基本的

に放棄している。 
 
 
【出願に関する方針の有無】 
・日本出願については、特許性、特許の実

効性などを特許専門職により確認し、出

願を実施している。外国出願については、

知的財産権委員会において、特許性、実

施の可能性、企業との連携状況に鑑み、

出願の要否を決定している。 

 
 
 
 
・短期の定期預金等に限定した資金運用であ

り、機構の規定に基づく承認行為を経て行

われていることは評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【知的財産等】 
・知的財産について、法人における保有の必

要性の検討及びその結果を踏まえた知的財

産の整理等の取組は適切であると評価でき

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（資産の運用・管理） 
・特許権をはじめとする知的財産について、

出願に関する方針の策定、出願の是非を審

査する体制の整備、活用に関する方針の策

定、活用に関する目標の設定、活用・管理

のための組織体制の整備等は適切であると

評価できる。 
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・ 実施許諾に至っていない

知的財産の活用を推進す

るための取組は適切か。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
【出願の是非を審査する体制整備状況】 
・日本出願については、特許専門職が特許

性、特許の実効性など確認し、知的財産

権委員会において、審査請求の要否を決

定している。外国出願については、知的

財産権委員会において、出願の要否を決

定する。 
 
【活用に関する方針・目標の有無】 
・企業連携に関するポリシー 
実施契約件数年平均 10 件程度 

 
【知的財産の活用・管理のための組織体制

の整備状況】 
・知財の維持管理をおこなうチーム(知的財

産チーム)、組織型の大型企業連携をおこ

なうチーム(連携企画チーム)、技術移転を

行うチーム(技術移転チーム)を整備して

いる。 
 
【実施許諾に至っていない知的財産につい

て】 
① 原因・理由 

基礎研究が中心となることから、10 年

程度のスパンで実用化に至ることがあ

り、時間がかかることが挙げられる。さ

らに、基礎技術は確立できていても、応

用、量産などの開発技術の難しさや、コ

スト面の問題など、基礎技術としては有

用なものであってもこのような原因によ

り必ずしも実用化できていないのが現状

である。 
 
② 実施許諾の可能性 
企業連携により実用化の可能性を探る。 

 
③ 維持経費等を踏まえた保有の必要性 
予算等を考慮のうえ④のとおり維持見直

しを行っている。 
 
④ 保有の見直しの検討・取組状況 

知的財産権委員会において、特許権等

の見直し基準に則り、実施許諾、企業連

携を行っていない特許については、基本

的に放棄している。 
ただし、日本特許については、平成 16

年 3 月末までに出願された特許について

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・実施許諾に至っていない知的財産について、

その原因・理由等を踏まえた保有の必要性

の観点からの見直し及びその結果を踏まえ

た取組は適切であると評価できる。 
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・上記の評価基準以外の事

項で、CSTI 指針を踏まえ評

価すべき事項 
該当無し 

は特許庁経費が免除のため、見直しの対

象とはせず権利満了まで維持している。 

 
⑤ 活用を推進するための取組 

技術移転をおこなうための専門家とし

て、企業において事業部などで事業の立

ち上げの経験者などを雇用し、活用の促

進を図っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－（５） その他業務運営面での対応 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 社会への説明責任を

果たすため、情報提供

等を適切に行う。ま

た、情報セキュリティ

対策等の政府の方針

等に適切に対応する。 

機構の諸活動の社会

への説明責任を果た

すため、保有する情報

の提供のための措置

を充実するとともに、

開示請求への適切か

つ迅速な対応を行う。

個人の権利、利益を保

護するため、機構にお

ける個人情報の適切

な取扱いを徹底する

とともに、苦情処理へ

の適切かつ迅速な対

応等を行う。 
また、政府の情報セキ

ュリティ対策に関す

る方針を踏まえ、適切

な対策を推進する。 

１．社会への説明責任を果

たすため、情報提供等を

適切に行ったか。 
（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
２．情報セキュリティ対策

等の政府の方針等に適切

に対応したか。 
（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

１．公式ホームページにおいて、機構の概

要や研究成果等のニュースリリース、イ

ベント・セミナー情報や求人情報も提供

している。また、平成 23 年度から平成 26
年度については、情報の開示請求はなか

ったが、担当者の資質向上のため、情報

公開及び個人情報保護に関する研修等に

毎年度参加させた。平成 27 年度について

も引き続き、研修等への積極的な参加を

行い、担当者の資質向上に取り組む。 
また、個人情報保護、公文書管理の適切

な管理を指導、教育することを目的とし

て、平成 26 年度に内部研修を担当者向け

に実施した。 
 
２．情報システムに関する情報セキュリテ

ィポリシー等を整備したが、平成 26 年度

に情報システムのみではなく、情報資産

（紙・電子媒体）の漏洩、妨害・破壊行

為の防止、災害対応等のための体制を構

築するため、規程を改正し、機構が扱う

重要な情報資産のセキュリティを確保す

１．情報公開及び個人情報の適切な取扱を推

進していると評価できる。今後一層の取組

みの充実が望まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．規程整備の実施および説明会を実施した

ことにより、職員の情報セキュリティ意識

が高まったと考えられ評価できる。また、

政府方針に則り、第 3 期初頭にセキュリテ

ィポリシーを策定し、全職員に周知徹底・

伝達方法に工夫を凝らしていることは評価

できる。また、近年のサイバー脅威の増大

評定 Ｂ 評定  
公式ホームページを通じた情報提

供、情報セキュリティ対策、環境

配慮、男女共同参画、次世代育成

支援、研究不正対応等の取組が着

実に実施されている。 
 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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さらに、政府の施策等

を踏まえつつ、環境へ

の配慮促進、男女共同

参画や次世代育成支

援等に適切に対応す

る。 

なマネジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
３．政府の施策等を踏まえ

つつ、環境への配慮促進、

男女共同参画や次世代育

成支援等に適切に対応し

たか。 

（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制の確

保の観点、研究者・研究開

発マネジメント人材育成・

支援の観点） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．研究不正に対応する為

の規程や組織としての責任

体制の整備及び運用が適切

になされているか。 
（長の資質としての観点）、

（資源配分の観点）、（体制

の観点）、（適正性の観点）、

（適正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制の確

保の観点） 
 
 
 

るための方策を実施した。 
さらに、個人情報保護および公文書管理

の担当者向けに概要説明会を開催した。 
また、第三者機関による情報システム

全体のセキュリティ検査および 

検出された脆弱性への自己対処及び職員

向けサイバーセキュリティセミ 

ナーの開催(内容は毎回見直し)を行った。 

 
３．環境への配慮の取組において、水質汚

濁防止法の地下水汚染の未然防止対策へ

の対応を実施するとともに、環境配慮の

基本方針に沿った省エネへの取組とし

て、事業活動で消費するエネルギー使用

量及び二酸化炭素排出量の前年度比 1％

以上の削減目標を設定し、省エネ設備へ

の更新・改修、廃棄物分別の徹底、化学

物質等の排出に関する適正管理、構内緑

地の保存、ヘリウム回収システムによる

貴重なヘリウムガスの資源化に努めた。 

また、国の男女共同参画基本計画に沿

って策定した機構の第 2 次男女共同参画

グランドデザインに基づいて、男女がと

もに働きやすい勤務環境の整備を継続的

に推進し、育児・介護中の職員を支援す

るための業務員雇用経費の助成、ハイレ

ベルの知識や技能を持ちながら家庭に入

っている女性などの隠れた人材を活用す

るための人材情報バンク「人なび」の運

営などの活動を行った。平成 21 年度に策

定した次世代育成支援対策推進法に基づ

く行動計画については、育児に係わる特

別休暇制度の整備、配偶者出産特別休暇

の取得促進などを継続的に実行してい

る。 

 
４．ねつ造・改ざん・盗用等の研究不正行

為及び研究費の不正使用防止に関する行動

規範を定め、その遵守に係る同意書への署

名・提出を全職員に対して求めている。ま

た、論文等の信憑性の確保や知的財産の管

理・保護等を目的として、研究又は研究支

援業務に従事する職員等に対して機構指定

のラボノートを配布している。各部門等に

おける研究コンプライアンスの推進責任者

を設置し、研究現場も含めた組織全体の責

任体制を明確化するとともに、e-learning 研

修の実施等によりコンプライアンス意識の

向上を図っている。 

に対抗するため、職員のセキュリティ意識

向上のためにセミナーや模擬訓練、英語版

のセキュリティ教育教材開発など、外国人

職員への配慮も抜かりなく行っており、高

く評価できる。 
 
 
 
 
３．環境に配慮しつつ研究業務を推進してい

ること、省エネに取り組んでいることは評

価できる。更なる環境負荷の低減を図るこ

とが期待される。 
男女共同参画については、育児介護等に

関する諸制度を十分に整備しており、育

児・介護中職員の支援、人材情報バンクの

運営などの活動を継続して行ったことは評

価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．責任体制や関連規程の整備、職員への倫

理教育等により、組織全体として研究不正を

防止する取組が図られていると考えられ評価

できる。 
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５．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当無し 

 

また、責任体制や不正の疑義が発生した場

合の調査手続き等に係る関連規程を整備し

ている。 

 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 予算（人件費の見積もりを含む）、収支計画及び資金計画 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構は、予算の効率的

な執行による経費の

節減に努めるととも

に、受益者負担の適正

化にも配慮しつつ、積

極的に、施設使用料、

特許実施料等の自己

収入の増加等に努め、

より適切な財務内容

の実現を図る。 

 １．自己収入の確保、予算

の適正かつ効率的な執行

に努め、適切な財務内容

の実現を図ったか。 

（適正性の観点）、（研究開

発環境の整備・充実の観点） 
 
 
 
 
【財務状況】 
（当期総利益（又は当期総

損失）） 
・ 当期総利益（又は当期総

損失）の発生要因が明ら

かにされているか。 
 
・ また、当期総利益（又は

当期総損失）の発生要因

は法人の業務運営に問題

等があることによるもの

か。 
 

当中期目標期間の各年度において、約

60 億円以上の収入を確保しており、特に

H25 年度は、ナノテクノロジープラットフ

ォームなどの設備整備事業等により、130

億円以上の収入となった。一方、東京会

議室や目黒地区事務所を廃止したことに

よる施設維持に係る諸費用の削減など、

固定的経費の節減に取り組んだ。 

 
 
【当期総利益（当期総損失）】 

当期総損失 1,036,148,351 円 

 

 

 

 

【当期総利益（又は当期総損失）の発生要

因】 

平成 26年度の経常費用は 21,419百万円

と、前年度比 228 百万円増（1.1％増）と

なった。これは、前事業年度に受託した

ナノテクノロジープラットフォーム事業

・自己収入を構成する比率の高い政府受託収

入や補助金等収入、国以外からの受託等に

おいて安定的な収入を得ていること、また、

高い特許権収入と継続的な増加を示してい

る財産賃貸収入の確保に努めており、財務

内容も適切であると評価できる。 
 
 
 
【財務状況】 
 
・当期総利益の発生要因が明らかにされてお

り、これは法人の業務運営に問題等がある

ことによるものではないと考えられ、評価

できる。 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 評定  
自己収入の確保、予算の適切かつ

効率的な執行が行われるなど、予

算・収支計画・資金計画に関する

取組が着実に実施されている。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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（利益剰余金（又は繰越欠

損金）） 
・ 利益剰余金が計上されて

いる場合、国民生活及び

社会経済の安定等の公共

上の見地から実施される

ことが必要な業務を遂行

するという法人の性格に

照らし過大な利益となっ

ていないか。 
 
 
 
・ 繰越欠損金が計上されて

いる場合、その解消計画

は妥当か。 
 
 
（運営費交付金債務） 
・ 当該年度に交付された運

営費交付金の当該年度に

おける未執行率が高い場

合、運営費交付金が未執

行となっている理由が明

らかにされているか。 
 
 

等により取得した固定資産の減価償却費

が前年度比 160 百万円増加（4.5％増）し

たことや、平成 26 年 3 月末をもって給与

減額支給措置が終了したことにより人件

費が前年度比 798 百万円増加（9.5％増）

したことが主な要因である。 

平成 26年度の経常収益は 20,843百万円

と、前年度比 3,371 百万円減（13.9％減）

となった。これは、主に前事業年度に受

託したナノテクノロジープラットフォー

ム事業の設備投資が完了し、政府受託収

入が前年度比 3,509 百万円減（67.6％減）

と大幅に減少したことが要因である。 

上記経常損益の状況により、経常利益

は△576 百万円と前年度比 3,599 百万円減

となり、これから臨時損益の固定資産売

却除却損益 578 百万円を差し引き、前中

期目標期間繰越積立金取崩額 3 百万円及

び目的積立金取崩額 114 百万円を加えた

結果、平成 26 年度の当期総利益は△1,036

百万円（前年度比 4,090 百万円減）となっ

た。 

 

【利益剰余金】 

平成 26 年度末における利益剰余金は

2,389 百万円（うち当期総損失 1,036 百万

円）となった。そのうち現金の裏付けの

ある額は研究促進対策等積立金 108 百万

円及び当年度の自己収入等による利益 7

百万円（前年度比 107 百万円減）となっ

た。残りの 2,274 百万円のうち主なものは

受託収入で取得した償却資産の未償却額

であり、平成 27 年度以降発生する減価償

却費負担に充当する予定のものであるた

め、過大な利益剰余金とはなっていない

ものと認識している。 

 

 

【繰越欠損金】 

該当なし。 

 

 

 
【運営費交付金債務の未執行率（％）と未

執行の理由】 

平成 26 年度末における運営費交付金債

務残高は 1,082,460,695 円であり、未執行

率は 8.8％となった。運営費交付金債務残

高の発生理由の主なものは、中長期計画

で予定した業務促進のための大型研究設

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（利益剰余金（又は繰越欠損金）） 
・利益剰余金のうちのほとんどは、過年度に

受託収入で取得した償却資産の翌年度以降

における減価償却費負担に充当する予定の

ものであるため、法人の性格に照らし過大

な利益剰余金とはなっていないと評価でき

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（運営費交付金債務） 
・運営費交付金債務の未執行の理由、業務運

営に与える影響が適切に分析されており、

計画的に業務が執行されていると評価でき

る。 
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・ 運営費交付金債務（運営

費交付金の未執行）と業

務運営との関係について

の分析が行われている

か。 
 
 
 
 
 
（溜まり金） 
・ いわゆる溜まり金の精査

において、運営費交付金

債務と欠損金等との相殺

状況に着目した洗い出し

が行われているか。 
 
 
 
 
 
 
２．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
（該当無し） 
 

備の整備及び研究環境促進のための施

設・インフラ整備にかかる費用であり、

履行期日が翌事業年度以降の契約に係る

部分を繰り越したものである。 

 

【業務運営に与える影響の分析】 

平成 26 年度に実施すべき業務について

は、計画どおり実施済みであり、業務の

未達成による運営費交付金債務の翌事業

年度への繰越額はない。 
なお、平成 27 年度に繰り越した運営費

交付金債務残高については、同事業年度

において収益化する見込み。 
 
 
【溜まり金の精査の状況】 
 平成 25 年度からの繰越欠損金はなく、平

成 26 年度においても欠損金の発生はない。

また、平成 26 年度は総損失 1,036 百万円の

うち、キャッシュ・フローを伴わない損失

が 1,043 百万円となったものの、前期から

繰越されたキャッシュを伴わない積立金で

補填していることから、運営費交付金債務

及び利益剰余金においていわゆる溜り金は

存在しない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（溜まり金） 
・いわゆる溜まり金は存在しておらず、適切

な洗い出しが行われていると評価できる。 
 
 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー ― 

 
 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  短期借入金の限度額

は 23 億円とする。短

期借入が想定される

理由としては、年度当

初における国からの

運営費交付金の受入

れの遅延、受託業務に

係る経費の暫時立替

等が生じた場合であ

る。 

・ 短期借入金は有るか。有

る場合は、その額及び必

要性は適切か。 
 
 
 
 
 
・上記の評価基準以外の事

項で、CSTI 指針を踏まえ評

価すべき事項 
該当なし 

 

【短期借入金の有無及び金額】 
該当無し。 
 

【必要性及び適切性】 
該当無し。 
 
 
 

 評定 － 評定  
＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、その処分に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  目黒地区事務所の移

転後の不動産につい

て、独立行政法人通則

法（平成 11 年法律第 
103 号）に則して平成 
24 年度中の国庫納付

を目指す。 

・ 重要な財産の処分に関す

る計画は有るか。ある場

合は、計画に沿って順調

に処分に向けた手続きが

進められているか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・上記の評価基準以外の事

項で、CSTI 指針を踏まえ評

価すべき事項 
該当なし 

【重要な財産の処分に関する計画の有無及びその進

捗状況】 
目黒地区事務所は、「独立行政法人整理合理化計

画」（平成 19 年 12 月 24 日閣議決定）での指摘や、

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」

（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）で示された講ずべ

き措置の具体的内容を踏まえ、研究施設の集約化、

業務の効率化及び合理化のため、つくば地区へ集約

することとした。 

第 3 期中長期計画に基づき、平成 24 年 3 月に目

黒地区事務所のつくば地区への業務集約・移転が完

了し、以降、国による目黒地区事務所現地確認や是

正措置への対応等を経て、H27 年度上半期に国庫返

納手続きを完了する見込み。 
 

・中長期計画に基づき目黒地区事務

所のつくば地区への業務集約・移

転を完了したことに加え、国によ

る現地確認や是正措置に着実に

対応し、H27 年度上半期に国庫納

付を完了する見込みとなったこ

とは評価できる。 

 

評定 Ｂ 評定  
目黒地区事務所の移転に伴う国庫

返納のための手続きが着実に実施

されている。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときはその計画 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー ― 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  なし なし 該当無し。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 評定 － 評定  
＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ 剰余金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  機構の決算において

剰余金が発生した場

合の使途は、重点研究

開発業務や中核的機

関としての活動に必

要とされる業務への

充当、研究環境の整備

や知的財産管理・技術

移転に係る経費、職員

教育の充実、業務の情

報化、機関として行う

広報の充実に充てる。 

１．剰余金が発生した場合

の使途は、重点研究開発

業務や中核的機関として

の活動に必要とされる業

務への充当、研究環境の

整備や知的財産管理・技

術移転に係る経費、職員

教育の充実、業務の情報

化、機関として行う広報

の充実に充てたか。 
（適正性の観点）、（研究開

発環境の整備・充実の観点） 
 
 
 
 
・ 利益剰余金は有るか。有

る場合はその要因は適切

か。 
 
 
 

１．平成 26 年度期末時点の利益剰余金 2,389

百万円（うち当期総利益△1,036 百万円）

のうち現金の裏付けのある額は 115 百万

円（研究促進対策等積立金 108 百万円、

自己収入等による利益 7 百万円）となっ

た。 

   なお、平成 26 事業年度は、研究促進

対策等積立金 114 百万円を中長期計画で

定めた剰余金の使途に充てるために取り

崩している。具体的には、広報誌の発行

等の機関として行う広報活動費、語学研

修や通信教育等の国際化研修費、インタ

ーンシップや外国人招聘費用などの国際

交流の促進に係る経費に充当している。 

 

 

【利益剰余金の有無及びその内訳】 

利益剰余金 2,389,177,418 円 

（内訳） 

前中期目標期間繰越積立金  3,862,950

円 

研究促進対策等積立金 108,406,500 円 

１．平成 26 年度は、平成 25 年度までに受託

収入で取得した資産に係る除却損や減価償

却費の影響により 1,036 百万円の損失を計

上したものの、現金の裏付けのある額 7 百

万円は 1 項積立金としてその他の剰余金に

計上されているとともに、研究促進対策等

積立金から取り崩した 114 百万円は中長期

計画に沿った使途に充当されており、適切

であると評価できる。また、利益剰余金の

発生要因についても適切であると評価でき

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 評定  
剰余金の使途は適切であり、計画

に沿って着実に実施されている。 
＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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・ 目的積立金は有るか。有

る場合は、活用計画等の

活用方策を定める等、適

切に活用されているか。 
 
 
 
 
 
 
 
２．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当無し 

 

積立金 3,313,056,319 円 

当期未処理損失 1,036,148,351 円 

 

【利益剰余金が生じた理由】  

平成 26 年度末における利益剰余金は

2,389 百万円（うち当期総損失 1,036 百万

円）となった。そのうち現金の裏付けの

ある額は研究促進対策等積立金 108 百万

円及び当年度の自己収入等による利益 7

百万円（前年度比 107 百万円減）となっ

た。残りの 2,274 百万円のうち主なものは

受託収入で取得した償却資産の未償却額

であり、翌年度以降発生する減価償却費

負担に充当する予定のものである。 

 

【目的積立金の有無及び活用状況】 

当中期目標期間中に積み立てた目的積

立金（研究促進対策等積立金）計 291 百

万円は、中長期計画に沿って広報の充実

及び国際化の促進に向けた取り組みに充

当するため下表のとおり取り崩しを行

い、平成 26 年度期末残額 108 百万円につ

いては、同様の使途に充てるため平成 27

年度に全額取り崩し予定。 

 

 

 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―１ 施設・設備に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 機構における研究活

動の水準の向上を図

るため、常に良好な研

究環境を維持、整備し

ていくことが必要で

ある。既存の研究施設

及び本中期目標期間

中に整備される施設

の有効活用を進める

とともに、老朽化対策

を含め、施設・設備の

改修・更新・整備を重

点的・計画的に実施す

る。 

機構における研究活

動の水準を向上させ

るため、常に良好な研

究環境を維持、整備し

ていくことが必要で

あることから、既存の

研究施設及び中期目

標期間中に整備され

る施設の有効活用を

進めるとともに、老朽

化対策を含め、施設・

設備の改修・更新・整

備を重点的・計画的に

実施する。 
なお、中期目標を達成

するために必要な実

験に対応した施設や

外部研究者の受入れ

に必要な施設の整備、

その他業務の実施状

１．既存の研究施設及び中

長期目標期間中に整備され

る施設の有効活用を進める

とともに、老朽化対策を含

め、施設・設備の改修・更

新・整備を重点的・計画的

に実施したか。 

（適正性の観点）、（研究開

発環境の整備・充実の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【施設の有効活用、老朽対策等の計画的実

施】 

・インフラ設備である電気及び機械設備

のを常に正常な状態に保つための分解整

備、法令点検、定期点検の計画的に実施

し研究環境の維持に努めた。 

・老朽化に伴う設備の省エネ機器への改

修・更新を計画し、照明器具のＬＥＤ化・

ポンプ等インバータ化等を行い、電力使

用量及び二酸化炭素排出量の削減を実施

した。 

・研究業務に関係する施設設備の技術相

談（電源容量、実験冷却水流量検討等）

及び技術支援  （ブレーカー増設、空

調機設置等）を適切に行った。 

・各地区の光熱水使用量を取りまとめ、

エネルギー使用量、二酸化炭素排出量、

窒素酸化物排出量の算出を行い、環境報

告書へ反映させ公表した。 

  ・研究スペースの有効活用するため、

実験室の利用状況を把握し、新たな装

置導入時の、研究スペース配分、実験

１．研究施設の有効活用や実験装置を稼働さ

せるためのインフラ対応、老朽化対策及び

施設・設備の改修・更新・整備を計画的に

実施し、電力使用量の抑制や二酸化炭素排

出量削減に努めていると評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 評定  
研究施設の有効活用、老朽化対策、

施設・設備の改修・更新・整備等

が着実に実施されている。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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況等を勘案した施設

整備が追加されるこ

とが有り得る。また、

施設・設備の老朽度合

等を勘案した改修・更

新等が追加される見

込みである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【施設及び設備に関する計

画】 
・ 施設及び設備に関する計

画は有るか。有る場合は、

当該計画の進捗は順調

か。 
 
 
 
 
 
 
２．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
該当無し 

 

室の改修ための企画立案等を適切に実

施した。 

 

 

【施設及び設備に関する計画の有無及びそ

の進捗状況】 

施設整備補助金について、計画的な施

設・設備を行うと伴に、適切な執行を実施

した。 

 

平成２１年度補正予算の交付決定を受け

た、ＮａｎｏＧＲＥＥ-ＷＩＰＭＡＮＡ棟新

築について、平成２３年度末に完成した。 

平成２５年度補正予算の交付決定を受け

た、先進構造材料研究棟新築 

については、平成２６年度末に完成した。 

平成２５年度補正予算にて、水質汚濁防

止法の改正に伴う地下水汚染の未然防止対

策について、工事着手し、平成２７年度完

了予定。 

この他、第３期中長期計画中に、電気・

機械設備の老朽化対策に伴う、更新改修を

実施し、施設・設備の省エネ化を図った。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【施設及び設備に関する計画】 
・中期目標の達成のために必要な施設・設備

を計画どおり、適切に整備したと評価できる。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―２ 人事に関する計画 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
 
 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
 職員の採用プロセス

の更なる透明化を図

るとともに、外国人研

究者の採用と受入れ

を円滑かつ効率的に

進めるために外国人

研究者の支援体制を

整備する。また、若

手・女性研究者の活用

を進めるとともに、研

究活動の効率化を図

るため、必要な研究支

援者や技術者を確保

する。さらに、任期付

研究者のキャリアパ

ス構築など、職員の適

切な処遇に努める。 
職員一人一人が機構

国内外から優秀な研

究者を採用するため、

国際公募の実施等に

より職員の採用プロ

セスを更に透明化す

るとともに、外国人研

究者の採用と受入れ

を円滑かつ効率的に

進めるために事務部

門をはじめ外国人研

究者の支援体制を整

備する。また、若手・

女性研究者の活用を

進めるとともに、研究

活動を効率化するた

め、必要な研究支援者

や技術者を確保する。 
任期制研究員制度を

１．職員の採用プロセスの

更なる透明化を図るとと

もに、外国人研究者の採

用と受入れを円滑かつ効

率的に進めるために外国

人研究者の支援体制を整

備したか。 
（適正性の観点）、（研究開

発環境の整備・充実の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．若手・女性研究者の活

用を進めるとともに、研

究活動の効率化を図るた

め、必要な研究支援者や

１． 職員の採用プロセスについては、

詳細ルール（例えば、審査員の人数、資

格、審査時間、推薦書のフォーマット等）

を明確に定めた業務マニュアルを H23

年度に作成し、これに準拠して実施し

た。研究者、エンジニアの公募にあたっ

てはホームページを始めとして、各専門

誌、Nature-Job 等を利用して、国内外に

広く宣伝した。和英併記のリクルートパ

ンフレットを作成し、国内外の大学、研

究機関に広く配布するとともに Web 上

にも公開した。研究職採用では、英語で

書類･面接審査を実施し、5 年間に 11 名

の外国人研究者を採用した。また、国際

的な研究機関構築のための事務部門の

バイリンガル化を、国際化研修プログラ

ムにより実施した。 

 
２．世界最高水準の研究を行うのに相応し

い第一級の研究者、エンジニアの獲得に

努め、5 年間で研究職 47 名（うち 8 名は

女性、うち 3 名は外国人）、及びエンジニ

１．職員の採用プロセスの透明化を図るとと

もに、外国人研究者の採用と受入れを促進

するための取組みが行われたと評価でき

る。引き続き、MANA、ICYS で培っている、

研究環境、ノウハウを活かして、さらに外

国人の採用を増やしていくことが望まれ

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．計画的な採用計画に基づき、若手・女性

研究者及びエンジニア職の採用人数が順調

に増えていることは評価できる。2 年続け

て女性研究者の採用割合の目標値を上回っ

評定 Ａ 評定  
期間中に研究員採用への女性枠を

新規導入したことにより女性応募

者割合が導入前の 2 倍以上に増加

したほか、エンジニアリング職の

体系整備等が積極的に進められて

おり若手・女性研究者、エンジニ

ア職の人数が増加している（37 歳

以下の若手職員の採用割合が 62%
（研究職については 73%）、女性

研究者の在籍者割合が、研究職に

ついては期間中に約 3 割、エンジ

ニア職については期間中に 2 倍以

上それぞれ増加）。 
今後とも、研究員の質の確保のた

め、能力に応じた採用が確保され

ることを期待。 
 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
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の使命を十分に認識

し、やりがいを持って

業務に従事できるこ

とを目指し、人材マネ

ジメントを継続的に

改善する。 

活用して研究者の流

動化を促進するとと

もに、テニュア・トラ

ックとしても活用す

る。任期付研究者の採

用に当たっては、多様

な機関での研究経験

を重視し、研究者とし

ての能力が確認され

た者を採用するとと

もに、任期付研究者の

キャリアパス構築、若

手研究者の多様な機

関における研鑽の機

会の確保など、職員を

適切に処遇する。 
職員一人一人が機構

の使命を十分に認識

し、やりがいを持って

業務に従事できるよ

う、良好な職場環境の

構築、職員のメンタル

ケアの充実、経営層と

職員とのコミュニケ

ーションの機会を確

保するとともに、英語

研修をはじめとした

長期的視野に立った

職員の能力開発など、

人材マネジメントを

継続的に改善する。 

技術者を確保したか。 

（適正性の観点）、（研究開

発環境の整備・充実の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．任期付研究者のキャリ

アパス構築など、職員の

適切な処遇に努めたか。 

（適正性の観点）、（研究開

発環境の整備・充実の観点） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．職員一人一人が機構の

使命を十分に認識し、やり

がいを持って業務に従事で

きることを目指し、人材マ

ネジメントを継続的に改善

したか。 
（適正性の観点）、（研究開

発環境の整備・充実の観点） 
 
【人事に関する計画】 
・ 人事に関する計画は有る

か。有る場合は、当該計

画の進捗は順調か。 
・ 人事管理は適切に行われ

ているか。 
 
 

ア職 21 名（うち女性 6 名）の合計 68 名

を採用した。そのほかに、テニュアトラ

ックに準じる ICYS（若手国際研究センタ

ー）から研究職 16 名（うち 1 名は女性、

うち 8 名は外国人）を採用した。H25 年

度から女性のみ応募可能な公募枠を設け

たため女性研究者の応募者割合が増え、

その結果、女性研究者の採用割合（H23-27

年度：0%, 0%, 29%, 20%, 15%）が大幅に改善

した。退職よりも採用するエンジニア数

が増えたので、エンジニアの研究者に対

する在職者比率は H23 年度の 11.1％から

H27 年度の 13.6％に増加した。また、女性

エンジニア 6 名のうち 4 名は H25 年度以

降の採用である。若手職員（37 歳以下）

の採用割合は 62％、研究職に限ると 73％

であった。 

 

３．キャリア形成職員制度については、任

期終了後に定年制職員として働くことを

希望する職員は移行審査を受けることが

できる。移行審査要領はマニュアル化さ

れており，これに準拠して審査を実施し、

5 年間で 20 名がキャリア形成研究職から

定年制研究職に移行した。また、テニュ

アトラックに準じる ICYS（若手国際研究

センター）からも、機構の定年制研究職

員を希望する人に対して特別選考を行な

い、5 年間で 23 名が応募し 12 名が合格し

た。更に研究者とエンジニアを対象とし

た英語セミナーを毎年に 1-2 回実施した。 

 
４．良好な職場環境構築のために、メンタ

ルヘルスカウンセラーを配置し、メンタ

ル不全者やその上司・同僚からの相談に

対応し、メンタルケアの充実を図った。

他方、階層別に外部の研修に参加させる

などスキルアップを図った。 

 
 
 
【人事に関する計画の有無及びその進捗状

況】 
・ 常勤職員、任期付職員の計画的採用状況 
定年制職員・キャリア形成職員のうち、研

究者及びエンジニアの採用は、機構の人材

企画委員会において研究分野別に採用計

画を立てるとともに、女性研究者の採用割

合目標（15％）を持って実施した。平成

ており、前年度から導入した女性のみが応

募できる公募枠の有効性が認められる。ま

た、波及効果としてエンジニア職にも女性

の活用が進んだことは高く評価できる。引

き続き、更なる女性研究者や研究支援者・

技術者の育成・確保が望まれる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．任期付き研究者のキャリアパス構築及び

職員の適切な処遇に努めていると評価でき

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．人材マネジメントに努めた取組を行って

いると評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
【人事に関する計画の有無及びその進捗状

況】 
・研究者およびエンジニアの採用計画や女性

研究者の更なる活用のための採用割合目標等

も適切と認められる。人事管理は適切に行わ

れていると評価できる。 
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５．上記の評価基準以外の

事項で、CSTI 指針を踏まえ

評価すべき事項 
（科学技術イノベーショ

ン、創出・課題解決のため

のシステムの推進の観点、

研究者、研究開発マネジメ

ント人材の育成・支援の観

点） 
 

25 年度は女性研究者の増加を目指して女

性だけが対象の公募枠を導入した。おそら

くこれにより機構の男女共同参画グラン

ドデザインが広く周知され、女性研究者の

みならず女性エンジニアの応募者・採用者

割合が増えた。研究職（エンジニア職）の

女性在職者割合は H23 年度の 7.2（6.7）%

から H27 年度の 9.3（16.7）％に改善した。

また、事務職員の採用については人材補充

が必要な部署を確認し、優先順位をつける

など、計画的に採用を実施している。任期

制職員は、年度毎の研究計画により計画的

な採用を実施している 

 
職員の採用公募にあたってはホームペー

ジを始めとした各専門誌、ジャーナル、

Nature-Job 等を利用して、国内外に広く宣

伝し、外国人定年制研究職員の採用や ICYS

（若手国際研究センター）からの採用希望

者への特別選考、女性研究者の専用応募枠

の設定等、また、イブニングセミナーを活

用した若手研究者のプレゼンスキルの育成

や、研究者とエンジニアを対象とした英語

研修を実施した。また、研究者及びエンジ

ニアの採用は、機構の人材企画委員会にお

いて研究分野別に採用計画を立てるととも

に、事務職員の採用については人材補充が

必要な部署を確認し、優先順位をつけ、計

画的に採用を実施した。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・イノベーションを担う研究人材の育成・流

動化を図るための多くの施策や活躍促進のた

めの取組を推進していることは評価できる。

また、人材育成やキャリアパス展開も適切に

実施していると評価できる。 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―３ 中期目標期間を超える債務負担 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  中期目標期間を超え

る債務負担について

は、研究開発を行う施

設・設備の整備等が中

期目標期間を超える

場合で、当該債務負担

行為の必要性及び資

金計画への影響を勘

案し合理的と判断さ

れるものについて行

う。 

【中長期目標期間を超える

債務負担】 
・ 中長期目標期間を超える

債務負担は有るか。有る

場合は、その理由は適切

か。 
（適正性の観点）、（研究開

発環境の整備・充実の観点） 
 
 
 
 
 
 
・上記の評価基準以外の事

項で、CSTI 指針を踏まえ評

価すべき事項 
該当なし 

【中期目標期間を超える債務負担とその理

由】 
・施設の省エネルギー化投資（ESCO 事業）

を 10 年リース（平成 20 年 4 月から平成

30 年 3 月）で行っている。省エネルギー

効果による光熱費の節減額からリース料

を賄う事業であり、投資効果を最大限に

活かすため長期契約となっている。また、

大規模シミュレーション等に用いるスー

パーコンピュータを 5 年リース（H26 年

12 月から平成 31 年 11 月）で行っている。 

【中期目標期間を超える債務負担】 
・中長期計画を超える債務負担の理由は適切

であると評価できる。 
 
 

評定 Ｂ 評定  
中長期目標期間を超える債務負担

の理由は正当であり、計画に沿っ

て着実に実施されている。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 
 

 
４．その他参考情報 
― 
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様式２－２－４－２ 見込評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅷ―４ 積立金の使途 

当該項目の重要度、難易

度 ― 関連する政策評価・行政事業

レビュー 平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0246 

 
２．主要な経年データ 
 評価対象となる

指標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要な

情報 
         
         

         
         

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
  前期中期目標期間の

最終年度において、独

立行政法人通則法第

44 条の処理を行って

なお積立金があると

きは、その額に相当す

る金額のうち文部科

学大臣の承認を受け

た金額について、以下

のものに充てる。 

【積立金の使途】 
・ 積立金の支出は有るか。

有る場合は、その使途は

中長期計画と整合してい

るか。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・上記の評価基準以外の事

項で、CSTI 指針を踏まえ評

価すべき事項 
該当無し 

 

【積立金の支出の有無及びその使途】 
・前中期目標期間の最終年度より繰り越

された前中期目標期間繰越積立金 1,902

百万円は、第 3 期中長期計画期間に全額

を取り崩す見込み。その使途は、過年度

に受託収入で取得した償却資産の減価償

却費負担等に充当するものであり、各年

度における取り崩し額は下記のとおり。 
繰越額：1,902 百万円、H23：707 百万円、

H24：1,175 百万円、H25：13 百万円、

H26：3 百万円、H27：3 百万円 
 

【積立金の使途】 
・使途は中長期計画と整合しており、適切

であると評価できる。 
 
 
 
 
 

評定 Ｂ 評定  
積立金の使途は中長期計画と整合

が取れたものであり、計画に沿っ

て着実に実施されている。 

＜評定に至った理由＞ 
― 
＜今後の課題＞ 
― 
＜その他事項＞ 
― 

 
４．その他参考情報 
― 
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